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１．工事請負契約  

種別内訳書  

現場代理人及び主任技術者等通知書  

共同企業体構成会社主任技術者等通知書  

経歴書（  ）  

経歴書（監理技術者） 記載例   

（請求･通知・報告・協議）書    
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材料検査内訳書  

材料搬入予定調書  

材料搬入予定内訳調書  

材料搬入実績調書  

材料搬入実績内訳調書 

監督員資料提出届  

試験委嘱指定申請書  

支給材料（請求・受領・返納）書 （第 回） 

支給材料（請求・受領・返納） 内訳書  

発生材報告書 （第 回） 

発生材報告内訳書  

材料使用量確認申請書 

（  ）確認内訳調書  

中間検査請求書 

（  ）確認検査内訳書 

既済部分検査請求書 （第 回） 

既済部分出来高工種別内訳書 

段階別部分払出来高率表 

請求書  

請求書 記載例 

承諾書  

事故報告書  

工事完了届  

公共事業遵守証明書 

施工体制台帳及び施工体系図 

施工体制台帳 

再下請負通知書  

施工体系図 

作業員名簿 

前払金等請求確認書 

工事履行報告書 
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建設業退職金共済制度加入届 

  建設業退職金共済制度加入届 記載例 

掛金収納書  

 掛金収納書 記載例 

建設業退職金共済証紙購入状況報告書  

 建設業退職金共済証紙購入状況報告書 記載例 

主要資材発注予定報告書 

労働者災害補償保険加入確認書 

基本計画書 

（ ）の報告書  

（ ）の報告書 記載例 

改善報告書 

施工体制台帳、再下請負通知書等における健康保険等加入状況欄記載にあたっての注意事項 

[参考１] 施工体制台帳等の整備について（解説） 

[参考２] 施工体制台帳作成特定建設業者が下請負者に 

交付する書面及び工事現場に提示する書面の文例 

[参考３] 別記様式甲第131号（施工体制台帳）の記載事項 

及び添付書類  

[参考４] 施工体制台帳の記載例 … 

[参考５] 別記様式甲第132号（再下請負通知書）の記載事項 

及び添付書類  

[参考６] 再下請負通知書の記載例  

 

 

２．(測量・調査・設計等)委託契約 

委託総括書  

種別内訳書  

工程表  

代理人及び主任技術者等通知書  

代理人、主任技術者等及び照査技術者通知書  

経歴書（  ） 
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身分証明書発行申請書  

検査請求予定協議書 

既済部分検査請求書 （第  回） 

既済部分出来高種別内訳書  

承諾書  

請求書  

納品書  

納品内訳書 

前払金請求確認書 

再委託届 

再委託先一覧表 

履行体系図 

技術者及び協力会社等一覧表 

設計業務計画書 

（ ）承諾申請書  

保守点検結果報告書  

（協議・報告）書 

 

 

３．単価契約 

工種別内訳書 

代理人及び主任技術者等通知書 

経歴書（  ） 

支給材料（請求・受領・返納）書 （第  回） 

支給材料（請求・受領・返納）内訳書 

巡回故障調査完了届 

巡回故障調査完了内訳書 

巡回故障調査報告書 

完了届 

総括完了届 

総括完了内訳書 
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（完了・請求）内訳書 

（完了・請求）内訳書  （街灯用） 

（完了・請求）内訳書  （公園用） 

請求書 

請求内訳書 

施工内容確認申請書 

作業内容確認申請書 

内訳書 

内訳書  （街灯用） 

内訳書  （公園灯用） 

 

 

その他の様式  

 （建設副産物関係）  

再生資源利用計画書（実施書） －建設資材搬入工事用－ 

再生資源利用計画書（実施書） －建設資材搬出工事用－ 

リサイクル関係報告書 

建設発生土搬出のお知らせ 

建設発生土搬出のお知らせ 記載例 

搬入予定民間受入地届 

民間受入地搬入確認報告書 

リサイクル証明書（建設発生土） 

 （過積載防止関係） 

自重計計測記録表 

自重計計測記録表 記入例 

搬出車両記録表 

搬出車両記録表 記入例 

搬出車両記録の報告書 

改善報告書 

過積載車両報告書 
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発注者の作成する書類 

監督員の通知について  （工事） 

監督員の通知について  （委託） 

承諾書 

指示書 

改善指示書 

改善命令書 

契約変更額回答書 

休日等の工事施工指示書  

工事の一時中止（更新）について 

工事の一時中止解除について 

工事の設計変更について 

工事の設計変更について 記載例 

作業完了確認簿 

作業完了確認内訳書 

指示記録簿 

打合記録簿 

調査結果通知書 

過積載の再発防止について 
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受注者等提出書類処理基準 
 

制定 昭和４８年 １月 
改定 平成 ４年 ４月 

平成１２年 ４月 
平成１６年 ７月 

                                平成２０年 ８月 
平成２５年 ４月 
平成２８年 ４月 
令和 ２年 ４月 
令和 ４年 ４月 
令和 ７年 ４月 

（目  的） 
第１ この基準は、東京都北区工事施行規程（昭和４７年２月１８日訓令甲第４号）第 

１８条の規定に基づき、受注者等から提出される書類（以下「書類」という。）の様式

及び処理方法を定めることにより、工事の円滑かつ適正な施行を図ることを目的とす

る。 
 
（適用範囲） 

第２ この基準は、東京都北区まちづくり部・土木部が施行する工事の請負及び設計等の

委託並びに単価契約に係る書類の処理に適用する。 
 

（書類の名称及び様式） 
第３ 書類の名称及び様式は、別表のとおりとする。 
 

（処理方法） 
第４ 監督員は、受理した書類の内容を調査の上、速やかに所要の手続をとるものとする。 
  ２ 書類の提出部数、記入上の注意その他必要な事項は、別に定める。 
 

（様式に定めないもの） 
第５ 東京都北区契約事務規則（昭和３９年北区規則第４号）第４２条の規定に基づく標

準契約書において、書面によることとされている書類のうち、様式に定めのないもの

の処理方法については、原則として工事等主管課長の指示によるものとする。その取

り扱いは第４に準ずる。 
  ２ 標準契約書のうち、工事請負契約書の約款第３条に基づく工程表の様式について

は、任意とする。 
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（細  目） 

第６ この基準の実施に必要な細目は、別に定める。 
 

（附  則） 
この基準は、令和７年４月１日から適用する。 
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別表１ 工事の請負契約に係わる書類（甲） 
番号 名    称 様    式 頁 
１ 
 

現場代理人及び主任

技術者等通知書 
別記様式甲第２号 ３０ 

２ 中間検査請求書 別記様式甲第３号 ５４ 

３ 材料検査請求書 別記様式甲第４号 ４０ 

 
４ 
 

    請求 
支給材料受領書 
    返納 

別記様式甲第５号 ４８ 

５ 承諾書 別記様式甲第６号 ６２ 

６ 既済部分検査請求書 別記様式甲第７号 ５６ 

７ 工事完了届 別記様式甲第８号 ６４ 

８ 前払金等請求確認書 別記様式甲第９号 ７３ 

  
 
別表２ （測量・調査・設計等）委託契約に係る書類（乙） 
番号 名    称 様    式 頁 
１ 代理人及び主任技術

者等通知書 
別記様式乙第２号 １１１ 

２ 代理人及び主任技術

者等及び照査技術者

通知書 

別記様式乙第２号の２ １１２ 

３ 既済部分検査請求書 別記様式乙第３号 １１８ 
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別表３ 単価契約に係る書類（丙） 
番号 名    称 様    式 頁 
１ 代理人及び主任技術

者等通知書 
別記様式丙第２号 １３６ 

 
２ 

    請求 
支給材料受領書 
    返納 

別記様式丙第３号 １３８ 

３ 巡回故障調査完了届 別記様式丙第４号 １４０ 
４ 完了届 別記様式丙第５号 １４３ 
５ 総括完了届 別記様式丙第６号 １４４ 
６ 総括完了内訳書 別記様式丙第６号の２ １４５ 
７ 施工内容確認申請書 

作業内容確認申請書 
別記様式丙第７号 １５１、１５２ 
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受注者等提出書類処理基準実施細目 
 

制定  平成１６年 ７月 １日 
                         改定  平成２０年 ８月 １日 

平成２５年 ４月 １日 
平成２８年 ４月 １日 

                             令和 ２年 ４月 １日 
令和 ４年 ４月 １日 
令和 ７年 ４月 １日 

 
（目  的） 

第１ 受注者等提出書類処理基準（以下「基準」という。）の実施に必要な処理方法等は、

基準に定めるほか、この実施細目によることとし、工事等の適正かつ能率的な施行を

図ることを目的とする。 
 

（適用範囲） 
第２ この実施細目（以下「細目」という。）は、東京都北区まちづくり部・土木部が施行

する工事の請負及び設計等の委託並びに単価契約に係る書類の処理に適用する。 
 

（書  類） 
第３ 受注者が提出する書類の名称及び様式は、基準及び別表４による。 
 

（書類の処理） 
第４ 受注者等が提出する書類の処理方法は次のとおりとする。 

（１） 工事請負契約書の約款第９条２項の権限を有する現場代理人は、受注者等に代わ

って工事の施行に関する書類を提出することができる。 
（２） 事務手続及び提出部数は、別表５（事務手続一覧表）によるものとする。 
（３） 材料検査の様式は、材料検査の執行区分により、次のとおりとする。 
  ア 検査員検査     材料検査請求書（別記様式甲第４号） 
              材料検査内訳書（別記様式甲第１１２号） 
  イ 監督員検査     材料搬入予定調書（別記様式甲第１１４号） 
              材料搬入予定内訳調書（別記様式甲第１１５号） 
              材料搬入実績調書（別記様式甲第１３６号） 
              材料搬入実績内訳調書（別記様式甲第１３７号） 
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（処理経路） 

第５ 書類の処理経路は次のとおりとする。 
（１） 受注者等から提出された書類は、すべて担当監督員が受理すること。 
（２） 担当監督員は、提出された書類の内容を点検し、速やかに所定の手続きをとるこ

と。 
 

（提出期限） 
第６ 契約及び報告等に必要な書類は、別に期限を定められているものを除き、その書

類提出の必要が発生した時点から５日以内に提出すること。 
 

（附  則） 
   この細目は、令和７年４月１日から適用する。 
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別表４ 
１．工事請負契約に係る書類 

名     称 様   式 頁・摘    要 
種別内訳書 別記様式甲第１０１号 ２９ 
建設業退職金共済制度加入届 別記様式甲第１０２号 ７８、８０、８２ 
経歴書（  ） 別記様式甲第１０３号 ３２ 
（請求・通知・報告・協議）書 別記様式甲第１０７号 ３４ 
（協議・報告）書 別記様式甲第１０８号 ３５ 
施工計画書 別記様式甲第１０９号 ３６ 
（  ）承諾申請書 別記様式甲第１１０号 ３８ 
休日等の工事施工届 別記様式甲第１１１号 ３７ 
材料検査請求書（  回） 別記様式甲第４号 ４０ 
材料検査内訳書 別記様式甲第１１２号 ４１建設局材料検査実施基準 
材料搬入予定調書 別記様式甲第１１４号 ４２建設局材料検査実施基準  
材料搬入予定内訳調書 別記様式甲第１１５号 ４３建設局材料検査実施基準  
試験委嘱指定申請書 別記様式甲第１１６号 ４７ 
（  ）記録の報告書 別記様式甲第１１７号 ３９ 
支給材料（請求・受領・返納・）

内訳書 
別記様式甲第１１９号 ４９ 

発生材報告書（第 回） 別記様式甲第１２０号 ５０ 
発生材報告内訳書 別記様式甲第１２１号 ５１ 
材料使用量確認申請書 別記様式甲第１２２号 ５２ 
（  ）確認内訳調書 別記様式甲第１２３号 ５３ 
中間検査請求書 別記様式甲第３号 ５４ 
既済部分検査請求書（第 回） 別記様式甲第７号 ５６ 
既済部分出来高工種別内訳書 別記様式甲第１２６号 ５７ 
     〃 別記様式甲第１２６号の２ ５８ 
請求書 別記様式甲第１２７号 ６０ 
公共事業遵守証明書 別記様式甲第１２８号 ６５ 
事故報告書 別記様式甲第１２９号 ６３ 
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別表４ 続き 
１．工事請負契約に係る書類 

名     称 様   式    頁・摘    要 
（  ）確認検査内訳書 別記様式甲第１３０号 ５５ 
施工体制台帳 別記様式甲第１３１号 ６７、６８ 
再下請負通知書 別記様式甲第１３２号 ６９、７０ 
施工体系図 別記様式甲第１３３号 ７１ 
段階別部分払出来高率表 別記様式甲第１３４号 ５９建築工事のみに適用         

材料搬入実績調書 別記様式甲第１３６号 ４４建設局材料検査実施基準 
材料搬入実績内訳調書 別記様式甲第１３７号 ４５建設局材料検査実施基準 
監督員資料提出届 別記様式甲第１３８号 ４６建設局材料検査実施基準 
主要資材発注予定報告書 別記様式甲第１３９号 ８４ 
工事履行報告書 別記様式甲第１４１号 ７４ 
工事履行報告書 別記様式甲第１４１号の２ ７６建築工事のみに適用   
施工体制台帳及び施工体系図 別記様式甲第１４２号 ６６ 
作業員名簿 別記様式甲第１４３号 ７２ 
労働災害補償保険加入確認書 別記様式甲第１４４号 ８５ 
共同企業体構成会社主任技術

者等氏名 
別記様式甲第１４５号 ３１ 

基本計画書 別記様式甲第１４６号 ８６ 
（  ）の報告書 別記様式甲第１４７号 ８７ 
（  ）の報告書 別記様式甲第１４８号 ８９ 
改善報告書 別記様式甲第１５０号 ９１ 

指示書類に対する報告書として使用 
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別表４ 続き 
２．（測量・調査・設計等）委託契約に係る書類 

名     称 様   式    頁・摘    要 
委託総括書 別記様式乙第１０１号 １０８ 
種別内訳書 別記様式乙第１０２号 １０９ 
工程表 別記様式乙第１０３号 １１０ 
経歴書 別記様式乙第１０４号 １１３ 
身分証明書発行申請書 別記様式乙第１０５号 １１４ 
既済部分出来高種別内訳書 別記様式乙第１０６号 １１９ 
既済部分出来高種別内訳書 別記様式乙第１０７号 １２０ 
承諾書 別記様式乙第１０８号 １２１ 
納品書 別記様式乙第１０９号 １２３ 
納品内訳書 別記様式乙第１１０号 １２４ 
請求書 別記様式乙第１１１号 １２２ 
前払金請求確認書 別記様式乙第１１２号 １２５ 
（  ）承諾申請書 別記様式乙第１１４号 １３１ 
保守点検結果報告書 別記様式乙第１１５号 １３２ 
検査請求予定協議書 別記様式乙第１１６号 １１７ 
設計業務計画書 別記様式乙第１１７号 １３０ 
再委託届 別記様式乙第１１８号 １２６ 
再委託先一覧表 別記様式乙第１１８号の２ １２７ 
履行体系図 別記様式乙第１１８号の３ １２８ 
技術者及び協力会社等一覧表 別記様式乙第１１８号の４ １２９ 
（協議・報告）書 別記様式乙第１２０号 １３３ 
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別表４ 続き 
３．単価契約に係る書類 

名     称 様   式 頁・摘    要 
工種別内訳書 別記様式丙第１０１号 １３５ 
経歴書（  ） 別記様式丙第１０２号 １３７ 
支給材料（請求・受領・返納）

内訳書 
別記様式丙第１０３号 １３９ 

巡回故障調査完了内訳書 別記様式丙第１０４号 １４１ 
巡回故障調査報告書 別記様式丙第１０５号 １４２ 
（完了・請求）内訳書 別記様式丙第１０６号 １４６ 
（完了・請求）内訳書 別記様式丙第１０７号 １４７街灯保守のみに使用 
（完了・請求）内訳書 別記様式丙第１１２号 １４８公園の単価契約に使用 
請求書 別記様式丙第１０８号 １４９ 
請求内訳書 別記様式丙第１０９号 １５０ 
内訳書  別記様式丙第１１０号 １５３ 
内訳書  別記様式丙第１１１号 １５４街灯保守のみに使用 
内訳書  別記様式丙第１１３号 １５５公園灯保守のみに使用 
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別 表 ５ 
事  務  手  続  一  覧  表 

（受注者の作成する書類） 

 
契  約 代理人等届 

施   工 

通知・請求・協議 提出書類 休日等の工事届 承  諾 
提出 
部数 ２ ２ ２ ２ １ ２ 

工 
 

事 
 

の 
 

請 
 

負 
 

契 
 

約 

    
 
 
 
 
 
 
 
 
その他 
「変更施工計画」 
「溶接工の名簿」等

の提出 

  
 
 
 
 
 
「施工要領書」 
その他各種承諾願 

 

備考 
１． 書類は、契約から完了まで上表のように必要書類を積み重ねていくものとする。 

 
 
 
 

工程表 
 

 
 
 
設計図書 

 
 
種別内訳書 
甲第101号 

 
 
 
特記仕様書 

 
 

工事請負 
契約書 

 
 

経歴書 
甲第103号 

 
共同企業体構成会社 
主任技術者等通知書 

甲第145号 
※JV 工事に使用 

現場代理人及び 
主任技術者等 

通知書 
甲第２号 

（請求･通知･ 
報告・協議）書 

甲第107号 
 

 
（協議・報告）書 

甲第108号 
 
 

 
施工計画書 

 
甲第109号 

 
 

 
休日等の 
工事施工届 

 
甲第111号 

 
 

 
承諾申請書 

 
甲第110号 
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別 表 ５ 
事  務  手  続  一  覧  表 

（受注者の作成する書類） 

 施  工 材   料 

記録の報告書 検査員検査 監督員検査 監督員資料 試験委嘱 支給材料 
提出 
部数 １ ２ ２ １ ２ ２ 

工 
 

事 
 

の 
 

請 
 

負 
 

契 
 

約 

    
 
 
 
 
 
 

  

備考 
１． 書類は、契約から完了まで上表のように必要書類を積み重ねていくものとする。 

 
監督員資料 
   提出届 

 
甲第138号 

 
 

 
記録の報告書 

 
 

甲第117号 
 
  

 
材料検査内訳書 

 
甲第112号 

 
 

 
材料検査請求書 

 
 

甲第４号 
 
 

 
材料搬入  

 予定内訳調書 
 

甲第115号 

材料搬入  
 予定調書 

 
甲第114号 

 

 
材料搬入  

 実績内訳調書 
 

甲第137号 

材料搬入  
 実績調書 

 
甲第136号 

 

 
試験委嘱 
指定申請書 

 
甲第116号 

 
  

 
支給材料（請 
求・受領・返 
納）内訳書 

 
甲第119号 

 

 
支給材料（請 
求・受領・返 
納）書 

 
甲第５号 
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別 表 ５ 
事  務  手  続  一  覧  表 

（受注者の作成する書類） 

 材   料 
中間検査 

既  済  部  分 一括変更 
工事中止及 
び中止解除 発生材 使用量確認 検  査 請  求 

提出 
部数 ２ ２ ２ ２ １ ２ 

工 
 

事 
 

の 
 

請 
 

負 
 

契 
 

約 

    
 
 
 
 
 
 

  

備考 
１． 書類は、契約から完了まで上表のように必要書類を積み重ねていくものとする。 

既済部分 
検査請求書 

 
甲第７号 

 
 

 
 

確認内訳調書 
 

甲第123号 
 
 

 
材料使用量 
確認申請書 

 
甲第122号 

 
 

 
中間検査請求書 

 
 

甲第３号 
 
 

 
確認検査内訳書 

 
 

甲第130号 
 
 

 
請求書 

 
 

甲第127号 
 
  

 
発生材報告 
内訳書 

 
甲第121号 

 

 
発生材報告書 

 
 

甲第120号 
 
 

既済部分出来高
工種別内訳書 

 
甲第126号 

   
甲第126号の２ 

   

段階別部分払
出来高率表 

 
甲第134号 

  
※建築工事に適用 

 
承諾書 

 
 

甲第６号 
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別 表 ５ 
事  務  手  続  一  覧  表 

（受注者の作成する書類） 

 
工事事故 

完   了 
施   工 前払金 

完  了 請  求 遵守証明 
提出 
部数 ２ ２ １ １ ２ １ 

工 
 

事 
 

の 
 

請 
 

負 
 

契 
 

約 

    
 
 
 
 
 
 

  

備考 
１． 書類は、契約から完了まで上表のように必要書類を積み重ねていくものとする。 

 
公共事業 
 遵守証明書 

 
甲第128号 

 
 

 
事故報告書 

 
 

甲第129号 
 
 

 
工事完了届 

 
 

甲第８号 
 
 

 
請求書 

  
 

甲第127号 
 
 

 
前払金等 

請求確認書 
 

甲第９号 
 

 
 
 

作業員名簿 
 

甲第143号 
 

 
 

施工体系図 
 

甲第133号 

 
 
再下請負通知書 

 
甲第132号 

 

 
 

施工体制台帳 
 

甲第131号 
 

 
施工体制台帳及び 

施工体系図 
 

甲第142号 
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別 表 ５ 
事  務  手  続  一  覧  表 

（受注者の作成する書類） 

 
履行報告書 共済制度 資材発注  

提出 
部数 １ １ ２  

工 
 

事 
 

の 
 

請 
 

負 
 

契 
 

約 

    
 
 
 
 
 
 

備考 
１． 書類は、契約から完了まで上表のように必要書類を積み重ねていくものとする。 

 
工事履行報告書 

 
 

甲第141号 
 
 

建設業退職金 
共済制度加入届 

 
甲第102号～ 
102号の３ 

 
 

 
主要資材発注 
予定報告書 

 
甲第139号 

 
※建築工事に適用 

 

 
工事履行報告書 

 
 

甲第141号の２ 
 

※建築工事に適用 
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別 表 ５ 
事  務  手  続  一  覧  表 

（受注者の作成する書類） 

 
契   約 

着   手 
既済部分検査 

一括変更 
工事中止及 
び中止解除 

完   了 
代理人等届 身分証明書 

提出 
部数 ２ ２ ２ ２ １ ２ 

設 
 

 
 

計 

測 
 

 
 

量 

等 

の 

請 

負 

契 

約 

地 

質 

調 

査 

    
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 

 

備考 
１． 書類は、契約から完了まで上表のように必要書類を積み重ねていくものとする。 

身分証明書 
発行申請書 

 
 
 

乙第105号 
 
 
 

検査請求予定 
協議書  

乙第116号 
  

※業務委託において
部分払いを行う場合

検査時期について、
予め協議する。 

 
承諾書 

 
乙第108号 

 

 
委託完了届 

 
 
 
 

 
 
 
設計図書 

 
 
種別内訳書 
乙第102号 

 

 
 
委託総括書 
乙第101号 

 

 
特記仕様書 

 
契約書 

 
 

経歴書 
 

乙第104号 

代理人及び主任 
技術者等通知書 

乙第2号 
 

※照査技術者を指名す
る場合 
代理人、主任技 
術者等及び照査 
技術者通知書 
乙第2号の2 

 
既済部分出来高 
種別内訳書  
乙第106号 

 
乙第107号 

 
 

既済部分検査 
請求書 

 
乙第3号 
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別 表 ５ 
事  務  手  続  一  覧  表 

（受注者の作成する書類） 

 
完   了 前払金 

施   工 

再委託届 設計業務計画書 承諾申請 保守点検結果 
提出 
部数 １ ２ １ ２ ２ ２ １ 

設 
 

 
 

計 

測 
 

 
 

量 

等 

の 

請 

負 

契 

約 

地 

質 

調 

査 

       

備考 
１． 書類は、契約から完了まで上表のように必要書類を積み重ねていくものとする。 

請求書 
 
 
 

乙第111号 
 
 

前払金請求 
確認書 

 
 

乙第112号 
 
 

承諾申請書 
 
 
 

乙第114号 
 

 

保守点検 
結果報告書 

 
 

乙第115号 
 

   
納品内訳書 

 
乙第110号 

 
 

納品書 
 
 
 

乙第109号 
 
 

 
技術者及び 
協力会社等 
一覧表   

乙第118号の4 
 

 
 

履行体系図  
乙第118号の3 

 

 
再委託先 
一覧表  

乙第118号の2 
 

再委託届 
 

乙第118号 
 

設計 
 
 
 

工程表 
乙第103号 

設計業務 
計画書 

 
 

乙第117号 
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別 表 ５ 
事  務  手  続  一  覧  表 

（受注者の作成する書類） 

 
契  約 代理人等届 

材  料 完   了 

支給材料 調査完了 完   了 
提出 
部数 ２ ２ ２ ２ ２ 

単 
 

 

価 
 

 

契 
 

 

約 

    
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

備考 
１． 書類は、契約から完了まで上表のように必要書類を積み重ねていくものとする。 
２． ※１印は別記様式丙第５号を複数提出する場合に使用するものとする。 

 
工種別内訳書 

 
丙第101号 

 

 
 
 
特記仕様書 

 
 

単価契約書 

 
経歴書 

 
甲第102号 

 
※必要な場合 

代理人及び 
主任技術者 
等通知書 

 
丙第２号 

 
※必要な場合 

 
 

支給材料（請 
求・受領・返 
納）内訳書 

 
丙第103号 

 
 

 
支給材料（請 
求・受領・返 
納）書 

 
丙第３号 

 
 

 
巡回故障 

調査報告書 
 

丙第105号 
 

 
 
巡回故障調査 
完了内訳書 

 
丙第104号 

 

 
巡回故障 

調査完了届 
 

丙第４号 
 

 
 

(完了・請求) 
内訳書  

丙第106号 
【街灯保守】 

丙第107号 
【公園灯保守】 

丙第112号 

 
完了届 

丙第５号 
 
 

委託完了届 

 
 

(完了・請求) 
内訳書  

丙第106号 
【街灯保守】 

丙第107号 
【公園灯保守】 

丙第112号 

 
 

完了届 
丙第５号 

 

 
総括完了内訳書 
（指示別） 

丙第６号の２ 
 

総括完了届 
丙第６号 

 

※１ 
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別 表 ５ 
事  務  手  続  一  覧  表 

（受注者の作成する書類） 

 完  了 
施  工  

請  求 
提出 
部数 ２ ２  

単 
 

 

価 
 

 

契 
 

 

約 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

備考 
１． 書類は、契約から完了まで上表のように必要書類を積み重ねていくものとする。 

 
 

(完了・請求) 
内訳書  

丙第106号 
【街灯保守】 

丙第107号 
【公園灯保守】 

丙第112号 

 
請求内訳書  
丙第109号 

請求書  
丙第108号 

 

  
※必要な図面、 

計算書等 

 
 

内訳書  
丙第110号 

【街灯保守】 
丙第111号 

【公園灯保守】 
丙第113号 

施工内容確認申請書 
丙第７号（工事） 

 
 

作業内容確認申請書 
丙第７号（委託） 
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注 意 事 項 
 

 

１  各様式のうち、「監理業務受託者」の欄（事務所名及び担当者名の欄）は、

建築工事等において、工事監理を委託した場合の監理技術者、および、工事

監督補助業務委託を実施した場合の補助監督員のみ記載すること。 

 

２  各様式の「工期」の欄には、工事請負契約書に記載された工期を記入する

こと。 

 

３  「主要資材発注予定報告書」は、建築工事のみに適用する。 

 

４  建設泥土の処理及びリサイクルを行うときは、「東京都建設泥土リサイクル

指針」に定める書類を提出すること。 

 

５  建設リサイクル及び建設リサイクル法に関する書類は「東京都建設リサイ

クルガイドライン」及び「建設リサイクル法に関する工事実施要領（東京都）」

によること。 

 

６  国等による環境物品等の調達の推進に関する法律（グリーン購入法）に関

する書類は「東京都環境物品等調達方針（公共工事）」によること。 
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別  記 
 
 

受注者等の作成する書類 
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１ ． 工 事 請 負 契 約 
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別記様式甲第 101 号 

[工事名] 

第   号            種  別  内  訳  書  

 

種  別・細 別・内 訳 形状・寸法 数  量 単 位 摘  要 
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別記様式甲第2号 

   工 事 等 主 管 課 

 課  長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

 

 

 

   

  

台帳番号  

現場代理人及び主任技術者等通知書 
  年  月  日 

  東 京 都 北 区 長  殿 

住所 

                      受注者 

氏名 （法人の場合は名称及び代表者の氏名※） ㊞           

                         

 現場代理人及び主任技術者等を下記のとおり定めたので別紙経歴書を添えて通知します。 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 
 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工 期     年  月  日 

技 術 者 分 類 技 術 者 氏 名 建設業法上の該当資格に○をつける  備    考 

現場代理人氏名 

ふりがな 

 
現場代理人と主任技術者又は監理技術者

は兼任できる。  

主任技術者氏名 

ふりがな 
建設業法第７条 

第２号のイ・ロ・ハ 
 

 

監理技術者氏名 

ふりがな 
建設業法第15条 

第２号のイ・ロ・ハ 
 

 

専門技術者氏名 

（      ） 

ふりがな 
建設業法第７条 

第２号のイ・ロ・ハ 

（）内には専門技術者を置いて施工する工

事の建設業法上の区分を記入する。  

電気保安技術者氏名 

ふりがな 

 
資格は別紙経歴書に記入する。 

  

受注者（JVの場合 

幹事会社）の許可 

区分等 

土木一式・建築一式・電気・管・鋼構造物・舗装・機械器具設置・造園 

水道施設・その他（          ） 

大臣・知事  特定・一般  第         号 

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名  

注１ 受注者（JVの場合幹事会社）の許可区分等の欄は、監理技術者を設置した場合のみ記入すること。 
注２ 監理技術者が監理技術者資格者証を提示した場合には、経歴書の添付は不要。 

※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属:            役職:        氏名:          電話番号:         
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別記様式甲第 145 号 

共同企業体構成会社主任技術者等氏名 
 

 

会社名 

技術者氏名 

主任技術・監理

技術者の別 

建設業法上の該当

資格に○を付け

る。 
備考 

建設業許可番号 
  

 
ふりがな  主任技術者 

監理技術者 

建設業法第７

条・第 15 条第 2

号のイ、ロ、ハ 

 
大臣・知事 特定・一般 

第         号  
 

 
ふりがな  主任技術者 

監理技術者 

建設業法第７

条・第 15 条第 2

号のイ、ロ、ハ 

 
大臣・知事 特定・一般 

第         号  
 

 
ふりがな  主任技術者 

監理技術者 

建設業法第７

条・第 15 条第 2

号のイ、ロ、ハ 

 
大臣・知事 特定・一般 

第         号  
 

 
ふりがな  主任技術者 

監理技術者 

建設業法第７

条・第 15 条第 2

号のイ、ロ、ハ 

 
大臣・知事 特定・一般 

第         号  
 

 
ふりがな  主任技術者 

監理技術者 

建設業法第７

条・第 15 条第 2

号のイ、ロ、ハ 

 
大臣・知事 特定・一般 

第         号  
 

 
ふりがな  主任技術者 

監理技術者 

建設業法第７

条・第 15 条第 2

号のイ、ロ、ハ 

 
大臣・知事 特定・一般 

第         号  
 

 
ふりがな  主任技術者 

監理技術者 

建設業法第７

条・第 15 条第 2

号のイ、ロ、ハ 

 
大臣・知事 特定・一般 

第         号  
 

 
ふりがな  主任技術者 

監理技術者 

建設業法第７

条・第 15 条第 2

号のイ、ロ、ハ 

 
大臣・知事 特定・一般 

第         号  
 

 
ふりがな  主任技術者 

監理技術者 

建設業法第７

条・第 15 条第 2

号のイ、ロ、ハ 

 
大臣・知事 特定・一般 

第         号  
 

 
ふりがな  主任技術者 

監理技術者 

建設業法第７

条・第 15 条第 2

号のイ、ロ、ハ 

 
大臣・知事 特定・一般 

第         号 
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別記様式甲第 103 号 

 

 

 

経 歴 書（     ） 
 

 

 

ふ り が な             

氏  名        

 

 

 

 

学  歴 

 

年  月 

 

 

 

職  歴 

 

年  月～    年  月 

 

 

 

 

 

 

資  格 

 

年  月 

 

 

注 1  この様式は、建設業法第７条第２号イ、ロ若しくはハによる学歴、実務経験若しくは資格又は

仕様書等で指定されている資格若しくは実務経験等を提示する際に使用する。 

2  表題の（  ）内には、主任技術者等該当する技術者分類の名称を記入すること。 

3  学歴欄には、建設業法による主任技術者等でその資格が建設業法第７条第２号のイによる場合

等、求められる資格を有することを証するのに学歴を必要とする場合のみ記載すること。 

4  職歴欄には、職歴を記載するとともに建設業法による主任技術者等はその資格に必要な実務経

験について、仕様書等で必要な実務経験等が指定されている場合はその実務経験について、それ

ぞれ記載すること。 

5  主任技術者等（監理技術者を除く）は、資格欄にその資格に必要な資格者証、合格証明書、免

許証等について、仕様書等で特に定められた資格がある場合にはその資格について、それぞれ記

載すること。 

  また、当該資格の証明書等の写しを添付すること。 

  ただし、監理技術者資格者証による場合、実物を提示し監督員の確認を受けた場合には、資格

者証の写しの添付は不要とする。 

6  監理技術者は、原則として監理技術者資格者証（監理技術者講習修了履歴）の実物を監督員に

提示することとし、この経歴書の提出は不要とする。 
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別記様式甲第 103 号 

 

［記載例］ 
 

経 歴 書（主任技術者） 
 

 

 

ふ り が な     きた   た ろ う        

氏  名   北  太 郎     

 

 

 

学  歴 

 

昭和○○年○月        ○○大学 ○○学部 ○○学科  卒業 

 

 

職  歴 

 

昭和○○年○月          ○○建設株式会社 入社 

昭和○○年○月～昭和○○年○月  ○○工事     ○○区○○部・舗装 

昭和○○年○月～昭和○○年○月  ○○工事     東京都○○局・舗装・主任技術者 

平成○○年○月～平成○○年○月  ○○工事     北区○○部・舗装・主任技術者 

 

        実務経験 〇〇年〇〇月 （主任技術者等の資格要件を実務経験としている場合は記載。） 

 

 

資  格 

 

昭和○○年○月    一級土木施工管理技士 

 

 

注 1  この様式は、建設業法第７条第２号イ、ロ若しくはハによる学歴、実務経験若しくは資格又は

仕様書等で指定されている資格若しくは実務経験等を提示する際に使用する。 

2  表題の（  ）内には、主任技術者等該当する技術者分類の名称を記入すること。 

3  学歴欄には、建設業法による主任技術者等でその資格が建設業法第７条第２号のイによる場合

等、求められる資格を有することを証するのに学歴を必要とする場合のみ記載すること。 

4  職歴欄には、職歴を記載するとともに建設業法による主任技術者等はその資格に必要な実務経

験について、仕様書等で必要な実務経験等が指定されている場合はその実務経験について、それ

ぞれ記載すること。 

5  主任技術者等（監理技術者を除く）は、資格欄にその資格に必要な資格者証、合格証明書、免

許証等について、仕様書等で特に定められた資格がある場合にはその資格について、それぞれ記

載すること。 

  また、当該資格の証明書等の写しを添付すること。 

  ただし、監理技術者資格者証による場合、実物を提示し監督員の確認を受けた場合には、資格

者証の写しの添付は不要とする。 

6  監理技術者は、原則として監理技術者資格者証（監理技術者講習修了履歴）の実物を監督員に

提示することとし、この経歴書の提出は不要とする。 
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別記様式甲第107号 

  

 

 

工 事 等 主 管 課 

課  長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

   

 

  

台帳番号  

 

        書 
 

 

  年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

                     受注者 

氏名                 ○印 

 

 

 

 

 

  下記工事について工事請負契約書の第  条  項により         します。 
 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工 期     年  月  日 

 

                内容 

 

 

 

 

 

 

 
 

監理業務受託者 事務所名  担当者名  

※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属:            役職:        氏名:          電話番号:         

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名※ 

請求・通知 

報告・協議 

請求・通知 

報告・協議 

請求・通知 

報告・協議 
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別記様式甲第108号 

   

 

工 事 等 主 管 課 

課  長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

  

台帳番号  

 

        書 
 

  年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

                     受注者 

氏名                  

 

 

 

                     現場代理人氏名                 

 

 

 

 

 下記工事について    仕様書     に基づき      します。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

 

内容 

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名  

 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 

協 議 

報 告 

協議 

報告 

協議 

報告 
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別記様式甲第109号 

   工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

  

台帳番号  

 

施工計画書 
 

  年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

                     受注者 

氏名                  

 

 

 

                     現場代理人氏名                

 

 

 

 

 

 

 

 下記工事について別添施工計画書を提出します。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工      期     年  月  日 

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名  

 

注 この様式は、施工計画書のほか変更施工計画書、溶接工の名簿、警戒宣言に伴う緊急時対策計画書等の書類

の提出にも使用する。 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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別記様式甲第111号 

  工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

  

台帳番号  

 

休日等の工事施工届 
 

  年  月  日 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

                     受注者 

氏名         

 

 

 

                     現場代理人氏名                

 

 

 

 下記工事について工期に含まれていない休日等の工事施工について届け出ます。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工      期     年  月  日 

届 

 

出 

 

事 

 

項 

施工年月日     年  月  日 箇      所  

理由及び工事内容  

 

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名  

 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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別記様式甲第110号 

   工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

 

台帳番号   

 

（     ）承諾申請書 
 

  年  月  日 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

                     受注者 

氏名         

 

 

 

                     現場代理人氏名                

 

 

 下記工事について別添（       ）の承諾を申請します。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工      期     年  月  日 

上記の件について承諾します。 

 

現 場 代 理 人 殿 

  年  月  日   

 

（工事等主管課長） 

氏名               

   

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名  

 

注 １この様式は、仕様書等で承諾を義務付けられているものについて使用する。 

２（ ）内には、工事記録写真撮影計画、製作方法、基礎抗頭部切断、材料等と記載する。 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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別記様式甲第117号 

   工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

  

台帳番号  

 

（     ）記録の報告書 
 

  年  月  日 

 

   東 京 都 北 区 長  殿 

 

 

 

住所 

受注者 

氏名 

 

 

 

現場代理人氏名                

 

 

 

 

 

 下記工事の（          ）記録を報告します。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 １ この様式は、工事施工管理基準等に基づく材料の試験成績表、出来形の測定結果表等の提出及び絶縁・

水圧試験等の報告に使用する。 

２ （  ）内には、路盤材料の試験、アスファルト混合物の試験、擁壁工の出来形管理、絶縁試験等と記

載する。 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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検 査 員 

職 氏 名 
 

検 査 年 月 日     年  月  日 

立 会 職 員 

職 氏 名 
 

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名  

 

別記様式甲第４号 

  契約等主管課 工 事 等 主 管 課 

課 長 係 長 課 長 区政情報管理責任者  係 長 担当者 

      

  

台帳番号  

材料検査請求書（第  回） 
  年  月  日 

  

  東 京 都 北 区 長  殿 

住所 

受注者 

氏名 

 

 

 

現場代理人氏名                

 

 下記のとおり材料検査を請求します。 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 
 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工      期     年  月  日 

検 査 場 所  

検 査 対 象 材 料  

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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別記様式甲第112号 

 

材料検査内訳書 
 

品  名 形状寸法 数  量 単位 

検 査 対 象 
前回ま

での合

格数量 

合 格 

数 量 

累 計 

残 数 摘 要 
総数量 

合 格 

数 量 

不合格 

数 量 
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別記様式甲第114号 

   工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

  

台帳番号  

 

材料搬入予定調書 
 

  年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

 

住所 

受注者 

氏名 

 

 

 

現場代理人氏名                

 

 

 

 

 

 下記の工事に使用する材料の搬入予定は別紙のとおりです。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工      期     年  月  日 

 

監 督 員 

職 氏 名 
          受 付 年 月 日         年  月  日 

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名  

 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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別記様式甲第115号 

 

材料搬入予定内訳調書  
 

品  名 
形   状 

寸   法 
数  量 単 位 

品質検査の方法（予定） 
搬入予定時期 

試験 確認 照合 書類 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

※ 購入予定時期欄には、搬入を開始するおおよその時期を記入する。 例：○年○月上旬 
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別記様式甲第136号 

   工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

 

 

 

   

台帳番号   

 

材料搬入実績調書 
 

  年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

受注者 

氏名 

 

 

 

現場代理人氏名                

 

 

 

 

 

 下記の工事に使用した材料の搬入実績は別紙のとおりです。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工      期     年  月  日 

 

監  督  員 

職  氏  名 
         受 付 年 月 日         年  月  日 

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名  

注．この様式は、監督員が検査を行う品目について使用する。 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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別記様式甲第137号 

 

材料搬入実績内訳調書  
 

品  名 
形   状 

寸   法 

数  量 
単 位 

品 質 検 査 の 方 法 
摘 要 

予定 実績 試験 確認 照合 書類 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

注． 品質検査の方法欄には、標準的な方法の欄に○印を付し、標準的な方法を変更して検査を行ったものがある 

ときには、該当する検査方法の欄に対象数量を記し、摘要欄にその理由を記載する。 
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別記様式甲第138号   工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

 

 

 

   

台帳番号   

 

監督員資料提出届 
  

  年  月  日 

  （監督員あて） 

           殿 

 

 

 

 

 

住所 

受注者 

氏名 

 

 

 

現場代理人氏名                

 

 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

材 料 名 称 等 

 

 

 

注． この様式は、材料検査における「監督員資料」の提出に使用する。 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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別記様式甲第116号 

  工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

  

台帳番号  

 

試験委嘱指定申請書 
 

  年  月  日 

  

  検 査 員    殿 

 住所 

受注者 

氏名 

 

 

現場代理人氏名                

 

 下記試料の試験について委嘱機関の指定を申請します。 

契 約 番 号  

件 名 又 は 用 途  

試 料 名  

呼び名（種類）  

産地又は製造者  

備 考 （セメント・コンクリート材令   日） 

 

試験委嘱指定書 
  年  月  日 

  

検査員職氏名                

 

 上記申請書により申請のあった件について、下記のとおり指定します。 

試 験 委 嘱 機 関  

試 験 項 目  

成 績 通 知 先  

試 料 数  試料採取対象数量  

採 取 年 月 日   年  月  日 

採 取 場 所  

封 印 者 の 氏 名  電 話  

 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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別記様式甲第５号 
  

 

工 事 等 主 管 課 

課  長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

   

 

  

台帳番号  

 

 

 

支給材料      書（第 回） 
 

 

  年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

                     受注者 

氏名                 ○印 

 

 

 

 

 

 

 

  下記のとおり支給材料を 

 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工 期     年  月  日 

支 給 材 料  別紙記載のとおり 

 
監理業務受託者 事務所名  担当者名  

 
※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属:            役職:        氏名:          電話番号:         

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名※ 

請求 

受領 

返納 

請求します。 

受領しました。 

返納します。 
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別記様式甲第119号 

 

 

支給材料（請求・受領・返納）内訳書 
 

支給材料品名 形状寸法 
単

位 
総 数 量 

前回までの

受領数量 

今回（請求・受 

領・返納）数量 
累 計 残数量 
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別記様式甲第120号 

   工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

  

台帳番号  

 

発生材報告書（第  回） 
 

  年  月  日 

  

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

 

 

住所 

受注者 

氏名                 ○印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 下記工事に際し、別紙の発生材が生じたので報告します。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工      期     年  月  日 

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名  

 
※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属:            役職:        氏名:          電話番号:         

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名※ 
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別記様式甲第121号 

 

 

発生材報告内訳書 
 

発 生 材 品 名 形 状 寸 法 数   量 単 位 摘    要 
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別記様式甲第122号 

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名  

 

注１． この様式は、空袋、あきかん等により監督員が使用量を確認する場合に使用する。 

注２． 別紙は、別記様式甲第123号を使用する。 

工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

  

 

 

 

 

   

台帳番号  

 

材料使用量確認申請書 
  

  年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

受注者 

氏名 

 

 

 

現場代理人氏名                

 

 

 

 

 

下記工事に際し、材料使用量の確認を申請します。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工     期     年  月  日 

確 認 対 象  別紙記載のとおり 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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別記様式甲第123号 

（      ） 確認内訳調書 

回 数  確 認 年 月 日 単 位 数  量 累  計 監督員氏名 摘 要 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

注１． 必要に応じて使用箇所の図面その他の参考資料を添付すること。 

注２． （ ）内には、確認対象品を記入すること。 
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別記様式甲第３号 

  契約等主管課 工 事 等 主 管 課 

課 長 係 長 課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

      

  

台帳番号  

 

中間検査請求書 
 

  年  月  日 

  東 京 都 北 区 長  殿 

住所 

受注者 

氏名 

 

 

 

現場代理人氏名                

 

 下記のとおり中間検査を請求します。 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 
 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工      期     年  月  日 

検 査 場 所  

検 査 対 象  

 

検 査 員 

職 氏 名 
 

検 査 年 月 日     年  月  日 

立 会 職 員 

職 氏 名 
 

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名  

 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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別記様式甲第130号 

 

（      ） 確認検査内訳調書 

回 数  工   種 数  量 単位 確 認 年 月 日 確 認 箇 所 検査員職氏名 
立会職員職氏名 

監督員職氏名 
摘 要 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

注１． この様式は中間検査請求書の内訳書として使用する。 

注２． 必要に応じて確認箇所の図面その他の参考資料を添付すること。 

注３． （ ）内には、仮組立、路盤、杭頭等の検査対象項目を記入すること。 
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別記様式甲第７号 

   

 

契約等主管課 工 事 等 主 管 課 

 

 課 長 課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

     

 

台帳番号  

 

既済部分検査請求書（第  回） 
 

  年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

                     受注者 

氏名                 ○印 

 

 

 

 

 

 下記工事の既済部分検査（第  回）を請求します。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額  ￥ 
既 受 領 額 

（うち前払金額） 

￥ 

（￥           ） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工    期     年  月  日 

既 済 部 分 

の 支 払 を 

受 け る 根 拠 

契約条項第     条 

 

検 査 担 当 

受 付 年 月 日 
    年  月  日 係 長  係 員  

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名  

 
 
※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属:            役職:        氏名:          電話番号:         

 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名※ 
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別記様式甲第126号 

 

既済部分出来高工種別内訳書 

回 

数 

今回既済部分 

出来高年月日 

前回までの     

出来高     ％ 

今回までの     

 出来高     ％ 

今回までの出来高 

金      額 

     

 

 

種    別 

形 状 寸 法 数  量 単位 

 

 

金    額 

 

      円 

前 回 

までの 

出来高 

 

  ％ 

今 回 

までの 

出来高 

 

  ％ 

今回までの 

出 来 高 

金   額 

 

円 

摘 要 
 

工   種 

 内  訳 

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

 

注１． 受注者は、出来高金額欄を空欄のまま作成する。 

注２． 出来高（％）欄は、１．０％未満切捨とする。 

注３． １回目の既済部分検査の場合は、前回までの出来高欄は－とする。 
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別記様式甲第126号の２ 

 

種    別 

形 状 寸 法 数  量 単位 

 

 

金    額 

 

      円 

前 回 

までの 

出来高 

 

  ％ 

今 回 

までの 

出来高 

 

  ％ 

今回までの 

出 来 高 

金   額 

 

円 

摘 要 
 

工   種 

 内  訳 

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

 

注１． 受注者は、出来高金額欄を空欄のまま作成する。 

注２． 出来高（％）欄は、１．０％未満切捨とする。 

注３． 別記様式甲第126号の続きに使用する。 

注４． １回目の既済部分検査の場合は、前回までの出来高欄は－とする。 
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別記様式甲第134号 

段階別部分払出来高率表 
 ◎今回検査対象     ○前回検査対象 

工 事 段 階 区 分                                                     年  月  日現在出来高 

１  ７  13  19  25  

２  ８  14  20  26  

３  ９  15  21  27  

４  10  16  22  28  

５  11  17  23  29  

６  12  18  24  30  

段 階 支 払 率 表 

工 事 種 目 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 

全体構成率                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

既済部分構成率                 

認 定 率                 

代価認定率                 

  ②工事構
成比率％ 

第 回 
認定率 工 事 種 目 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 

全体構成率                 

                 

                 

                 

                 

                 

既済部分構成率                 

認 定 率                 

①代価認定率                 

注：１）特殊な工程段階の認定率は工事主管課と協議のうえ決定するものとする。 
  ２）設計変更等による補正率A=①代価認定率×②工事構成比率（100/変更後工種別構成率（100±a））＝      ×     ＝  
注意． 建築工事のみに適用する。 

工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 
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法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 

別記様式甲第 127 号 

請求書 
 

    年  月  日   

 

東 京 都 北 区 長  殿 

〒     －        

住所 

                   受注者 

氏名                ○印  
 

 
 
 
 
 下記のとおり請求いたします。 

 

請求金額 ￥           （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥       ） 

１．契 約 番 号  

２．工 事 件 名 

３．契 約 金 額（Ａ）￥       （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥       ） 

４．変 更 契 約 金 額（Ｂ）￥       （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥       ） 

５．今回までの出来高金額（Ｃ）￥ 

６．同上の90％以内の金額（Ｄ）￥ 

７．既 受 領 額   ￥       （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥       ） 

    前 払 金（E1） ￥       （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥       ） 

      部分払金（E2） ￥       （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥       ） 

 

８．既 前 払 金 の 控 除 額（Ｆ）￥ 
(Ｃ) 

(E1)×―――――――＝        ≒ 
(Ａ)又は(Ｂ) 
 

９．今 回 請 求 額（Ｇ）￥       （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥       ） 

(Ｄ)     －   (Ｆ)   －   (E2) 
 

１０．未 請 求 金 額   ￥       （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥       ） 

    (Ａ)又は(Ｂ)  －   (Ｅ)   －   (Ｇ) 

 

  注．必要のない項目は削除すること。 

    (E2)は、部分払金又は中間前払金として使用する。 

内訳 
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別記様式甲第 127 号                            

 

請求書 
 

    年  月  日 

 

東 京 都 北 区 長  殿  

 

〒     －        

 
住所 東京都北区○○○町○丁目○番○号 

                   受注者    ○○建設株式会社 

氏名  代表取締役社長○○○○     ○印 

 
 
 
 下記のとおり請求いたします。 

 

 請求金額 ￥ 110,360,000     （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥10,032,727） 

１． 契 約 番 号 令和○○年度 第○○○○号 

２． 工 事 件 名     路面補修工事 

３． 契 約 金 額  ￥293,962,000（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥26,723,818） 

４． 変 更 契 約 金 額  ￥298,555,800（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥27,141,436） 

５． 今回までの出来高金額  ￥217,937,700 

６． 同上の90％以内の金額  ￥196,140,000 

７． 既 受 領 額 ￥117,500,000（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥10,681,818） 
 

    前 払 金    ￥117,500,000（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥10,681,818） 

    内訳 

      部分払金    ￥          0（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥           0） 
 

８． 既前払金の控除額      ￥ 85,780,000 
 

      217,937,700 

117,500,000 × ――――――― ＝ 85,771,838 ≒ 85,780,000 

298,555,800 
 

９． 今 回 請 求 額 ￥110,360,000（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥10,032,727） 

196,140,000－85,780,000＝110,360,000 

 10．未 請 求 金 額   ￥70,695,800（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥6,426,890） 

298,555,800－117,500,000－110,360,000 = 70,695,800 

 

   

記載例 
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別記様式甲第６号 

 

 

 

承諾書 
 

    年  月  日   

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

 

住所 

                          受注者 

氏名                                  ○印 

             

             

             

 

 

  

  年  月  日付        第    号による        については異議がない

ので承諾します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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別記様式甲第129号  

 

工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

 

 

 

   

 

台帳番号   

 

事故報告書 
  

  年  月  日 

 東 京 都 北 区 長 殿 

住所 

受注者 

氏名                     ○印 

 

工 事 件 名  

工 事 場 所  

受 注 者  所 在 地  

契 約 金 額  

契 約 年 月 日   年  月  日 工 期   年  月  日 

工     種  

受
注
者 

事故の直接責任者  職 名  年 齢  

工事現場主任技術者  職 名  年 齢  

及
び
経
過 

事
故
発
生
の
原
因 

 

被
害
の
内
容 

事
故
に
よ
る 

 

組
織
及
び
方
法 

現
場
の
管
理 

 

そ 

の 

他 

（事故発生場所、発生時刻等） 

 

※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属:            役職:        氏名:          電話番号:       

法人の場合は名称 
及び代表者名※ 
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別記様式甲第８号 

 

   

 

契約等主管課 工 事 等 主 管 課 

 
課 長 課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

  

 

 

   

 

台帳番号  

 

工事完了届 
 

  年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

                     受注者 

氏名                 ○印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 下 記 工 事 を 本 日 完 了 し た の で 届 け 出 ま す 。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工      期     年  月  日 

 

検 査 担 当 

受 付 年 月 日 
    年  月  日 係 長  係 員  

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名  

 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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別記様式甲第 128 号 
 

公共事業遵守証明書 
 

 
１． 施行通知書整理番号 
１． 工事件名 
１． 施行場所 
１．施行期間     自  年  月  日  至  年  月  日 
１．竣工年月日       年  月  日 
１．発注者名 
１．吸収設定数               名 
１．設定数に対する求人数          名 
１．求人数に対する就労数          名 
１．備  考 
 
     上記工事を竣工したことを届出いたしますので、公共事業への日雇労働者吸収要綱及び 

細則（昭和５１年７月２３日東京都決定）による所定の事項を遵守したことを証明願います。 
 
 

 
  年  月  日 

 
受注者名 

（会社名） 
所 在 地 

 
代表者名             印 

 
 

 
上記のとおり証明いたします。 

 
  年  月  日 

 
 

 
 

公共職業安定所長             印 
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別記様式甲第142号 

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名  

 

注1. この様式は、別記様式甲第１３１号、甲第１３３号により作成した施工体制台帳及び施工体系図を提出す

る場合に使用する。 

 また、変更時の提出にも使用する。 

注2. 下請負契約締結日より１０日以内に提出すること。変更時も同様とする。 

 工 事 等 主 管 課 

 課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

  

 

 

   

 

 

台帳番号   

 

施工体制台帳及び施工体系図 
  

  年  月  日 

 

  東京都北区長   殿 

 

住所 

受注者 

氏名 

 

 

 

現場代理人氏名                

 

 

 

 

 

下記工事について別添施工体制台帳及び施工体系図を提出します。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工     期     年  月  日 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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年 月 日

自 年 月 日
至 年 月 日

厚生年金保険

有　　無
外国人建設就労者の
従事の状況(有無) 有　　無

外国人技能実習生の
従事の状況(有無) 有　　無

専　　門
技術者名

雇用保険

下請契約

健康保険

（担当）

権 限 及 び
意見申出方法

権限及び
意見申出
方　　法

厚生年金保険

〒

下請契約

加入　　未加入
適用除外

資格内容

一号特定技能外国人の
従事の状況（有無）

〔 事業所名：現場ＩＤ 〕

元請契約

専　　門
技術者名

１　この様式は、施工体制台帳作成特定建設者（元請）が作成し、一次下請を通じて提出される再下請負通知書
　（別記様式甲第１３２号）を添付することにより、一次下請別の施工体制台帳として利用する。この様式は一例
　であり、（一社）全国建設業協会等が定めた他様式を使用しても良い。
２　専門技術者欄には、土木・建築一式工事を請け負い、その工事に含まれる専門工事を施工する場合等に必要な
　主任技術者を記入する。（監理技術者が専門技術者としての資格を有する場合は、専門技術者を兼ねることがで
　きる。）
３　この様式に、以下の書類を添付すること。
　①　元請が北区と契約した工事請負契約書の写し
　②　元請の監理技術者、主任技術者、監理技術者補佐及び専門技術者に関する以下の書類
　　１）監理技術者資格者証の写し（監理技術者のみ）
　　２）資格を証明するものの写し
　　３）自社と直接的かつ恒常的な雇用関係であることを証明する書類等の写し
　　　（健康保険証、住民税特別徴収義務者指定及び税額通知書・変更通知書）
　③　作業員名簿（別記様式甲第１４３号）
　④　一次下請と締結した請負契約に係る契約書の写し（ただし、契約書には、建設業法第１９条第１項各号に
　　掲げる事項が網羅されていなければならないので、これらを網羅していない注文伝票等は、ここでいう契約書
　　に該当しない。）

（記入要領）

担当工事
内　　容

資格内容

担当工事
内　　容

監理技術者名
主任技術者名

専　任
非専任

資格内容

監理技術者
補佐名

資格内容

現　　場
代理人名

監督員名
権 限 及 び
意見申出方法

  工事請負契約書記載のとおり
　書面による

（統括）

名　　　称

雇用保険

　工事請負契約書記載のとおり
　書面による

事業所整理
記号等

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

区分 営業所の名称

区　　分

健康保険等
の

加入状況

保険加入の
有無

発注者の
監督員名

契　　約
営 業 所

健康保険

元請契約

（主任）

日契約日 月

月

号

許　可　番　号

号

認可（更新）年月日

第

施 工 体 制 台 帳
別記様式甲第１３１号

〔　会社名：事業者ＩＤ　〕

日

月工事業 日

年

住　　　所

発注者名
及び

所 在 地

工　　期

第

年
大　臣　特定
都知事　一般

年

工事件名
及び

工事内容

建設業の
許　　可

許　可　業　種
大　臣　特定
都知事　一般

工事業

a

b c d e
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自 年 月 日
至 年 月 日

一号特定技能外国人の従
事の状況（有無） 有　　無

外国人建設就労者の
従事の状況(有無) 有　　無

外国人技能実習生の
従事の状況(有無) 有　　無

保険加入の
有無

健康保険 厚生年金保険

雇用保険営業所の名称 厚生年金保険

雇用保険
加入　　未加入

適用除外
加入　　未加入

適用除外
加入　　未加入

適用除外

※〔主任技術者、専門技術者の記載要領〕

資格内容

資 格 内 容

担 当 工 事
内　　   容

専門技術者名※

１　主任技術者の配置状況について〔専任・非専任〕のいずれかを明らかにすること。
２　専門技術者欄には、土木・建築一式工事を請け負い、その工事に含まれる専門工事を施工する場合等に必
　要な主任技術者を記入する。（一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格を有する場合は、
　専門技術者を兼ねることができる)
３　主任技術者の資格内容は、下記を参考に記入すること。
　①　経験年数による場合
　　１）大学卒〔指定学科〕　　　　　３年以上の実務経験
　　２）高校卒〔指定学科〕　　　　　５年以上の実務経験
　　３）その他　　　　　　　　　　　10年以上の実務経験
　②　資格等による場合
　　１）建設業法　　　　　　　　　　「技術検定」　　　　　　　　　　○級○○施工管理技士
　　２）建築士法　　　　　　　　　　「建築士試験」　　　　　　　　  ○○建築士
　　３）建築士法　　　　　　　　　　「建築設備士試験」　　　　　　  建築設備士
　　４）技術士法　　　　　　　　　　「技術士試験」　　　　　　　　  ○○部門
　　５）電気工事士法　　　　　　　　「電気工事士試験」　　　　　　  第○種電気工事士
　　６）電気事業法　　　　　　　　　「電気主任技術者試験」　　　  　第○種電気主任技術者
　　７）水道法　　　　　　　　  　　「給水装置工事主任技術者試験」　給水装置工事主任技術者
　　８）消防法　　　　　　　　  　　「消防設備士試験」　　　　　  　○種消防設備士
　　９）職業能力開発促進法　 　     「技能検定」　　　　　　　　　  ○級○○技能士
　　10）その他　　　　　　　　　　　「○○試験」　　　　　　　　　  ○○士

安全衛生責任者名

安全衛生推進者名

雇用管理責任者

現場代理人名

権 限 及 び
意見申出方法

工事件名
及び

工事内容

第 号

許　可　番　号

事業所整理
記号等

主任技術者名※
専　任
非専任

契約日 日月

別記様式甲第１３１号　続き

住　　所

代表者名

〒

会社名・
事業者ＩＤ

工　　期

工事業
大　臣　特定
都知事　一般

第

認可（更新）年月日

号 日月

年

〔下 請 負 者 に 関 す る 事 項〕

年建設業の
許　　可

施工に必要な許可業種

月

健康保険

健康保険等
の

加入状況

工事業
大　臣　特定
都知事　一般

日年

a

b c d e
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別記様式甲第１３２号
年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

再下請負通知書
直近上位の
注文者名

【報告下請負業者】

住　　所

元請名称・
事業者ID

会社名・
事業者ID

代表者名
〔自 社 に 関 す る 事 項〕

工事件名
及び

工事内容

工　　期
注文者と
の契約日

年 月 日

建設業の
許　　可

施工に必要な許可業種 許　可　番　号 許可（更新）年月日

工事業
大　臣　特定
都知事　一般

第 号 年 月 日

工事業
大　臣　特定
都知事　一般

第 号 年 月 日

健康保険等
の

加入状況

保険加入の
有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険
加入　　未加入

適用除外
加入　　未加入

適用除外
加入　　未加入

適用除外
事業所整理

記号等
営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

監督員名 安全衛生責任者名

権 限 及 び
意見申出方法

安全衛生推進者名

現場代理人名 雇用管理責任者

権 限 及 び
意見申出方法

専門技術者名※

主任技術者名※
専　任
非専任

資 格 内 容

資格内容
担 当 工 事
内　　   容

（記入要領）
１　この様式は再下請負契約がある場合使用する。
２　この様式は一次以下の下請負者が作成し、一次下請別の施工体制台帳（別記様式甲第１３１号）の添付書類
　として利用する。様式は一例であり、（一社）全国建設業協会等が定めた他様式を使用しても良い。
３　この様式に、再下請負者と締結した請負契約に係る契約書の写しを添付すること。（ただし、契約書には、建
　設業法第１９条第１項各号に掲げる事項が網羅されていなければならないので、これらを網羅していない注
　文伝票等は、ここでいう契約書に該当しない。）
４　この様式には、必要に応じ自社及び再下請負者の主任技術者、専門技術者の資格・所属に関する書類を添付
　すること。

一号特定技能外国人の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人建設就労者の
従事の状況(有無) 有　　無

外国人技能実習生の
従事の状況(有無) 有　　無

a
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別記様式甲第１３２号　続き

再下請負業者及び再下請負契約関係について次のとおり報告いたします。

－ － ）

自 年 月 日
至 年 月 日

（TEL　

〔再 下 請 負 関 係〕

会社名・
事業者ID

代表者名

住　　所
及び

電話番号

〒

月契約日

工事件名
及び

工事内容

工　　期 日

工事業
大　臣　特定
都知事　一般

第 号 年 月 日

年

許可（更新）年月日

大　臣　特定
都知事　一般

第 号 日

健康保険等
の

加入状況

保険加入の
有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険
加入　　未加入

適用除外
営業所の名称

工事業

建設業の
許　　可

施工に必要な許可業種 許　可　番　号

健康保険 厚生年金保険

年 月

安全衛生推進者名

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

事業所整理
記号等

雇用保険

専門技術者名※

現場代理人名 安全衛生責任者名

一号特定技能外国人の従
事の状況（有無）

権 限 及 び
意見申出方法

外国人建設就労者の
従事の状況(有無) 有　　無

外国人技能実習生の
従事の状況(有無)

主任技術者名※
専　任
非専任

雇用管理責任者

有　　無

資格内容

有　　無

※〔主任技術者、専門技術者の記載要領〕

１　主任技術者の配置状況について〔専任・非専任〕のいずれかを明らかにすること。
２　専門技術者欄には、土木・建築一式工事を請け負い、その工事に含まれる専門工事を施工する場合等に必
　要な主任技術者を記入する。（一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格を有する場合
　は、専門技術者を兼ねることができる)
３　主任技術者の資格内容は、下記を参考に記入すること。
　①　経験年数による場合
　　１）大学卒〔指定学科〕　　　　　３年以上の実務経験
　　２）高校卒〔指定学科〕　　　　　５年以上の実務経験
　　３）その他　　　　　　　　　　　10年以上の実務経験
　②　資格等による場合
　　１）建設業法　　　　　　　　　　「技術検定」　　　　　　　　　　○級○○施工管理技士
　　２）建築士法　　　　　　　　　　「建築士試験」　　　　　　　　  ○○建築士
　　３）建築士法　　　　　　　　　　「建築設備士試験」　　　　　　  建築設備士
　　４）技術士法　　　　　　　　　　「技術士試験」　　　　　　　　  ○○部門
　　５）電気工事士法　　　　　　　　「電気工事士試験」　　　　　　  第○種電気工事士
　　６）電気事業法　　　　　　　　　「電気主任技術者試験」　　　  　第○種電気主任技術者
　　７）水道法　　　　　　　　  　　「給水装置工事主任技術者試験」　給水装置工事主任技術者
　　８）消防法　　　　　　　　  　　「消防設備士試験」　　　　　  　○種消防設備士
　　９）職業能力開発促進法　 　     「技能検定」　　　　　　　　　  ○級○○技能士
　　10）その他　　　　　　　　　　　「○○試験」　　　　　　　　　  ○○士

資 格 内 容

担 当 工 事
内　　   容

a
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JV等の場合、適宜様式を変更して使用すること。
また、（一社）全国建設業協会等が定めた他様式を使用しても差し支えない。

一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定

担 当 工 事 内 容

元 方 安 全 衛 生 管 理 者 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無

担 当 工 事 内 容

統 括 安 全 衛 生 責 任 者

一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定

有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無

一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定

有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無

一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定 一般 / 特定

有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無 有　　　・　　　無

　工期 年 月 日 ～ 年 月 日

別記様式甲第１３３号

※本様式（表題部も含む）は参考であり下請け業者数により下記様式は変わります。

　工期 年 月 日 ～ 年 月 日 　工期 年 月 日 ～ 年 月 日 　工期 年 月 日 ～ 年 月 日

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者 主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

特定専門工
事の該当

特定専門工
事の該当

特定専門工
事の該当

特定専門工
事の該当

一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別

安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者

代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名

許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号

一 般 / 特 定 の 別

　工期 年 月 日 ～ 年 月 日

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

　工期 年 月 日 ～ 年 月 日 　工期 年 月 日 ～ 年 月 日 　工期 年 月 日 ～ 年 月 日

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者 主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

特定専門工
事の該当

特定専門工
事の該当

特定専門工
事の該当

特定専門工
事の該当

一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別

安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者

代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名

許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号

一 般 / 特 定 の 別

　工期 年 月 日 ～ 年 月 日

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

　工期 年 月 日 ～ 年 月 日 　工期 年 月 日 ～ 年 月 日 　工期 年 月 日 ～ 年 月 日

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

特定専門工
事の該当

特定専門工
事の該当

特定専門工
事の該当

特定専門工
事の該当

一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別

安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者

主 任 技 術 者

副    会    長
代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名

許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号 許 可 番 号

　工期 年 月 日 ～ 年 月 日

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

会          長
　工期 年 月 日 ～ 年 月 日 　工期 年 月 日 ～ 年 月 日 　工期

専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者 専 門 技 術 者

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

担当工事
内　　　容

年 月 日 ～ 年 月 日

主 任 技 術 者 主 任 技 術 者 主 任 技 術 者 主 任 技 術 者

専 門 技 術 者 名
特定専門工
事の該当

特定専門工
事の該当

特定専門工
事の該当

特定専門工
事の該当

一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別 一 般 / 特 定 の 別

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

工
事

安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者 安 全 衛 生 責 任 者

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

現 場 代 理 人 名 代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名 代 表 者 名

許 可 番 号 許 可 番 号

監 理 技 術 者 補 佐 名

監 理 技 術 者 名
主 任 技 術 者 名

元 請 名 ・ 事 業 者 ID

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

工
事

会 社 名 ・ 事 業 者 ID

許 可 番 号 許 可 番 号

専 門 技 術 者 名 安 全 衛 生 責 任 者

施工体系図

発 注 者 名
工期

　自　　　　　　　年　    　　 　　月　　  　  　 　日

　至　　　　　　　年　     　　　　月　　　　 　    日工 事 名 称
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別記様式甲第１４３号

一次会社名
・事業者ID

（　次)会社名
・事業者ID

（注)１.※印欄には次の記号を入れる。 （注）３．各社別に作成するのが原則だが、リース機械等の運転者は一緒でもよい。
（注）４．資格・免許等の写しの添付は不要。

 …現場代理人  …作業主任者（（注）2.)  …女性作業員

 …主任技術者  …職　長  …安全衛生責任者  …能力向上教育  …危険有害業務・再発防止教育

（注）１１．記載事項の一部について、別紙を用いて記載することや（一社）全国建
　設業協会等が定めた他様式を使用しても差し支えない。

（注）５．健康保険欄には、左欄に健康保険の名称（健康保険組合、協会けんぽ、建
　設国保、国民健康保険）を記載。上記の保険に加入しておらず、後期高齢者である
　等により、国民健康保険の適用除外である場合には、左欄に「適用除外」と記載。

入場年月日

受入教育
実施年月日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

（注）８．建設業退職金共済制度及び中小企業退職金共済制度への加入の有無につい
　ては、それぞれの欄に「有」又は「無」と記載。

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

　作　　業　　員　　名　　簿
（　　年　　月　　日作成)

 …外国人技能実習生  …外国人建設就労者  …１号特定技能外国人

中小企業退職金
共済制度

（注）２.作業主任者は作業を直接指揮する義務を負うので、同時に施工されている他の現場や、同一現場においても
  他の作業個所との作業主任者を兼務することは、法的に認められていないので、複数の選任としなければならない。

歳

年　月　日

歳

歳

歳

年　月　日

雇入・職長
特別教育

技能講習 免　許雇用保険

年　月　日

建設業退職金
共済制度

健康保険

年金保険

歳

歳

年　月　日

年　月　日

歳

職
種

※
番
号

教　育・資　格・免　許

提出日　　　　　年　　　月　　　日

元請
確認欄

生年月日

年齢

（注）７．雇用保険欄には右欄に被保険者番号の下４けたを記載。（日雇労働被保険
　者の場合には左欄に「日雇保険」と記載）事業主である等により雇用保険の適用除
　外である場合には左欄に「適用除外」と記載。

年　月　日

年　月　日

（注）９．安全衛生に関する教育の内容（例：雇入時教育、職長教育、建設用リフ
　トの運転の業務に係る特別教育）については「雇入・職長特別教育」欄に記載。

（注）１０．建設工事に係る知識及び技術又は技能に関する資格（例：登録○○基幹
　技能者、○級○○施工管理技士）を有する場合は、「免許」欄に記載。

（注）６．年金保険欄には、左欄に年金保険の名称（厚生年金、国民年金）を記載。
　各年金の受給者である場合は、左欄に「受給者」と記載。

年　月　日

氏名

技能者ID

 本書面に記載した内容は、作業員
名簿として安全衛生管理や労働災
害発生時の緊急連絡・対応のため
に元請負業者に提示することにつ
いて、記載者本人は同意していま
す。

ふりがな

歳

事業所の名称
・現場ID

所長名

       …18歳未満の作業員現 作 女

主 職 安 能

習 就 １特

未

再
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別記様式甲第９号 

   

 

工 事 等 主 管 課 

課  長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

  

台帳番号  

 

前払金等請求確認書 
 

  年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

                     受注者 

氏名                 ○印 

 

 

 

 

 

  下記の工事に関する前払金等の請求については確認欄のとおりです。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工 期     年  月  日 

前  払  金  等 

請 求 確 認 欄 

前 払 金 中 間 前 払 金 部 分 払 

１ 請求する。 

 

２ 請求しない。 

１ 請求する。 

 

２ 請求しない。 

１ 請求する。 

 

２ 請求しない。 

 

３ 本工事は部分払対象外 

注 1  前払金等請求確認欄は、該当する項目の番号を○で囲む。 

2  前払金を請求しない場合は、中間前払金を請求できない。 

3  中間前払金を請求する場合は、部分払は請求できない。 
 

※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属:            役職:        氏名:          電話番号:       

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名※ 
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（注）１．前払金等請求確認書において、中間前払金を請求するとした場合、受注者は工事着手 

時に、予定進捗率を記入して提出する。 

２．中間前金払請求時に、実施進捗率を記入して提出する。 

３．工種及び工程表の欄は適宜増減すること。 

別記様式甲第 141 号 

 

  工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

 

 

 

工事履行報告書 

工事件名  

工事番号  契約番号  

工  期     年  月  日 ～     年  月  日  （    日間） 

工   種 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

 

                                    

 

                                    

 

                                    

 

                                    

 

                                    

 

                                    

 

                                    

 

                                    

進捗率 

（％） 

予定進捗（…）             

実施進捗率(－)             

記事欄  

・   年  月  日現在出来高      ％ 
  

・経過日数      日 

 

 

現 場 代 理 人 報 告 日     年  月  日 
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（注）１．前払金等請求確認書において、中間前払金を請求するとした場合、受注者は工事着手時に、予定進捗率

を記入して提出する。 

２．中間前金払請求時に、実施進捗率を記入して提出する。 

３．工種及び工程表の欄は適宜増減すること。 

別記様式甲第 141 号   工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

 

 

 

   

 

 

 

工事履行報告書 

工事件名 ○○○○○○工事 

工事番号 ○○ ○○号 契約番号 令和○○年度 第○○○○号 

工  期 令和○○年 ○月 ○日 ～ 令和○○年 ○月○○日  （２２０日間） 

工   種 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 月

 

鋼矢板圧入工  

    

                               
    

    

 

地盤改良工      

        

                              

 

       

 

河床掘削工             

 

     

                     

  

    

 

土砂運搬工                   

               

   

               

 

                                    

 

                                    

 

                                    

進捗率 

（％） 

予定進捗（…） 15 25 30 40 50 60 70 80 90 95 100  

実施進捗率(－) 15 25 35 45 55        

記事欄  

 ・令和○○年 ○月○○日現在出来高  ５５ ％ 

        
   
 ・経過日数  １１０  日 

 

 

現 場 代 理 人 ○○○○     報 告 日 令和○○年 ○月○○日 

［記載例］ 
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別記様式甲第141号の2

・ 年 月 日現在出来高 ％

・経過日数 日

課　長

工　事　等　主　管　課

日

（注）１．この様式は、建築工事のみに使用する。
　　　２．前払金等請求確認書において、中間前払金を請求するとした場合、受注者は工事着手時
　　　　に、予定進捗率を記入して提出する。
　　　３．工種及び工程表の欄は適宜増減すること。
　　　４．工種別の分類項目及び工種別構成率は、監督員と協議による。
　　　５．中間前払金請求時の進捗率の記入に当っては、事前に監督員と協議すること。

報告日 年

工事履行報告書

実施

実施

記事欄

予定

現場代理人 月

予定

実施

予定

予定

実施

契約番号

月

計

～

工　種　等

予定

実施

予定

構成率
％

日間）

進捗率
％

日 （

工事件名

工事番号

年工　　期 日年 月

出来高率
％

　 月　 月　 月 　 月　 月　 月　 月　 月　 月　 月　 月　 月

予定

実施

予定

実施

予定

実施

実施

予定

予定

実施

実施

進捗率
（％）

予定進捗率（　　）

実施進捗率（　　）

区政情報管理責任者 係　長 担当者
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別記様式甲第141号の2

・令和 年 月 日現在出来高 ％ ≧　50％

・経過日数 日 ≧　210日間/２

○○ ○ ○

［記　載　例］
課　長

実施

工　事　等　主　管　課

予定

実施

96 98 10028 57 66

0
実施

02 0

0

90

実施

4 16

９月 10月 11月５月
出来高率

％
12月

～
令
和

210

　 月１月
構成率

％
６月 ７月 ８月

日 月年 ○○○ 月

工　種　等

予定

３月

工事件名

工事番号

○○ 年工　　期 ○

進捗率
％

○ 日 （

２月

10

日間）

95

年 ○

○○

0

2 0

月

1

6 100

○○

9

現場代理人

契約番号　　　○○ ○○号

令
和

29

29

10100

1212 100

実施

予定

実施

予定

予定

実施

予定

0

0

6

土工事・地業工事

鉄筋コンクリート工事

鉄骨工事

既製コンクリート工事

内外装等工事

仕上げユニット工事

外構工事

植栽工事
予定

予定

記事欄

実施

予定

54

○○　○○ ○

10054

20 76

撤去工事・発生材処理

日

54

105

報告日
令
和

　　　令和○○年度　第○○○○号

0
実施

実施

予定

実施
26

0

予定

（注）１．この様式は、建築工事のみに使用する。
　　　２．前払金等請求確認書において、中間前払金を請求するとした場合、受注者は工事着手時
　　　　に、予定進捗率を記入して提出する。
　　　３．工種及び工程表の欄は適宜増減すること。
　　　４．工種別の分類項目及び工種別構成率は、監督員と協議による。
　　　５．中間前払金請求時の進捗率の記入に当っては、事前に監督員と協議すること。

計
進捗率
（％）

予定進捗率（　　）

実施進捗率（　　） 4 16 20

区政情報管理責任者 係　長 担当者

28

工事履行報告書

　　　○○新築工事
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別記様式甲第102号 

   工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

 

 

 

   

  

台帳番号  

建設業退職金共済制度加入届 
 

  年  月  日 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

                     受注者 

氏名                 ○印 

 

 

 

                      

 

 

 建設業退職金共済制度の加入について、              を添えて届け出ます。 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 
 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工      期     年  月  日 

・上記添付書類のうち、掛金収納書、建設業退職金共済証紙購入状況報告書のいずれかを提出できない場合は、 

提出できない書類名称及び提出できない理由を下記に記載すること。 

・建設業退職金共済制度に非加入の場合は、他の共済制度（中小企業退職金共済制度等）に加入している状況 

を下記に記載し、証明する書類を添付し提出すること。 

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名  

 
 
※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属:            役職:        氏名:          電話番号:         

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名※

・掛 金 収 納 書  

・建設業退職金共済証紙  

購 入 状 況 報 告 書 
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別記様式甲第102号 

［記載例］ 
  工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

 

台帳番号   

建設業退職金共済制度加入届 
 

  年  月  日 

  東 京 都 北 区 長  殿             

                             契約書に記載されたものと同じに記入する。 

住所  東京都北区王子本町○丁目○番○号 

                     受注者    ○○建設株式会社 

氏名  代表取締役社長  ○○ ○○   ○印 

押印する場合、印鑑は契約書に押したものと同じものを押す。 

 

 

 

                      

 

 建設業退職金共済制度の加入について、              を添えて届け出ます。 

契 約 番 号 令和○○年度 第○○○○号 

工 事 件 名 路面補修工事・雨水流出抑制工事・交通安全施設工事 

工 事 場 所 北区 浮間○－○～○ 

契 約 金 額 
￥２４,１５０,０００- 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥２,１９５,４５４- ） 

契 約 年 月 日 令和○○年○月○○日 工      期 令和○○年○月○○日 

・上記添付書類のうち、掛金収納書、建設業退職金共済証紙購入状況報告書のいずれかを提出できない場合は、

提出できない書類名称及び提出できない理由を下記に記載すること。 

・建設業退職金共済制度に非加入の場合は、他の共済制度（中小企業退職金共済制度等）に加入している状況 

を下記に記載し、証明する書類を添付し提出すること。 

 

監理業務受託者 事務所名 ◇◇建設設計株式会社 担当者名 ○野 △男   

 
 
※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属:            役職:        氏名:          電話番号:         

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名※  

↓契約書と同じ番号を記入 

・掛 金 収 納 書  

・建設業退職金共済証紙  

購 入 状 況 報 告 書 
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別記様式甲第102号の2 

 

掛金収納書（写） 
掛金収納書（下請業者が自ら証紙を購入した場合の掛金収納書を含む）を下記に添付すること。 

 

注１ 元請業者は、下請業者の要する共済証紙分を含めて購入し、その掛金収納書を添付する。 

注２ 下請業者が自ら証紙を購入する場合については、下請業者に建設業退職金共済証紙購入状況 

報告書により計算した額の共済証紙を購入するよう指導し、その掛金収納書を添付する。 
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別記様式甲第102号の2 

［記載例］ 

掛金収納書（写） 
掛金収納書（下請業者が自ら証紙を購入した場合の掛金収納書を含む）を下記に添付すること。 
 

 

         （ 掛 金 収 納 書 ） 

注１ 元請業者は、下請業者の要する共済証紙分を含めて購入し、その掛金収納書を添付する。 

注２ 下請業者が自ら証紙を購入する場合については、下請業者に建設業退職金共済証紙購入状況 

報告書により計算した額の共済証紙を購入するよう指導し、その掛金収納書を添付する。 
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別記様式甲第102号の3 

 

 

建設業退職金共済証紙購入状況報告書 
 

 １ 工事種別及び総工事費 

工 事 種 別 総工事費 契約金額 無償支給材料費評価額 

 \                \                \                   

     注１ 工事種別は、独立行政法人勤労者退職金共済機構建設業退職金共済事業本部ホーム 

ページ（以下「建退共ＨＰ」という。）を参照する。 

         https://www.kentaikyo.taisyokukin.go.jp/tetsuzuki/tetsuzuki02.html 

２ 総工事費＝契約金額＋無償材料費評価額 

３ 契約金額には消費税及び地方消費税額を含む。 

 

 ２ 共済証紙・退職金ポイント購入額算出方法 

 

購入額算出方法 

（該当項目を○で囲む）

 

Ａ 建設業退職金共済制度加入労働者（加入労働者）及びその就労 

予定日数が分かっている場合 

Ｂ 加入労働者及び就労予定日数の把握が困難な場合 

 

 

 ３ 共済証紙・退職金ポイント購入額の算出 

   ２の該当項目（ Ａ Ｂ ）について、以下により共済証紙・退職金ポイント購入額を算出する。 

    

  Ａ 加入労働者及びその就労予定日数が分かっている場合 

     ①加入労働者の就労予定日数の総和       人   

     ②掛金日額      円／人  

     ③購入額（①×②）  \                      

 

  Ｂ 加入労働者及び就労予定日数の把握が困難な場合 

     ①工事種別             

     ②総工事費  \                     

          ③「掛金納付の考え方」の表の率       ／1000  

        ④対象工事における労働者の加入率     ％ 

     ⑤購入額（②×③×④／70％） \                     

     （千円未満を増額調整し、掛金日額で割り切れる額とする） 

 

 

注１ 工事種別及び「掛金納付の考え方」の表の率については、建退共ＨＰを参照する。 

 ２ 対象工事における労働者の加入率は、受注者が適切に設定する任意の率とする。(建退共ＨＰ参照) 
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別記様式甲第102号の3 

［記載例］ 

建設業退職金共済証紙購入状況報告書 
 

 １ 工事種別及び総工事費 

工 事 種 別 総工事費 契約金額 無償支給材料費評価額 

建築 

（非住宅・同設備） \ 178,200,000-   \ 178,200,000-   \        0    

     注１ 工事種別は、独立行政法人勤労者退職金共済機構建設業退職金共済事業本部ホーム 

ページ（以下「建退共ＨＰ」という。）を参照する。 

         https://www.kentaikyo.taisyokukin.go.jp/tetsuzuki/tetsuzuki02.html 

２ 総工事費＝契約金額＋無償材料費評価額 

３ 契約金額には消費税及び地方消費税額を含む。 

 

 ２ 共済証紙・退職金ポイント購入額算出方法 

 

購入額算出方法 

（該当項目を○で囲む）

 

Ａ 建設業退職金共済制度加入労働者（加入労働者）及びその就労 

予定日数が分かっている場合 

Ｂ 加入労働者及び就労予定日数の把握が困難な場合 

 

 

 ３ 共済証紙・退職金ポイント購入額の算出 

   ２の該当項目（ Ａ Ｂ ）について、以下により共済証紙・退職金ポイント購入額を算出する。 

   参考：掛金日額 320円／人 

  Ａ 加入労働者及びその就労予定日数が分かっている場合 

     ①加入労働者の就労予定日数の総和       人   

     ②掛金日額      円／人  

     ③購入額（①×②）  \                      

 

  Ｂ 加入労働者及び就労予定日数の把握が困難な場合 

     ①工事種別  建築（非住宅・同設備）  

     ②総工事費  \ 178,200,000-            

          ③「掛金納付の考え方」の表の率   2.1 ／1000  

        ④対象工事における労働者の加入率  70 ％ 

     ⑤購入額（②×③×④／70％） \    374,400       

     （千円未満を増額調整し、掛金日額で割り切れる額とする） 

 

 

注１ 工事種別及び「掛金納付の考え方」の表の率については、建退共ＨＰを参照する。 

 ２ 対象工事における労働者の加入率は、受注者が適切に設定する任意の率とする。(建退共ＨＰ参照) 

購入額 

＝178,200,000×(2.1/1000)×0.7÷0.7 

＝374,220円 

購入枚数 

＝374,220円÷320円/枚 

＝1169.4枚 

→1170枚(端数切り上げ) 

 

購入額（増額調整） 

＝1,170枚×320円/枚 

＝374,400 円 
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別記様式甲第139号 

   工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

  

台帳番号  

 

主要資材発注予定報告書 
 

  年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

 

 

住所 

受注者 

氏名 

 

 

 

現場代理人氏名                

 

 

 

 

 

 

 

 下記工事に使用する主要資材を別紙のとおり発注する予定なので報告します。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工      期     年  月  日 

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名  

 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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別記様式甲第144号 

     

監理業務受託者 事務所名  担当者名  

 

※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属:            役職:        氏名:          電話番号:       

工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

 

 

    

台帳番号  

 

労働者災害補償保険加入確認書 
  

  年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

受注者 

氏名              ○印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下記のとおり労災保険加入確認書を提出します。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工     期     年  月  日 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名※ 
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別記様式甲第146号 

   工 事 等 主 管 課 

課  長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

 

 

 

   

  

台帳番号  

 

基本計画書 
 

  年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

受注者 

氏名 

 

 

 

現場代理人氏名                

 

 

 

 

 

 

 

 

 下記の工事について別添基本計画書を提出します。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工      期     年  月  日 

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名  

注．この様式は、工事の一時中止等、標準仕様書もしくは特記仕様書で提出を定めている場合に使用する。 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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監理業務受託者 事務所名  担当者名  

注 1 この様式は、提出様式が定められていない事項の報告に使用する。 

  2 （  ）内は、報告内容にあわせて適切に記載する。 
 
※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属:            役職:        氏名:          電話番号:       

別記様式甲第147号  

 

 

工 事 等 主 管 課 

課  長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

 

 

 

   

  

台帳番号  

 

（    ）の報告書 
 

  年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

                     受注者 

氏名                 ○印 

 

 

 

 

 

 

  下記工事について（     ）を報告します。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥            ） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工 期     年  月  日 

［報告内容］ 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名※ 
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別記様式甲第147号 

 

 

 

 

 

工 事 等 主 管 課 

課  長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

   

 

   

台帳番号  

 

（一時中止に伴う増加費用）の報告書 
  

  年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

契約書に記載されたものと同じに記入する。 

住所  東京都北区王子本町 ○丁目○番○号 

                     受注者     ○○建設株式会社 

氏名  代表取締役社長  ○○ ○○   ○印 

押印する場合、印鑑は契約書に押したものと同じものを押す。 

 

 

 

 

 

  下記工事について（一時中止に伴う増加費用 ）を報告します。 

 

契 約 番 号 令和○○年度 第○○○○号 

工 事 件 名 ○○○○○○○○○○工事 

工 事 場 所 北区 ○○ ○－○～○ 

契 約 金 額 
 ￥○○,○○○,○○○- 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥○,○○○，○○○-） 

契 約 年 月 日 令和○○年○月○○日 工 期 令和○○年○月○○日 

［報告内容］ 
 
令和○○年○月○日付け一時中止に伴う増加費用の内訳書 

例）現場代理人の月別給与支給明細書類 

  経費支払調書 

   事務用品費の証明書類 

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名  

注 1 この様式は、提出様式が定められていない事項の報告に使用する。 

  2 （  ）内は、報告内容にあわせて適切に記載する。 
 
※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属:            役職:        氏名:          電話番号:       

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名※ 

［記載例］ 
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監理業務受託者 事務所名  担当者名  

注 1 この様式は、提出様式が定められていない事項の報告に使用する。 

  2 （  ）内は、報告内容にあわせて適切に記載する。 

別記様式甲第148号  

 

 

工 事 等 主 管 課 

課  長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

 

 

 

   

  

台帳番号  

 

（    ）の報告書 
 

  年  月  日 

 

  東京都北区長   殿 

 

住所 

                     受注者 

氏名                  

 

 

 

 

現場代理人氏名 ○○ ○○         

 

 

  下記工事について（     ）を報告します。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥            ） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工 期     年  月  日 

［報告内容］ 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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別記様式甲第148号 

 

 

  工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

 

 

 

   

   

台帳番号  

 

（ 「工事のお知らせ」チラシ  ）の報告書 
 

  年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

契約書に記載されたものと同じに記入する。 

住所  東京都北区王子本町 ○丁目○番○号 

                     受注者     ○○建設株式会社 

氏名  代表取締役社長  ○○ ○○                 

 

 

 

 

現場代理人氏名 ○○ ○○         

 

 

 

 

  下記工事について（「工事のお知らせ」チラシ）を報告します。 

 

契 約 番 号 令和○○年度 第○○○○号 

工 事 件 名 ○○○○○○○○○○工事 

工 事 場 所 北区 浮間 ○－○～○ 

契 約 金 額 
 ￥○○,○○○,○○○- 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥○,○○○，○○○-） 

契 約 年 月 日 令和○○年○月○○日 工 期 令和○○年○月○○日 

［報告内容］ 

 

・○○○○○○○○○○工事の施工現場周辺の住民に対し配布する「工事のお知らせ」のチラシ及び 

配布対象家屋について、別紙のとおり報告いたします。 

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名  

注 1 この様式は、提出様式が定められていない事項の報告に使用する。 

  2 （  ）内は、報告内容にあわせて適切に記載する。 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 

［記載例］ 
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別記様式第150号 

 

 

 

 

 

工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

   

台帳番号  

 

改善報告書 
 

  年  月  日 

     

（総括監督員又は監督員）       殿 

 

   （現場代理人）            

 

 

 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 
 ￥             － 

   （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥   －） 

契 約 年 月 日   年   月   日 工  期   年  月   日 

○○年○○月○○日に交付された 指示書・改善指示書・改善命令書 について、下記のとおり、改善したの

で報告します。      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名  
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※上記記号は、施工体制台帳等における健康保険等加入状況欄の各項目右肩の番号である。

施工体制台帳、再下請負通知書等における
健康保険等加入状況欄記載にあたっての注意事項

a　各保険の適用を受ける事業所について届出を行っている場合には「加入」、行っていない場合（適用
　を受ける営業所が複数あり、そのうちの一部について行っていない場合を含む）は「未加入」、従業員
　規模等により各保険の適用が除外される場合は「適用除外」を○で囲む。

b　請負契約に係る営業所の名称を記載。

c　事業所整理番号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載。一括適用の承認に係る
　営業所の場合は、本店の整理番号及び事業所番号を記載。

d　事業所整理番号及び事業所番号を記載。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理番号
　及び事業所番号を記載。

e　労働保険番号を記載。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、本店の労働保険番号を記
　載。

（参考）社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/content/001365251.pdf

92

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/content/001365251.pdf


［参考１］ 施工体制台帳等の整備について（解説）  
 

１ 施工体制台帳を整備するために 

 

  建設工事は、一般的に、各種専門工事の総合的な組み合わせにより施工するため、そ

の施工体制は重層化した下請構造を有しています。 

  こうした分業体制の下で適性かつ効率的な施工を確保するためには、発注者から直接

建設工事を受注した建設業者（元請）が一次下請のみならず、当該工事の施工にあたる

すべての下請負者の技術者、安全衛生責任者などを的確に把握・監督し、工事全体を管

理することが必要です。 

  元請が施工体制を十分把握していないと、工事が円滑に進まず、工程、品質、安全な

ど施工上のトラブルが発生しやすくなったり、不良不適格業者の参入、一括下請負、安

易な重層下請などにより、適正に管理がなされず生産効率や品質の低下を生じることに

つながります。 

  このため、建設業法並びに公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律では、

発注者から直接受注した公共工事を施工するために下請契約を締結する場合は、下請金

額にかかわらず、以下の３点を義務付けています。 

  

 (１)施工体制台帳を作成し工事現場に備え置く 

 (２)施工体制台帳の写しを発注者に提出する 

 (３)施工体系図を「工事関係者の見やすい場所及び公衆の見やすい場所」に提示する 

 

  施工体制台帳には、建設業法により配置が必要な、一定の資格を有する技術者（監理

技術者又は主任技術者等）などについて元請・下請毎に記載され、適切な技術者が実際

に現場に配置されているか元請が把握できるようになっています。 

  そして、施工体制台帳の作成等を通じ、当該工事の施工に当たるすべての下請負者の

状況を把握すると同時にその責任関係を明確にすることができ、各下請負者が関係法令

（建設業法・労働安全衛生法等）に違反しないよう種々の指導をすることができます。 

  したがって、円滑に施工体制台帳を整備するためには、元請が関係法令を熟知すると

ともに施工体制台帳作成建設工事であることの周知、再下請負通知書の作成方法、有資

格者の配置、書面による契約の締結等について、下請負者を適切に指導する必要があり

ます。 
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２ 工事現場における技術者の適正配置 

 

（１）監理技術者と主任技術者 

元請が当該工事を施工するために総額 4,500 万円以上（建築一式工事にあっては、

7,000 万円以上）の下請負契約を締結する場合は、監理技術者資格者証の交付を受けた

監理技術者（監理技術者補佐を配置する場合は特例監理技術者）、それ以外の場合は、

主任技術者を配置することが必要です。また、建設業許可を持つ下請負者は、主任技

術者の配置が必要です。 

なお、監理技術者、特例監理技術者、監理技術者補佐及び主任技術者は、工事を施

工する各所属会社と直接的かつ恒常的な雇用関係にあることが必要です。 

 

（２）技術者の専任 

   区発注工事では、元請・下請の如何に係わらず、請負金額が 4,000 万円以上（建築

一式工事にあっては、8,000 万円以上）の場合、監理技術者、主任技術者とも当該工事

現場に専任で配置することが必要です。 

   専任とは他の工事現場との兼任を認めないことを意味し、常時継続的に当該工事現

場に常駐することが必要です。（下請工事においては、当該下請工事の施工期間の常駐

が必要） 

   ただし、監理技術者にあっては、区が特例監理技術者の配置を認める建設工事を請

け負った特定建設業者が、特例監理技術者を配置する場合（監理技術者を複数の工事

現場で兼務させる場合）には、監理技術者補佐を当該工事現場ごとに専任で配置する

ことが必要です。 

 

（３）専門技術者 

   土木一式、建築一式工事を施工する場合、これらの一式工事の中に、他の専門工事

（例えば、とび工事、型枠工事、鉄筋工事、電気工事、管工事など）が含まれている

場合には、それぞれの専門工事について、主任技術者の資格を持っている者（専門技

術者）を配置してその技術管理をさせなければなりません。 

   このため、元請は、土木一式、建築一式工事を受注してその中で併せて専門工事も

施工する場合は、以下のいずれかを選ばなければなりません。 

  ① 一式工事の主任技術者、監理技術者がその専門工事について主任技術者の資格を

持っている場合、その者が専門技術者を兼務する。 

  ② 一式工事の主任技術者、監理技術者とは別に、同じ会社の中で、他にその専門工

事について主任技術者の資格を持っている者を専門技術者として配置する。 

  ③ その専門工事について建設業の許可を受けている専門工事業者に下請する。 

   また、受注した工事（舗装工事、管工事など土木一式、建築一式工事以外の工事） 

   に附帯して自社の建設業許可業種以外の専門工事を施工する場合は、その附帯工事に

係る主任技術者の資格を持った専門技術者を配置しなければなりません。 
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３ 施工体制台帳等を整備するための手順（例） 

 

施工体制台帳等を整備するためには、元請、一次下請、二次下請以下がそれぞれ適切

に書類を作成し取りまとめていく必要があります。 

 

（１）元請が実施する事項 

  ① 一次下請けに対して以下の 1)から 3)を書面により通知するとともに、1)から 3)

に掲げる事項を工事現場の見やすい場所に掲示する。 

1) 元請の商号又は名称 

2) 当該工事が施工体制台帳作成建設工事であり、当該一次下請が受注した建設

工事を他の建設業を営む者に受注させたときは再下請負通知（別記様式甲第 132

号）の提出が必要なこと 

3) 再下請負通知の提出場所 

② 施工体制台帳（別記様式甲第 131 号）を作成し、次の書類を添付してファイル

する。 

 ■ 施工体制台帳つづり【元請分】 

  1) 元請が区と契約した工事請負契約書の写し 

    2)  監理技術者等の監理技術者資格証の写し 

  3) 監理技術者の健康保険証又は住民税特別徴収義務者指定及び税額通知書・

変更通知書の写し 

  4) 元請が専門技術者を配置する場合は、その者が主任技術者資格を有するこ

とを証する書面又はその写し 

  5) 専門技術者の健康保険証または住民税特別徴収義務者指定及び税額通知

書・変更通知書の写し 

  6) 作業員名簿（別記様式甲第 143 号） 

  7) 施工体制台帳（別記様式甲第 131 号）－一次下請毎に作成  

  8) 元請と一次下請との契約書の写し 

  9) 元請と一次下請との建設リサイクル法第 13 条及び省令第 4 条に基づく書面 

   ※健康保険証については、保険者番号及び被保険者等記号・番号にマスキン

グを施された写しとする。  

③ 施工体系図を利用した下請負者編制表を一次下請毎に作成、添付し、以降に各

一次下請毎の関係書類をファイルする。 

 ■ 施工体制台帳つづり【各一次下請分】 

  1) 下請負者編制表（一次下請以下の施工体系図） 

  2) 再下請負通知書（別記様式第 132 号）[一次下請が作成したもの]  

3) 一次下請と二次下請との契約書の写し 

（リサイクル法第 13 条及び省令第 4 条に基づく書面） 

4) 再下請負通知書（別記様式第 132 号）[二次下請が作成したもの] 
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5) 二次下請以下と三次下請との契約書の写し 

                  ： 

④ 前頁②、③の書類に基づき、施工体系図（別記様式甲第 133 号）を作成し、「工

事現場の見やすい場所及び公衆の見やすい場所」に提示する。 

⑤ 施工体制台帳つづりを工事現場に備え付けるとともに施工体制台帳及び施工体

系図の写しを発注者に提出する。 

⑥ 施工体制台帳及び施工体系図に変更があった場合は、すみやかに変更を行い、

発注者にその写しを提出する。 

 

(２) 一次下請が実施する事項 

   1) 受注した建設工事を再下請する場合は、再下請負者に対して、元請から交付さ

れた通知文を複写し交付する等により、施工体制台帳作成建設工事である旨を書

面をもって通知する。 

   2) 再下請負通知書（別記様式甲第 132 号）を再下請負者から提出させる。 

   3) 施工体系図を利用した二次下請以下の下請負者編成表を作成し、以降に二次下

請け以下が作成した再下請負通知書（別記様式甲第 132 号）を取りまとめ、二次

以下の建設業許可を証する書面の写し、下請負契約書の写し及び必要に応じ、主

任技術者、専門技術者の資格・所属等に関する書類の写しを添付して元請けに提

出する。 

   4) 下請負契約等に変更があった場合は、再度提出する。 

 

(３) 二次下請以下が実施する事項 

   1)  受注した建設工事を再下請する場合は、再下請負者に対して、直近上位の注文

者から交付された通知文を複写し交付する等により、施工体制台帳作成建設工事

である旨を書面をもって通知する。 

   2) 再下請負通知書（別記様式甲第 132 号）を再下請負者から提出させ、自社分の

再下請負通知書（別記様式甲第 132 号）とともに再下請負者との間で締結した下

請契約書の写し及び必要に応じ、主任技術者、専門技術者の資格・所属等に関す

る書類の写しを添付して直近上位の注文者に提出する。 

   3) 下請負契約等に変更のあった場合は、再度提出する。 

 

【次項 図-１施工体制台帳等の整備の流れ、図-２施工体制台帳の綴り（例）参照】 
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［参考２］ 施工体制台帳作成特定建設業者が下請負者に交付する書面 
及び工事現場に提示する書面の文例 

 
 （１）下請負者に交付する書面の文例  
 

～下請負者の皆さまへ～  
                         元請の商号又は名称  
                       作業所名   ◇◇舗装工事 作業所  
                       現場代理人  ◆◆ ◆◆  
 

施工体制台帳作成建設工事の通知  
 
 今回、下請負者として貴社に施工を分担していただく建設工事については、建設業法第 24
条の８第１項の規定により、施工体制台帳を作成しなければならないことになっています。  
 この建設工事の下請負者（貴社）は、その受注したこの建設工事を他の建設業を営む者（建

設業の許可を受けていない者を含みます。）に受注させたときは、  
 

 (１) 建設業法第 24 条の８第２項の規定により、遅滞無く、建設業法施行規則第 14 条の

４第１項に規定する再下請負通知書（北区「受注者等提出書類処理基準・同実施細目

別記様式甲第 132 号」参照）を提出しなければなりません。また、一度通知いただい

た事項や書類に変更が生じたときも、遅滞無く、変更の年月日を付記して同様の通知

書を提出しなければなりません。  
 

 (２ ) 貴社が工事を受注させた建設業を営む者に対しても、この書面を複写し交付して、

「もしさらに他の者に工事を受注させたときは、作成特定建設業者に対する (１ )の通

知書の提出と、その者に対するこの書面の写しの交付が必要である」旨を伝えなけれ

ばなりません。  
 
   （作成特定建設業者の商号） ○○建設㈱  
 
   再下請負通知書の提出場所  工事現場内建設ステーション／□□営業所  

             ※「再下請負通知書（別記様式甲第１３２号）」をこの通知に添付する。  
 

（２）工事現場に提示する書面の文例  

 この建設工事の下請負者となり、その受注した建設工事を他の建設業を営む者に受注させ

た方は、遅滞無く、工事現場内建設ステーション／□□営業所まで、建設業法施行規則第 14
条の４に規定する再下請負通知書を提出してください。一度通知した事項や書類に変更が生

じたときも変更の年月日を付記して同様の書類の提出をしてください。  
                                    ○○建設㈱  
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［参考３］ 別記様式甲第131号（施工体制台帳）の記載事項及び添付書類 

○施工体制台帳を作成する特定建設業者・・・・自社（[参考１]図－1、２のＡ社） 

○施工体制台帳が作成される建設工事の下請負者となった者（建設業の許可を受けているか否かを問わない）                     

・・・・下請負者（[参考１]図－1、２のＢ社、Ｅ社） 

記 載 事 項 添付書類 

イ 自社(Ａ社)が許可を受けて営む建設業の種類のすべて 

      受注した建設工事に係る建設業の種類にかかわることなく、特定建設業の許可か一般

建設業の許可かの別を明示して記載する。   

 

ロ 自社(Ａ社)が受注した建設工事に関する次に掲げる事項 (1)自社(Ａ社)と区が契約した

工事請負契約書の写し 

(2)監理技術者資格者証の写し

及び自社(Ａ社)に雇用期間

を特に限定することなく雇

用されている者であること

を証する書面の写し(健康保

険証等) 

(3)専門技術者が主任技術者資

格を有することを証する書

面又はその写し及び自社(Ａ

社)に雇用期間を特に限定す

ることなく雇用されている

者であることを証する書面

の写し(健康保険証等) 

(4)作業員名簿 

 （別記様式甲第143号） 

① 自社（Ａ社）が受注した建設工事の名称、内容、発注者の名称・氏名及び住所 

② 工期、発注者と工事請負契約を締結した年月日 

当該工事請負契約を締結した自社(Ａ社)の営業所の名称及び所在地 

③ 発注者の監督員の氏名及び監督員の権限、自社(Ａ社)の発注者への意見申出方法(別記様

式第101号「監督員通知」に基づき、北区工事請負契約の規定のとおり書面による) 

④ 自社(Ａ社)が現場代理人を置くときは、当該現場代理人の氏名及び現場代理人の権限、

現場代理人の行為について、発注者の自社(Ａ社)に対する意見の申し出方法。（別記様式

第２号「現場代理人及び主任技術者等通知」にもとづき、北区工事請負契約の規定どお

り書面による。） 

⑤ 実際に工事現場に置いている監理技術者及び監理技術者補佐の氏名、その者が有する監

理技術者資格及びその者が実際に専任で置かれているか否かの別 

⑥ ⑤の監理技術者以外に専門技術者（土木工事業又は建築工事業を営む者が土木一式工事

又は建築一式工事を受注し、当該一式工事に含まれる他の建設工事を施工する場合や、

附帯工事を自ら施工する場合に、工事現場におく技術者をいう。）を置くときは、その者

の氏名、その者が管理をつかさどる建設工事の内容及び主任技術者資格 

⑦ 自社（Ａ社）における健康保険等の加入状況 

⑧ 自社（Ａ社）における外国人技能実習生及び外国人建設就労者の従事の状況 

ハ 全ての下請負者（Ｂ社）に関する次に掲げる事項  

① その下請負者(Ｂ社)の商号・名称及び住所 

② その下請負者(Ｂ社)の建設業許可番号及びその受注した建設工事に係る許可を受けた建

設業の種類（下請負者(Ｂ社)が建設業の許可を受けている場合のみ） 

③ その下請負者（Ｂ社）における健康保険等の加入状況 

ニ 下請負者(Ｂ社)が受注した建設工事に関する次に掲げる事項 (5)下請負者（Ｂ社）が注文者

（Ａ社）と締結した請負契約

に係わる契約書の写し 

 

 （建設業法第19条第1項各

号に掲げる事項が網羅され

ていなければならないの

で、これらを網羅していな

い注文伝票等は、ここでい

う契約書に該当しない。） 

① その下請負者(Ｂ社)が受注した建設工事の名称、内容及び工期 

② その下請負者(Ｂ社)が注文者(Ａ社)と下請負契約を締結した年月日 

③ 自社(Ａ社)が、下請負者(Ｂ社)が施工する工事について監督員を置く場合は、当該監督員

の氏名及び監督員の権限、監督員の行為について、下請負者(Ｂ社)の自社(Ａ社)への意見

申出方法(自社は、監督員について、下請負者へ書面による通知が必要) 

④ 下請負者(Ｂ社)が現場代理人を置くときは、当該現場代理人の氏名及び現場代理人の権

限、現場代理人の行為について、自社(Ａ社)の下請負者(Ｂ社)に対する意見の申出方法。

(下請負者は、現場代理人について、自社に書面による通知が必要) 

⑤ その下請負者(Ｂ社)が実際に工事現場に置く主任技術者の氏名、資格及びその者が実際

に専任で置かれているか否かの別 

⑥ 下請負者(Ｂ社)の主任技術者以外にＢ社が専門技術者を置くときは、当該者の氏名、そ

の者が管理をつかさどる建設工事の内容及びその有する主任技術者資格 

⑦ その下請負者(Ｂ社)が受注した建設工事が自社(Ａ社)の請け負わせたものであるとき

は、その建設工事について請負契約を締結した自社(Ａ社)の営業所の名称及び所在地 

⑧ その下請負者(Ｂ社)における外国人技能実習生及び外国人建設就労者の従事の状況 

ホ 再下請負通知書一式（別記様式第132号。その添付書を含む）  

  ただし、ロ⑥、ハ②、ニ③、④、⑤、⑥は、該当する場合にのみ必要なものである。 

  なお、建設業許可業者の情報は「国土交通省 建設業者・宅建業者等企業情報検索システム」により、確認できる。 

（https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/kenchiku/kensetsu/kensaku.htm） 
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［参考 4］ 施工体制台帳の記載例 
 

別記様式甲第 131 号 ［記載例］ （元請Ａ社が一次下請Ｂ社について作成する場合） 
                                          令和○年 ○月 ○日 
                                            →時点を必ず記入 

施工体制台帳 

[ 会社名・事業者ＩＤ]    ○○建設 株式会社                 
[ 事業所名・現場ＩＤ]    ○○○作業所                    

 
［参考３］ 

 
建設業の 

 
許 可 

許 可 業 種 許 可 番 号 許可（更新）年月日 

  土木   工事業 大臣 特定 
都知事 一般 ○第○○○○号 令 和 ○ 年 ○ 月 ○ 日 

  建築   工事業 大臣 特定 
都知事 一般 ○第○○○○号 令 和 ○ 年 ○ 月 ○ 日 

工事件名 
及び 

工事内容 
特別区道○号線 路面補修工事    工事延長○○○ｍ  
土工○○○㎥ アスファルト舗装 ○○○㎡ 側溝○○○ｍ 植栽工○○㎡ 電気設備工事一式 

注者名 
及び 
所在地 

東京都北区○○部○○課 
北区王子本町１－１５－２２ 
〒114-8508 

工  期 自  令和○年○月○日 
至  令和○年○月○日 契約日 令和○年○月○日 

 
 
 

契 約 
営業所 

区  分 名    称 住       所 
元請契約 ○○建設株式会社 本社 ○○区○○○○丁目○番○号 

下請契約 ○○支店 ○○区○○○○丁目○番○号 
  
 

健康保険等 
の 

加入状況 

保険加入の

有無 

健康保険 厚生年金保険 雇用保険 
加入  未加入 

適用除外 
加入  未加入 

適用除外 
加入  未加入 

適用除外 

事業所整理

記号等 

区 分 営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 
元請負契約     
下請負契約     

 
 

発注者の 
監督員名 

（総括）○○○○ 
権限及び 
意見申出 
方  法 

 
工事請負契約書記載のとおり 
書面による（※契約書の①の写し添付） （主任）○○○○ 

（担当）○○○○ 
 

監督員名 （当該下請負工事に関す
る自社の監督員名を記入） 

権限及び 
意見申出方法 

下請契約書（契約書②）記載のとおり
書面による 

現場代理人名 ○○○○ 権限及び 
意見申出方法 

工事請負契約書（契約書①）記載のと
おり書面による 

監理技術者名 
主任技術者名 

専 任  ○○○○ 
非専任 資 格 内 容  建設業法「技術検定」 

１級土木施工管理技士 
監理技術者 
補佐名 ○○○○ 資 格 内 容  １級土木施工管理技士補 

専門技術者名 ○○○○ 専門技術者名 
 

 
資格内容 建設業法「技術検定」 

２級造園施工管理技士 
 

資格内容 
 

担当工事 
内  容 植栽工事 担当工事 

内  容 
 

              
一号特定技能外国人の 
従事の状況（有無） 有  無 外国人建設就労者の 

従事の状況(有無) 有  無 外国人技能実習生の 
従事の状況（有無） 有  無 

 
（記入要領） 

１ この様式は施工体制台帳作成特定建設業者（元請）が作成し、一次下請を通じて提出される再下請通知書（別記様式甲

第１３２号）を添付することにより、一次下請別の施工体制台帳として利用する。この様式は一例であり、（一社）全国

建設業協会等が定めた他様式を使用しても良い。 
２ 専門技術者欄には、土木・建築一式工事を請け負い、その工事に含まれる専門工事を施工する場合等に必要な主任技術

者を記入する。（監理技術者が専門技術者としての資格を有する場合は、専門技術者を兼ねることができる。） 
３ この様式に、以下の書類を添付すること。 

① 元請が北区と契約した工事請負契約書の写し 
② 元請の監理技術者、主任技術者、監理技術者補佐及び専門技術者に関する以下の書類 
 １）監理技術者資格者証の写し（監理技術者のみ） 
 ２）資格を証明するものの写し 
 ３）自社と直接的かつ恒常的な雇用関係であることを証明する書類等の写し 
  （健康保険証、住民税特別徴収義務者指定及び税額通知書・変更通知書） 
③ 作業員名簿（別記様式甲第１４３号） 
④ 一次下請と締結した請負契約に係る契約書の写し（ただし、契約書には、建設業法第１９条第１項各号に掲げる事項が 
網羅されていなければならないので、これらを網羅していない注文伝票等は、ここでいう契約書に該当しない。）  

  
 

□
□
□
工
業
㈱
（
一
次
） 

 ← 

一
次
下
請
等
の
別
を
示
し
イ
ン
デ
ッ
ク
ス
を
貼
付 

（イ） 

（ロ） 
 ① 

（ロ） 
 ② 

（ロ） 
 ② 
（ニ） 
 ⑦ 

（ロ） 
 ③ 

（ニ） 
 ③ 
（ロ） 
 ④ 
 

（ロ） 
 ⑥  

（ロ） 
 ⑦ 

（ロ） 
 ⑧ 

（ロ） 
 ⑤ 

100



 

 

 

 

別記様式甲第131号 続き ［記載例］ （元請Ａ社が一次下請Ｂ社について作成する場合）                                        

            

［下請負者に関する事項］ 

［参考３］ 

建 設 業

の 許 可 

施行に必要な許可業種 許 可 番 号 許可（更新）年月日 

  舗装   工事業 
大臣 特定 
都知事 一般 

○第○○○○号 令 和 ○ 年 ○ 月 ○ 日 

  電気   工事業 
大臣 特定 
都知事 一般 

○第○○○○号 令 和 ○ 年 ○ 月 ○ 日 

 

 

会 社 名 ・  

事業者ＩＤ 

 

□□□工業 株式会社 

 

 

代表者名 

 

 

 ○○ ○○ 

住 所 

〒 

 

                   

工 事 件 名 
及 び 
工 事 内 容 

特別区道○号線 路面補修工事 のうち舗装工事及び電気設備工事 

アスファルト舗装工及び電気設備工（※工事内容は、下請が行う工事のみ記載） 

工   期 
自  令和○年○月○日 
至  令和○年○月○日 

契約日 令和○年○月○日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康保険等 

の 

加入状況 

保険加入の

有無 

健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

加入  未加入 

適用除外 

加入  未加入 

適用除外 

加入  未加入 

適用除外 

事業所整理

記号等 

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

    

 

 

現 場 代 理 人 名 □ □ □ □ 

 権 限 及 び 

意見申し出方法 

下請契約書（契約書②） 

記載のとおり書面による 

主任技術者名※ 

専 任 

□ □ □ □ 

非専任 

 
資 格 内 容 

建設業法 「技術検定」 

２級土木施工管理技士 

 

 

安全衛生責任者名 □ □ □ □ 

安全衛生推進者名 □ □ □ □ 

雇 用 管 理 責 任 者 □ □ □ □ 

専 門 技 術 者 名 ※  

 資 格 内 容  

担当工事内容  

 

           

一号特定技能外国人 
従事の状況（有無） 有   無 外国人建設就労者の 

従事の状況(有無) 有  無 外国人技能実習生の 
従事の状況（有無） 有   無 

 

           
※［主任技術者、専門技術者の記載要領］ 
 

 １ 主任技術者の配置状況について〔専任・非専任〕のいずれかを明らかにすること。 

 ２ 専門技術者欄には、土木・建築一式工事を請け負い、その工事に含まれる専門工事を施工する場合に 

  必要な主任技術者を記入する。（一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格を有する場 

  合は、専門技術者を兼ねることができる） 

 ３ 主任技術者の資格内容は、下記を参考に記入すること。 

  ① 経験年数による場合 

   １）大学卒〔指定学科〕  ３年以上の実務経験 

   ２）高校卒〔指定学科〕  ５年以上の実務経験 

   ３）その他        10年以上の実務経験 

  ② 資格等による場合 

   １）建設業法      「技術検定」          ○級○○施工管理技師 

   ２）建築士法      「建築士試験」         ○○建築士 

   ３）建築士法      「建築設備士試験」       建築設備士 

   ４）技術士法      「技術士試験」         ○○部門 

   ５）電気工事士法    「電気工事士試験」       第○種電気工事士 

   ６）電気事業法     「電気主任技術者試験」     第○種電気主任技術者 

   ７）水道法       「給水装置工事主任技術者試験」 給水装置工事主任技術者 

   ８）消防法       「消防設備士試験」       ○種消防設備士 

   ９）職業能力開発促進法 「技能検定」          ○級○○技能士 

   10）その他       「○○試験」          ○○士 

  

 

（ハ） 

 ① 

（ニ） 

 ① 

（ハ） 

 ② 

（ニ） 

 ② 

（ニ） 

 ⑥ 

（ハ） 

 ③ 

（ニ） 

 ④ 

（ニ） 

 ⑤ 

（ニ） 

 ⑧ 
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［参考５］ 別記様式甲第132号（再下請負通知書）の記載事項及び添付書類 

   ○施工体制台帳作成工事である旨の通知を受け、再下請負通知を行う下請負者 

（建設業の許可を受けているか否かを問わない） 

・・・・自社（[参考１]図－1、２のＢ社、Ｃ社、Ｅ者） 

   ○再下請通知書を作成する下請負者（上記の自社）が、工事を受注させた他の建設業を営む者 

（建設業の許可を受けているか否かを問わない）                     

・・・・再下請負者（[参考１]図－1、２のＣ社、Ｄ社、Ｆ社） 

 事 項 添付書類 

ヘ  自社の建設業許可番号及びその受注した建設工事に係る建設業許可の種類（建設

業許可を受けている場合のみ）
   

 

ト  自社の商号・名称及び住所、自社が受注した建設工事の名称、内容及び工期、注

文者の商号・名称及び注文者と下請負契約を締結した年月日、自社における健康保

険等の加入状況、自社が受注した建設工事における外国人技能実習生及び外国人建

設就労者の従事の状況 

 

チ  自社が工事を請け負わせた他の建設業を営む者（再下請負者）に関する次に掲げ

る事項
 

 

①  再下請負者の商号・名称及び住所 

②  再下請負者の建設業許可番号及びその受注した建設工事に係る建設業許可の種類

（建設業許可を受けている場合のみ） 

③ 再下請負者の健康保険等加入状況 

リ  再下請負者が受注した建設工事に関する次に掲げる事項 (1)自社が再下請負者と締結

した請負契約に係わる契約

書の写し 

 

（建設業法第 19 条第 1 項各

号に掲げる事項が網羅さ

れていなければならない

ので、これらを網羅してい

ない注文伝票等は、ここで

いう契約書に該当しな

い。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 再下請負が受注した建設工事の名称、内容及び工期 

② 再下請負者が自社と下請負契約を締結した年月日 

③ 自社が、再下請負者が施工する当該工事について監督員をおく場合は、当該監督

員の氏名及び監督員の権限、監督員の行為について、再下請負者の自社への意見申

出方法。（自社は、監督員について、再下請負者へ書面による通知が必要） 

④  再下請負者が現場代理人を置くときは、現場代理人の氏名及び現場代理人の権限、

現場代理人の行為について、自社の再下請負者に対する意見申出方法。（再下請負者

は、現場代理人について、自社に書面による通知が必要） 

⑤ 再下請負者が実際に工事現場に置く主任技術者の氏名、資格及びその者が実際に

専任で置かれているか否かの別 

⑥ 再下請負者が⑤の主任技術者以外に専門技術者（土木工事業又は建築工事業を営

む者が土木一式工事又は建築一式工事を請負い、当該一式工事に含まれる他の建設

工事を施工する場合や、附帯工事を自ら施工する場合に、工事現場におく技術者を

いう。）を置くときは、当該者の氏名、その者が管理をつかさどる建設工事の内容及

びその有する主任技術者資格 

⑦ 再下請負者における外国人技能実習生及び外国人建設就労者の従事の状況 

ただし、ヘ、チ②、リ③、④、⑤、⑥は、該当する場合にのみ必要なものである。 

なお、建設業許可業者の情報は「国土交通省 建設業者・宅建業者等企業情報検索システム」により、確認できる。 

（https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/kenchiku/kensetsu/kensaku.htm）
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［参考 6］ 再下請負通知書の記載例 

 

別記様式甲第132号 ［記載例］ （一次下請 B社が再下請C社について作成する場合） 
                                                      令和○年 ○月 ○日 
                                                        

再 下 請 負 通 知 書 

［参考 5］ 

直近上位の                【報告下請負業者】△△電気（株） 
注文者名    ○○建設 株式会社      

住  所                
                                          

                                                      元請名称・

事業者 ID 〇〇建設株式会社 
会社名・ 
事業者 ID                

 
[ 自 社 に 関 す る 事 項 ]        代表者名                

工事件名 
及び 

工事内容 

特別区道○号線 路面補修工事のうち 舗装工事及び電気設備工事 
アスファルト舗装工事（※工事内容は自社が行う工事のみ記載） 

工  期  自 令和△年 △月 △日 
 至 令和△年 △月 △日 

注文者と

の契約日 令和○年 ○月 ○日 

 
 

建設業の

許  可 

施行に必要な許可業種 許 可 番 号 許可（更新）年月日 

舗装 工事業 大 臣 特定 
都知事 一般 令和○年○月○日 

 電気 工事業 大 臣 特定 
都知事 一般 令和○年○月○日 

 

健康保険等 
の 

加入状況 

保険加入の

有無 

健康保険 厚生年金保険 雇用保険 
加入  未加入 

適用除外 
加入  未加入 

適用除外 
加入  未加入 

適用除外 
事業所整理

記号等 
営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

    
 

監督員名 （※当該下請負工事に関す

る自社の監督員名を記入） 
 

安全衛生責任者名 ○ ○ ○ ○ 

 権 限 及 び 
意見申出方法 

再下請契約書（契約書③）

記載のとおり書面による 安全衛生推進者名 ○ ○ ○ ○ 

現場代理人名 □ □ □ □ 雇用管理責任者 ○ ○ ○ ○ 

 権限及び  
意見申出方法 

下請契約書（契約書②）記

載のとおり書面による 専門技術者名＊  

主任技術者名＊ 専任 
非専任 

 
資 格 内 容  

 
資格内容 建設業法「技術検定」 

２級土木施工管理技士  担当工事内容  

 
            

一号特定技能外国人の 
従事の状況（有無） 有  無 外国人建設就労者の

従事の状況(有無) 有   無 外国人技能実習生の 
従事の状況（有無） 有  無 

 
（記入要領） 

１ この様式は再下請負契約がある場合使用する。 
２ この様式は一次以下の下請負者が作成し、一次下請別の施工体制台帳（別記様式甲第１３１号）の添付書類

として利用する。様式は一例であり、（一社）全国建設業協会等が定めた他様式を使用しても良い。 
３ この様式に、再下請負者と締結した請負契約に係る契約書の写しを添付すること。（ただし、契約書には、建

設業法第１９条第１項各号に掲げる事項が網羅されていなければならないので、これらを網羅していない注

文伝票等は、ここでいう契約書に該当しない。） 
４ この様式には、必要に応じ自社及び再下請負者の主任技術者、専門技術者の資格・所属に関する書類を添付

すること。 

  
 

△ 

△
電
気
㈱
（
二
次
） 

 ← 

再
下
請
負
等
の
別
を
示
し 

イ
ン
デ
ッ
ク
ス
を
貼
付 

○第○○号 

○第○○号 

（ト） 

□ □ □ □ 

（ト） 
 

（ヘ） 

（ト） 

  

［参考 3］（ニ）⑥ 

［参考 3］ 
（ニ）④、⑤ 

（リ） 
 ③ 

（ト） 
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別記様式甲第132号 続き ［記載例］（一次下請Ｂ社が再下請Ｃ社について作成する場合） 

 

[再 下 請 負 関 係 ] 

［参考 5］ 

会社名･ 

事業者ID 
△△電気 株式会社 代表者名 △ △ △ △ 

住 所 

及び 

電話番号 

 〒 

 

               （℡    ―    ―      ） 

工事件名 

及び 

工事内容 

特別区道○号線 電気設備工事 

電気工事 （※工事内容は、当該下請会社が行う工事のみ記載） 

工  期 
自  令和△年 △月 △日 

至 令和×年 ×月 ×日 
契約日 令和△年△月△日 

 

建設業の

許  可 

施行に必要な許可業種 許 可 番 号 許可（更新）年月日 

 電気 工事業 
大 臣 特定 

都知事 一般 
令和○年 ○月 ○日 

工事業 
大 臣 特定 

都知事 一般 
令和 年  月  日 

 

健康保険等 

の 

加入状況 

保険加入の

有無 

健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

加入  未加入 

適用除外 

加入  未加入 

適用除外 

加入  未加入 

適用除外 

事業所整理

記号等 

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

    

 

現場代理人名 △ △ △ △ 

   権限及び 
意見申出方法 

再下請負契約書（契約書③） 

記載のとおり書面による 

主任技術者名＊ 
専 任 

非専任 

 
資格内容 

建設業法「技術検定」 

２級電気工事施工管理士 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一号特定技能外国人の

従事の状況（有無） 有  無 外国人建設就労者の 
従事の状況（有無） 有  無 外国人技能実習生の 

従事の状況（有無） 有  無 

 

※ [主任技術者、専門技術者の記載要領] 

１ 主任技術者の配置状況について、[専任・非専任]のいずれかを明らかにすること。 

安全衛生責任者名 ○ ○ ○ ○ 

安全衛生推進者名 ○ ○ ○ ○ 

雇用管理責任者 ○ ○ ○ ○ 

専門技術者名※ 
 

 
資 格 内 容 

 

 
担当工事内容 

 

２ 専門技術者欄には、土木・建築一式工事を請け負い、その工事に含まれる専門工事を施工する場合等に必要な主任技

術者を記入する。 

（一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格を有する場合は、専門技術者を兼ねることができる。） 

３ 主任技術者の資格内容は、下記を参考に記入すること。 

① 経験年数による場合 

１）大学卒[指定学科]   3 年以上の実務経験 

２）高校卒[指定学科]   5 年以上の実務経験 

３）その他        10 年以上の実務経験 

             ② 資格等による場合 

              １）建設業法      「技術検定」          ○級○○施工管理技士 

              ２）建築士法      「建築士試験」         ○○建築士 

              ３）建築士法      「建築設備士試験」       建築設備士 

              ４）技術士法      「技術士試験」         ○○部門 

              ５）電気工事士法    「電気工事士試験」       第○種電気工事士 

              ６）電気事業法     「電気主任技術者試験」     第○種電気主任技術者 

              ７）水道法       「給水装置工事主任技術者試験」 給水装置工事主任技術者 

              ８）消防法       「消防設備士試験」       ○種消防設備士 

              ９）職業能力開発促進法 「技能検定」          ○級○○技能士 

              10）その他       「○○試験」          ○○士 

 

 

（チ） 

 ① 

（リ） 

 ① 

（リ） 

 ④ 

（リ） 

 ⑤ 

（リ） 

 ⑥ 

○第○○号 

第   号 

（リ） 

 ② 

（チ） 

 ② 

（チ） 

 ③ 

（リ） 

 ⑦ 

△ △ △ △ 
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別記様式甲第132号 ［記載例］ （二次下請 C社が再下請D社について作成する場合） 
                                                        令和○年 ○月 ○日 
                                                       

再 下 請 負 通 知 書 

［参考 5］ 

直近上位の                【報告下請負業者】△△電気（株） 
注文者名    ○○建設 株式会社      

住  所                
                                          
元請名称・

事業者 ID 〇〇建設株式会社 
会社名・ 
事業者 ID               

 
 
 

[ 自 社 に 関 す る 事 項 ]       代表者名                

工事件名 
及び 

工事内容 

特別区道○号線 路面補修工事のうち 電気設備工事 
電気工事（※工事内容は自社が行う工事のみ記載） 

工  期 自 令和△年△月△日 
至 令和×年×月×日 

注文者と 
の契約日 令和○年○月○日 

 
 

建設業の

許  可 

施行に必要な許可業種 許 可 番 号 許可（更新）年月日 

電気 工事業 大 臣 特定 
都知事 一般 令和○年○月○日 

  工事業 大 臣 特定 
都知事 一般 令和 年 月 日 

 

健康保険等 
の 

加入状況 

保険加入の

有無 

健康保険 厚生年金保険 雇用保険 
加入  未加入 

適用除外 
加入  未加入 

適用除外 
加入  未加入 

適用除外 
事業所整理

記号等 
営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

    
 
 

監督員名 
（※当該再下請負工事に関す

る自社の監督員名を記入） 

 
安全衛生責任者名 ○ ○ ○ ○ 

 権限及び 
意見申出方法 

再下請契約書（契約書④）

記載のとおり書面による 安全衛生推進者名 ○ ○ ○ ○ 

現場代理人名 △ △ △ △ 雇用管理責任者 ○ ○ ○ ○ 

 権限及び 
意見申出方法 

再下請契約書（契約書③）

記載のとおり書面による 専門技術者名＊  

主任技術者名＊ 専 任  
非専任  

 
資格内容  

 
資格内容 電気工事士法「電気工事士試験」  

第一種電気工事士 
 

担当工事内容  

 
 

一号特定技能外国人の

従事の状況（有無） 有  無 
外国人建設就労者の 
従事の状況（有無） 有  無 

外国人技能実習生の 
従事の状況（有無） 有  無 

 
 

（記入要領） 
１ この様式は再下請負契約がある場合使用する。 
２ この様式は一次以下の下請負者が作成し、一次下請別の施工体制台帳（別記様式甲第１３１号）の添付書類

として利用する。様式は一例であり、（一社）全国建設業協会等が定めた他様式を使用しても良い。 
３ この様式に、再下請負者と締結した請負契約に係る契約書の写しを添付すること。（ただし、契約書には、建

設業法第１９条第１項各号に掲げる事項が網羅されていなければならないので、これらを網羅していない注

文伝票等は、ここでいう契約書に該当しない。） 
４ この様式には、必要に応じ自社及び再下請負者の主任技術者、専門技術者の資格・所属に関する書類を添付

すること。 
 

  
 

×
×
×
設
備
㈲
（
三
次
） 

 ← 

再
下
請
負
等
の
別
を
示
し 

イ
ン
デ
ッ
ク
ス
を
貼
付 

○第○○号 

第  号 

△ △ △ △ 

（ト） 

（ヘ） 

（リ） 
 ③ 

（リ）④、⑤ 

（リ）⑥ 

（ト） 

（ト） 

（ト） 
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別記様式甲第132号 続き ［記載例］（ニ次下請Ｃ社が再下請Ｄ社について作成する場合） 

[再 下 請 負 関 係 ] 

［参考 5］ 

会社名･ 

事業者 ID 
××設備 有限会社 代表者名 × × × × 

住 所 

及び 

電話番号 

 〒 

 

               （℡    ―    ―      ） 

工事件名 

及び 

工事内容 

特別区道○号線 電気設備工事 

設備工事 （※工事内容は、当該下請会社が行う工事のみ記載） 

工  期 
 自 令和△年△月△日 

 至 令和×年×月×日 
契約日 令和△年 △月 △日 

 

建設業の

許  可 

施行に必要な許可業種 許 可 番 号 許可（更新）年月日 

 管 工事業 
大 臣 特定 

都知事 一般 
令和○年 ○月 ○日 

工事業 
大 臣 特定 

都知事 一般 
令和 年  月  日 

 

健康保険等 

の 

加入状況 

保険加入の

有無 

健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

加入  未加入 

適用除外 

加入  未加入 

適用除外 

加入  未加入 

適用除外 

事業所整理

記号等 

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

    

 

現場代理人名 × × × × 

   権限及び 
意見申出方法 

再下請負契約書（契約書④） 

記載のとおり書面による 

主任技術者名＊ 
専 任 

非専任 

 

資格内容 

職業能力開発促進法 

「技能検定」 

１級配管技能士 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

安全衛生責任者名 ○ ○ ○ ○ 

安全衛生推進者名 ○ ○ ○ ○ 

雇用管理責任者 ○ ○ ○ ○ 

専門技術者名※ 
 

 
資 格 内 容 

 

 
担当工事内容 

  

 

 

 

一号特定技能外国人

の従事の状況（有無） 有  無 外国人建設就労者の 
従事の状況（有無） 有  無 外国人技能実習生の 

従事の状況（有無） 有  無 

 

※ [主任技術者、専門技術者の記載要領] 

            １ 主任技術者の配置状況について、[専任・非専任]のいずれかを明らかにすること。 

            ２ 専門技術者欄には、土木・建築一式工事を請け負い、その工事に含まれる専門工事を施工 

する場合等に必要な主任技術者を記入する。（一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術 

者としての資格を有する場合は、専門技術者を兼ねることができる。） 

            ３ 主任技術者の資格内容は、下記を参考に記入すること。 

① 経験年数による場合 

１）大学卒[指定学科]   3 年以上の実務経験 

２）高校卒[指定学科]   5 年以上の実務経験 

３）その他        10 年以上の実務経験 

             ② 資格等による場合 

              １）建設業法      「技術検定」          ○級○○施工管理技士 

              ２）建築士法      「建築士試験」         ○○建築士 

              ３）建築士法      「建築設備士試験」       建築設備士 

              ４）技術士法      「技術士試験」         ○○部門 

              ５）電気工事士法    「電気工事士試験」       第○種電気工事士 

              ６）電気事業法     「電気主任技術者試験」     第○種電気主任技術者 

              ７）水道法       「給水装置工事主任技術者試験」 給水装置工事主任技術者 

              ８）消防法       「消防設備士試験」       ○種消防設備士 

              ９）職業能力開発促進法 「技能検定」          ○級○○技能士 

              10）その他       「○○試験」          ○○士 

 

 

（チ） 

 ① 

（リ） 

 ① 

（リ） 

 ④ 

（リ） 

 ⑥ 

○第○○号 

第   号 

（リ） 

 ② 

（チ） 

 ② 

（チ） 

 ③ 

（リ） 

 ⑦ 

（リ） 

 ⑤ 

△ △ △ △ 
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２．（測量・調査・設計等）委託契約 
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別記様式乙第 101 号 

［件  名］ 

委託総括書 
 

委託項目・工種・種別 内容（数量） 金額（円） 摘  要 
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別記様式乙第 102 号 

［件  名］ 

第   号             

種別内訳書 
 

種別・細別・内訳 形状・寸法 数 量 単 位 摘 要 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

注．本様式は、設計委託、測量委託、地質調査委託、工事監理業務委託等の場合は、完了

内訳書及び請求内訳書への添付が不要である。 
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別記様式乙第103号

種　　　別

出　来　高

備考：予定は青、実施は赤で着色すること。

月 月 月月 月 月月 月 月 月月 月

工程表
件名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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別記様式乙第2号 

 

   

 

 

工 事 等 主 管 課 

課  長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

 

 

 

   

  

台帳番号  

 

代理人及び主任技術者等通知書 
 

  年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

                     受注者 

氏名                 ○印 

                         

 

 

                                                     

 

 代理人及び主任技術者等を下記のとおり定めたので別紙経歴書を添えて通知します。 

 

契 約 番 号  

件 名  

履 行 場 所  

契 約 金 額 

  

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日   年  月  日 履 行 期 限   年  月  日 

代 理 人 氏 名 

ふりがな 

主任技術者氏名 

(注1・２) 

ふりがな 

  

注１ 営繕設計の場合は、管理技術者氏名を記入する。 

注２ 工事監理業務の場合は、監理業務技術者氏名を記入する。 

※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属:            役職:        氏名:          電話番号:         

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名※ 
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別記様式乙第2号の2 

   

 

 

工 事 等 主 管 課 

課  長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

  

台帳番号  

 

代理人、主任技術者等及び照査技術者通知書 
 

  年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

                     受注者 

氏名                 ○印 

 

 

                                                      

 

 

 代理人、主任技術者等及び照査技術者を下記のとおり定めたので別紙経歴書を添えて通知します。 

 

契 約 番 号  

件 名  

履 行 場 所  

契 約 金 額 

  

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日   年  月  日 履 行 期 限   年  月  日 

代 理 人 氏 名 

ふりがな 

主任技術者氏名 

(注1・２) 

ふりがな 

  

照査技術者氏名 

ふりがな 

 
 

注．照査技術者を指名する委託の場合に、使用する。 

注１ 営繕設計の場合は、管理技術者氏名を記入する。 

注２ 工事監理業務の場合は、監理業務技術者氏名を記入する。 

※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属:            役職:        氏名:          電話番号:         

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名※ 
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別記様式乙第 104 号 

 

経歴書（       ） 
 

 

ふ り が な             

氏  名        

 

 

 

学  歴 

 

１．  年  月 

 

 

 

 

 

 

職  歴 

 

１．  年  月～    年  月 

 

 

 

 

 

 

資  格 

 

１．  年  月 

 

 

 

 

 

 

注 1）  標題の（  ）内には、代理人、主任技術者、照査技術者の別を記載すること。 

2）  職歴欄は、職歴とともに主任技術者等の資格に関連する期間の経歴を記載すること。 

3）  資格欄は、技術士、ＲＣＣＭ（シビルコンサルティングマネージャ）等を記載すること。  

4）  資格保有者の場合は、資格を確認できる資格証等の写しを添付すること。 
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別記様式乙第105号  

 

※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属:            役職:        氏名:          電話番号:         

工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

   

 

 

   

台帳番号  

 

身分証明書発行申請書 
 

  年  月  日 

  

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

受注者 

氏名               ○印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 下記の委託業務施行にあたり、別記の者が土地立入の際携帯する身分証明書の発行を申請します。 

 

契 約 番 号  

件 名  

履 行 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日    年  月  日 履 行 期 限   年  月  日 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名※  
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○○○○第○○号 ○○○○第○○号

身分証明書 身分証明書

勤務先　○○建設　株式会社 勤務先　○○建設　株式会社

住所　東京都北区○○　○丁目○○番○号 住所　東京都北区○○　○丁目○○番○号

２．履行場所　北区○○ ２．履行場所　北区○○

３．委託期間　 ３．委託期間　

　　　　　　　 至　○○年○月○○日 　　　　　　　 至　○○年○月○○日

○○年○月○○日 ○○年○月○○日

東京都北区長 東京都北区長

山田　加奈子 山田　加奈子

○○○○第○○号 ○○○○第○○号

身分証明書 身分証明書

勤務先　○○建設　株式会社 勤務先　○○建設　株式会社

住所　東京都北区○○　○丁目○○番○号 住所　東京都北区○○　○丁目○○番○号

２．履行場所　北区○○ ２．履行場所　北区○○

３．委託期間　 ３．委託期間　

　　　　　　　 至　○○年○月○○日 　　　　　　　 至　○○年○月○○日

○○年○月○○日 ○○年○月○○日

東京都北区長 東京都北区長

山田　加奈子 山田　加奈子

○○○○第○○号 ○○○○第○○号

身分証明書 身分証明書

勤務先　○○建設　株式会社 勤務先　○○建設　株式会社

住所　東京都北区○○　○丁目○○番○号 住所　東京都北区○○　○丁目○○番○号

２．履行場所　北区○○ ２．履行場所　北区○○

３．委託期間　 ３．委託期間　

　　　　　　　 至　○○年○月○○日 　　　　　　　 至　○○年○月○○日

○○年○月○○日 ○○年○月○○日

東京都北区長 東京都北区長

山田　加奈子 山田　加奈子

自　○○年○月○○日

顔写真
氏名　○○　○○

○○年○月○日生

上記の者は北区施行の下記委託

に従事する者であることを証明する。

記

１．件　　名　○○○○委託

公印

顔写真
氏名　○○　○○

自　○○年○月○○日

顔写真
氏名　○○　○○

○○年○月○日生

上記の者は北区施行の下記委託

に従事する者であることを証明する。

記

１．件　　名　○○○○委託

顔写真
氏名　○○　○○

○○年○月○日生

上記の者は北区施行の下記委託

に従事する者であることを証明する。

記

公印

１．件　　名　○○○○委託

自　○○年○月○○日

顔写真
氏名　○○　○○

○○年○月○日生

公印

上記の者は北区施行の下記委託

に従事する者であることを証明する。

記

１．件　　名　○○○○委託

自　○○年○月○○日

公印

顔写真
氏名　○○　○○

○○年○月○日生

上記の者は北区施行の下記委託

に従事する者であることを証明する。

記

１．件　　名　○○○○委託

自　○○年○月○○日

公印

○○年○月○日生

上記の者は北区施行の下記委託

に従事する者であることを証明する。

記

１．件　　名　○○○○委託

自　○○年○月○○日

公印

顔写真はデジタルカメ

ラ等で撮影し、データと

して貼り付けたものを

プリントし、公印を押印

したものをラミネート

することを原則とする

が、困難な場合は監督員

の指示によること。 

書式データについては、

監督員から受領するこ

と。 
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　　注     意

１．この証明書は、標記　委託　に従
事する場合には、必ず携帯し、関係人
に請求があったときは、いつでも掲示
しなければならない。
２．この証明書の記載事項は訂正しな
い訂正したものは無効とする。
３．この証明書は、他人に貸与し、又
譲渡してはならない。
４．この証明書を紛失したときは、す
みやかに東京都北区長へ届け出なけれ
ばならない。
５．この証明書の有効期間は、委託期
間とし、有効期間を経過したときは、
すみやかに東京都北区長へ返還しなけ
ればならない。

　　注     意

１．この証明書は、標記　委託　に従
事する場合には、必ず携帯し、関係人
に請求があったときは、いつでも掲示
しなければならない。
２．この証明書の記載事項は訂正しな
い訂正したものは無効とする。
３．この証明書は、他人に貸与し、又
譲渡してはならない。
４．この証明書を紛失したときは、す
みやかに東京都北区長へ届け出なけれ
ばならない。
５．この証明書の有効期間は、委託期
間とし、有効期間を経過したときは、
すみやかに東京都北区長へ返還しなけ
ればならない。

　　注     意

１．この証明書は、標記　委託　に従
事する場合には、必ず携帯し、関係人
に請求があったときは、いつでも掲示
しなければならない。
２．この証明書の記載事項は訂正しな
い訂正したものは無効とする。
３．この証明書は、他人に貸与し、又
譲渡してはならない。
４．この証明書を紛失したときは、す
みやかに東京都北区長へ届け出なけれ
ばならない。
５．この証明書の有効期間は、委託期
間とし、有効期間を経過したときは、
すみやかに東京都北区長へ返還しなけ
ればならない。

　　注     意

１．この証明書は、標記　委託　に従
事する場合には、必ず携帯し、関係人
に請求があったときは、いつでも掲示
しなければならない。
２．この証明書の記載事項は訂正しな
い訂正したものは無効とする。
３．この証明書は、他人に貸与し、又
譲渡してはならない。
４．この証明書を紛失したときは、す
みやかに東京都北区長へ届け出なけれ
ばならない。
５．この証明書の有効期間は、委託期
間とし、有効期間を経過したときは、
すみやかに東京都北区長へ返還しなけ
ればならない。

　　注     意

１．この証明書は、標記　委託　に従
事する場合には、必ず携帯し、関係人
に請求があったときは、いつでも掲示
しなければならない。
２．この証明書の記載事項は訂正しな
い訂正したものは無効とする。
３．この証明書は、他人に貸与し、又
譲渡してはならない。
４．この証明書を紛失したときは、す
みやかに東京都北区長へ届け出なけれ
ばならない。
５．この証明書の有効期間は、委託期
間とし、有効期間を経過したときは、
すみやかに東京都北区長へ返還しなけ
ればならない。

　　注     意

１．この証明書は、標記　委託　に従
事する場合には、必ず携帯し、関係人
に請求があったときは、いつでも掲示
しなければならない。
２．この証明書の記載事項は訂正しな
い訂正したものは無効とする。
３．この証明書は、他人に貸与し、又
譲渡してはならない。
４．この証明書を紛失したときは、す
みやかに東京都北区長へ届け出なけれ
ばならない。
５．この証明書の有効期間は、委託期
間とし、有効期間を経過したときは、
すみやかに東京都北区長へ返還しなけ
ればならない。
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別記様式乙第116号  工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

台帳番号  

 

検査請求予定協議書 
 

  年  月  日 

    

東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

受注者 

氏名               ○印 

 

 

 

 下記の委託について、特記仕様書により協議します。 

 

契 約 番 号  

件 名  

履 行 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日   年  月  日 履 行 期 限   年  月  日 

 
下記のとおり請求予定です。 
 
           

 
検査対象期間 検査予定月 

月末まで 月 

月末まで 月 

月末まで 月 

月末まで 月 

 注．この様式は、作業委託等において部分払請求を行う場合、あらかじめその時期を協議する際に使用する。 

 

※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属:            役職:        氏名:          電話番号:         

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名※ 
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別記様式乙第3号 

   

 

 工 事 等 主 管 課 

 

 課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

 

台帳番号  

 

既済部分検査請求書（第  回） 
 

  年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

                     受注者 

氏名                 ○印 

 

 

 

 

 下記委託の既済部分検査（第  回）を請求します。 

 

契 約 番 号  

件 名  

履 行 場 所  

契 約 金 額  ￥ 

既 受 領 額 

（うち前払金額） 

 ￥ 

（￥                               ） 

契 約 年 月 日    年  月  日 履 行 期 限   年  月  日 

既 済 部 分 

の 支 払 を 

受 け る 根 拠  

契約条項第     条 

 

検 査 担 当 

受 付 年 月 日 
    年  月  日 係 長  係 員  

 
※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属:            役職:        氏名:          電話番号:         

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名※ 
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別記様式乙第106号 

 

既済部分出来高種別内訳書 
 

今 回  既 

済  部  分 

出来高金額 

 

出 来 高 歩 合   ％ 

出来高年月日 年    月    日現在 

 

種      別 契 約 金 額 
前 回 ま で の 

出 来 高 金 額 

今 回 の 

出 来 高 金 額 
摘  要 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

注．この様式は、同一作業がくりかえし完了するような委託契約の出来高請求に使用するもので委託完了届に添付す

る。 
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別記様式乙第 107 号  
 

上段：前回までの出来高  
下段：今回の出来高  

種 別  
形 状  
寸 法  

単

位  
契   約  出 来 高  

摘 要  
数量  単価  金額  数量  単価  金額  

 
 

         

 
 

         

 
 

         

 
 

         

 
 

         

 
 

         

 
 

         

 
 

         

 
 

         

 
 

         

 
 

         

 
 

         

 
 

         

 
 

         

 
 

         

 
 

         

 

既済部分出来高種別内訳書 
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別記様式乙第 108 号 

 

 

 

承諾書 
 

   年  月  日 

 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

 

 

 

 

住所        

                                   

   受注者
 氏名              ㊞ 

                        

 

 

 

 

 

 

 

      年  月  日付     第     号    による ○ ○ については異議が

ないので承諾いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注．本文中の「○○」については、一括変更、委託中止、又は委託中止解除等のうち該当するものを 

 記入すること。 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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別記様式乙第 111 号 

 

請求書 
 

   年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

 

 

    〒     －        

住所        

                     
   受注者

 氏名             ㊞ 

 

 

 

 

下 記 の と お り 請 求 し ま す 。  

 

 

 

請 求 金 額   ￥               

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥       ） 

 

 

    １．契 約 番 号 

 

 

    ２．件 名 

 

 

    ３．契 約 金 額   ￥ 

                  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥       ） 

 

    ４．変更契約金額   ￥ 

                  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥       ） 

 

    ５．既 受 領 金 額   ￥ 

            （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥       ） 

    

    ６．今回請求金額   ￥ 

            （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥       ） 

    

 

 

 

     注．必要のない項目は削除すること。 

 

５及び６の項目は、作業委託等の出来高請求の場合に記載する。 

 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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別記様式乙第109号 

   

 

 

 

工 事 等 主 管 課 

課  長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

台帳番号  

 

納品書 
 

  年  月  日 

 

  東京都北区長   殿 

 

 

 

住所 

                     受注者 

氏名                  

 

 

 

 

 

 

  別紙納品内訳書のとおり納入します。 

 

契 約 番 号  

件 名  

納 入 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日   年   月   日 

履 行 期 限   年   月   日   

 

 注． この様式は、測量・調査・設計における成果品の提出の際に使用する。 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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別記様式乙第 110 号 

 

納品内訳書 
 

品     名 数     量 備    考 
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別記様式乙第112号 

   

 

工 事 等 主 管 課 

課  長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

  

台帳番号  

 

前払金請求確認書 
 

  年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

                     受注者 

氏名                 ○印 

 

 

 

 

 

 

  下記の委託に関する前払金の請求については確認欄のとおりです。 

 

契 約 番 号  

件 名  

履 行 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日         年   月   日 

履 行 期 限        年   月   日 

前 払 金 等 

請 求 確 認 欄 
１ 請求する。    ２ 請求しない。 

注 1  前払金請求確認欄は、該当する項目の番号を○で囲む。 

※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属:            役職:        氏名:          電話番号:         

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名※ 
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別記様式乙第118号 

   工 事 等 主 管 課 

 課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

     

 

台帳番号  

 

再委託届 
 

  年  月  日 

    

東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

受注者 

氏名               ○印 

                                

                         

 

 

 

 

下記のとおり協力会社に再委託しますので届け出ます。 

なお、協力会社に対する委託の調整、指導及び監督については、当社において一切の

責任をもって行います。 

 

契 約 番 号  

件 名  

履 行 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

 

契 約 年 月 日 

 

  年  月  日 履 行 期 限   年  月  日 

再 委 託 金 額 

  

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

協 力 会 社 名  別記記載のとおり 

※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属:            役職:        氏名:          電話番号:         

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名※ 
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別記様式乙第１１８号の２

注）　設計図書で指定した軽微な部分の再委託の相手方の記載は対象外とする。
　　　

再委託先の
住所、称号・名称、
代表者氏名

(再委託先1)

再委託の必要性

再委託する業務

(再委託先2)

の契約金額（予定）

再委託先の
住所、称号・名称、
代表者氏名

再委託業務内容

担当者氏名

（再々委託先１－１）
再々委託先の

再委託業務内容

担当者氏名

再委託の必要性

再々委託する業務
の契約金額（予定）

再委託先一覧表

再々委託業務内容

担当者氏名

再々委託の必要性

再委託する業務
の契約金額（予定）

住所、称号・名称、
代表者氏名
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別記様式乙第１１８号の３
 

（再委託先１） （再々委託先１－１）

○○○有限会社 ○○○有限会社

住所、TEL 住所、TEL

代表者氏名 代表者氏名

金額（予定） 　 金額（予定） 　

（再委託先２）

○○○株式会社（予定）

住所、TEL

代表者氏名

金額（予定or見込み） 　

注）・設計図書で指定した軽微な部分の再委託の相手方の記載は対象外とする。

　　・金額については、「再委託先一覧表」に記入した金額（予定）を記載する。

担当業務の範囲若しく
は内容

　

履行体系図

受託者
×××株式会社

担当業務の範囲若しく
は内容

△△に関する□
□地区基礎調
査

担当業務の範囲若しく
は内容
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別記様式乙第118号の４ 

技術者及び協力会社等一覧表 

担当技術者名簿（設計委託・監理業務）       受注者： 

業務分類 担当者名 常駐 所 属 会 社 名 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

※常駐の場合○を付ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）１「再委託届」の添付資料として提出を行う。 

  ２ 設計図書で指定した軽微な部分の再委託の相手方の記載は対象外とする。 
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別記様式乙第117号 

   工 事 等 主 管 課 

 課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

   

 

 

  

 

台帳番号  

 

設計業務計画書 
 

  年  月  日 

    

東京都北区長   殿 

 

 

 

住所 

受注者 

氏名  

 

 

 

代理人氏名                

 

 

 

 

 

 

下記委託について別添 業務計画書 を提出します。 

 

契 約 番 号  

件 名  

履 行 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日         年   月   日 

履 行 期 限        年   月   日 

  

注．この様式は、設計業務計画書のほか変更設計業務計画書等の書類の提出にも使用する。 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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別記様式乙第114号 

   工 事 等 主 管 課 

 課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

   

 

 

  

 

台帳番号  

 

（    ）承諾申請書 
 

  年  月  日 

     

東京都北区長   殿 

 

住所 

                        受注者 

氏名 

 

 

代理人氏名                

 

 下記委託について、別添（       ）の承諾を申請します。 

 

契 約 番 号  

件 名  

履 行 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日         年   月   日 

履 行 期 限        年   月   日 

 

上記の件について承諾します。 

 

   代理人  殿 

  年  月  日 

（工事等主管課長） 

氏 名               

 

  

注１ この様式は、特記仕様書等で材料の承諾を義務付けられているものについて使用する。 

  ２ （   ）内には、材料名称等を記載する。 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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別記様式乙第115号 

   工 事 等 主 管 課 

 課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

   

 

 

  

 

台帳番号   

 

保守点検結果報告書 
 

  年  月  日 

     

東京都北区長   殿 

 

 

 

住所 

受注者 

氏名 

 

 

 

代理人氏名                

 

 

 

 

 

 

 下記委託の保守点検の結果を別添資料のとおり報告します。 

 

契 約 番 号  

件 名  

履 行 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日         年   月   日 

履 行 期 限        年   月   日 

 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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別記様式乙第120号   

 

 

工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

 

台帳番号   

 

 

        書 
 

  年  月  日 

  （工事等主管課長あて） 

              殿 

 

 

住所 

受注者 

氏名                  

 

 

 

                           代理人氏名                

 

 

 

 

 

 下記委託について 設計業務委託仕様書 に基づき      します。 

 

契 約 番 号  

件 名  

履 行 場 所  

 

内容 

 

 

 

 

 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 

協 議 

報 告 

協議 

報告 

協議 

報告 
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３ ． 単  価  契  約 
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別記様式丙第 101 号 

 

 

工種別内訳書 
 

工 種 番 号 工 種 名 形状・寸法・摘要 
単 

位 
単価（円） 備 考 
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別記様式丙第2号   

 

 

 

工 事 等 主 管 課 

  課  長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

      

 

台帳番号  

 

代理人及び主任技術者等通知書 
 

  年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

                     受注者 

氏名                 ○印 

                          

  
 
                                                    
                            

下記のとおり定めたので別紙経歴書を添えて通知します。 

 

契 約 番 号  

件 名  

履 行 場 所  

契 約 年 月 日   年  月  日 

履 行 期 間   年  月  日  ～      年  月  日 

技 術 者 等 氏 名 建設業法上の該当資格に○をつける 

代 理 人 

ふりがな 

 
 

主 任 技 術 者 

ふりがな 

建設業法 第７条第２号の イ・ロ・ハ 
 

専 門 技 術 者    

ふりがな 
建設業法 第７条第２号の イ・ロ・ハ 

（                     ）  

注１．代理人及び主任技術者等とは、単価契約書の約款３条に該当するものをいう。 

注２．専門技術者については、管理の対象となる工事名を（  ）書きすること。 

※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属:            役職:        氏名:          電話番号:         

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名※ 
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別記様式丙第 102 号 

 

 

経歴書（       ） 
 

 

ふ り が な             

氏  名        

 

 

 

 

学  歴 

 

１．  年  月 

 

 

 

 

 

 

職  歴 

 

１．  年  月～   年  月 

 

 

 

 

 

 

 

資  格 

 

１．  年  月 

 

 

 

 

 

 

注 1）  標題の（  ）内には、代理人等該当するものの名称を記載すること。 

2）  職歴欄は、職歴とともに主任技術者又は監理技術者及び専門技術者の資格に関連する期間 

の工事経歴を記載すること。 

3）  資格欄は、特に仕様書等で定められたものを記載すること。 

4）  資格保有者の場合は、資格を確認できる資格証等の写しを添付すること。  
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※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属:            役職:        氏名:          電話番号:         

別記様式丙第3号  

工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情管理責任者 係 長 担当者 

  

 

 

  

 

 

台帳番号   

 

 

 

請 求 
  支給材料  受 領  書（第  回） 

返 納 
  年  月  日 

  

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

 

 

住所 

受注者 

氏名               ○印 

 

 

 

 

 

 

下記に使用する支給材料を別紙のとおり受領しました。 

 

 

 

契 約 番 号  

件 名  

履 行 場 所  

契 約 年 月 日   年  月  日 

履 行 期 間   年  月  日  ～      年  月  日 

支 給 材 料  別記記載のとおり 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名※ 

請求します。 

返納します。 
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別記様式丙第 103 号 

支給材料（請求・受領・返納）内訳書 
 

支給材料品名 形 状 寸 法 
単

位 

支 給 材 料 

総 数 量 
前回までの

数  量 
今 回 の 
数  量 

累 計 残 数 量 
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別記様式丙第4号  

 工 事 等 主 管 課 

課  長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

  

 

  

 

台帳番号   
 

巡回故障調査完了届 
 

  年  月  日 

 

  東京都北区長   殿 

 

 

住所 

                     受注者 

氏名                  

                  

 

 

 下記の件を本日完了したので届け出ます。 
 

契 約 番 号  指 示 番 号  

件     名  

履 行 場 所  

契 約 年 月 日   年  月  日 

履 行 期 間   年  月  日  ～      年  月  日 

指 示 年 月 日  年  月  日 指 示 期 限  年  月  日 

故 障 の 有 無      有   無  （別紙報告書のとおり） 

 

 

受 付 年 月 日 

 

 

    年  月  日 
監 督 員 

職 氏 名 
  

確 認 年 月 日      年  月  日 
確 認 者 

職 氏 名 

  

  

 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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別記様式丙第104号 
 

 

巡回故障調査完了内訳書 
工 種 番 号 

Ｎｏ 路 線 名 調 査 箇 所 調 査 延 長 
（Ｋｍ） 単 価 金 額 
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別記様式丙第105号 
 

 

巡回故障調査報告書 
工 種 番 号 

Ｎｏ 路 線 名 街灯整理番号 故 障 箇 所 内 容 数 量 
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検 査 担 当 

受 付 年 月 日 

 

  年  月  日 係 長 
 

係 員 
 

※ 受注者氏名欄に記名の上、押印する又は押印を省略する場合には以下を記載する。 

〔事務担当者〕 

所属:            役職:        氏名:          電話番号:         

別記様式丙第5号 

（工事） 

   

  
 契約主管課 工 事 等 主 管 課 

  課 長 課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

         

 
   

      

台帳番号  

 

完了届 
 

  年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

                     受注者 

氏名                 ○印 

                          

 

 

 

 下記の件を本日完了したので届け出ます。 

 

契 約 番 号  

件 名  

指 示 番 号  

履 行 場 所  

契 約 年 月 日   年  月  日 

履 行 期 間   年  月  日  ～      年  月  日 

指 示 年 月 日   年  月  日 

指 示 期 限   年  月  日 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名※  
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検 査 担 当 

受 付 年 月 日 

 

  年  月  日 係 長 

 

係 員 

 

 

別記様式丙第6号 

（工事） 

   

  
 契約主管課 工 事 等 主 管 課 

  課 長 課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

         

 
   

      

台帳番号  

 

総括完了届 
 

  年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

                     受注者 

氏名                 ○印 

                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 下記の件を本日完了したので届け出ます。 

 

契 約 番 号  

件 名  

指 示 番 号  

履 行 場 所  

契 約 年 月 日   年  月  日 

履 行 期 間   年  月  日  ～      年  月  日 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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別記様式丙第 6号の 2 
 

総括完了内訳書 
【指示別】                

指示 
番号 指 示 年 月 日 指 示 期 限 

出 来 高 金 額 

工 事 請 負 費 委 託 料 計 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

計  ￥ 

消費税及び地方消費税の額  ￥ 

合 計 請 求 金 額 
 
 ￥ 
（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥  ） 
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別記様式丙第 106 号 

 
 

完了
請求 内訳書 

指示番号【 】 

工 種 番 号 
Ｎｏ 工 種 内 容 数 量 単 位 単 価 金 額 摘 要 
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別記様式丙第 107 号 

 
 

完了 
請求 内訳書 

指示番号【 】 

工種番号
Ｎｏ 路 線 名 街 灯 整 

理 番 号 作業箇所 内  訳 数  量 単 位 単  価 金  額 
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別記様式丙第 112 号 

 
 

      
完了 
請求 内訳書 

指示番号【 】 

工種番号 
Ｎｏ 公 園 名 工種内容 数 量 単 位 単 価 金 額 摘 要 
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別記様式丙第 108 号 

 

 

請求書 
 

    年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

 

          

                     〒     － 

 

住 所        

                   受注者 

氏 名                  ㊞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 下 記 の と お り 請 求 し ま す 。  

 

 

 

 

請 求 金 額    ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥          ） 

 

 

 

１．契 約 番 号 

 

 ２．件   名 

 

３．既 受 領 金 額    ￥ 

             （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥          ） 

  

４．今回請求金額     ￥ 

             （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥          ） 

 

   

  

 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 

       

149



別記様式丙第 109 号 
 

請求内訳書 
                （総括書） 

指 示 番 号 指 示 年 月 日 
出 来 高 金 額 

工 事 請 負 費 委 託 料 計 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

計  ￥ 

消費税及び地方消費税の額  ￥ 

合 計 請 求 金 額 
 
 ￥ 
（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥  ） 
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別記様式丙第7号 

（工事）   

 

 

 

工 事 等 主 管 課 

 課  長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

  

 

 

   

 

台帳番号   

 

施工内容確認申請書 
 

  年  月  日 

 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

住所 

                     受注者 

氏名                 ○印 

                          

 

 

 

 下記の施工内容を別紙のとおり作成したので確認を申請します。 

 

件     名  契 約 番 号  

契 約 年 月 日     年  月  日 履 行 期 間 
  年  月  日 

～    年  月  日 

施 工 箇 所  施 工 金 額  

備 考  

   

                     指 示 書 指 示 番 号  

  上記の施工内容で実施することを指示する。 

  年  月  日 

 

      （受注者名） 殿 

 

 

（工事等主管課長） 印 

 

支 出 科 目  指示期限   年  月  日 指示金額  

注１．工種内訳及び必要な図面や計算書等を添付すること。 

注２．備考欄に受理日時、口頭指示者、経緯等を詳細に記載すること。 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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別記様式丙第7号 

（委託）   

 

 

 

工 事 等 主 管 課 

 課  長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

     

 

台帳番号   

 

作業内容確認申請書 
 

  年  月  日 

 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

住所 

                     受注者 

氏名                 ○印 

                          

 

 

 

 下記の作業内容を別紙のとおり作成したので確認を申請します。 

 

件     名  契 約 番 号  

契 約 年 月 日     年  月  日 履 行 期 間 
  年  月  日 

～    年  月  日 

作 業 箇 所  作 業 金 額  

備 考  

   

確   認   書 工 種 番 号  

  上記の作業内容で実施すること。 

  年  月  日 

 

      （受注者名） 殿 

 

      

（工事等主管課長） 印 

 

支 出 科 目  作業期限   年  月  日 作業金額  

注１．工種内訳及び必要な図面や計算書等を添付すること。 

注２．備考欄には受理日時、経緯等を詳細に記載すること。 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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別記様式丙第 110 号 

 
 

内訳書 

工 種 番 号 
Ｎｏ 工 種 内 容 数 量 単 位 単 価 金 額 摘 要 
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別記様式丙第 111 号 

 
 

内訳書 

工種番号 
Ｎｏ 路 線 名 街 灯 整 

理 番 号 作業箇所 内  訳 数  量 単 位 単  価 金  額 
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別記様式丙第 113 号 

 
 

内訳書 

工種番号 
Ｎｏ 公 園 名 公 園 灯 

整理番号 作業箇所 内  訳 数  量 単 位 単  価 金  額 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

 

155



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

そ の 他 の 様 式 
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再生資源利用計画書（実施書）　－建設資材搬入工事用－

受注会社コード＊2
大臣

発注機関コード＊1 知事

千 百 十 千 百 十

工事種別コード*3 億 億 億 億 万 万 万 万 1万円未満四捨五入
千 百 十 百 十

円 （税込み） 億 万 万 万 万 1万円未満四捨五入 万 万 万 千 百 十 一

住所コード*4 円 （税込み）

1.鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 2.鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 3.鉄骨造
（再生資源の利 （数字に○をつける） 4.ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ造 5.木造 6.その他
用に関する特記 建築・解体工事のみ 1.居住専用 2.居住産業併用 3.事務所
事項等） 右欄に記入して下さい （数字に○をつける） 4.店舗 5.工場、作業所 6.倉庫

7.学校 8.病院診療所 9.その他

2.建設資材利用計画（実施）

左記のうち、再生資材の利用状況 （再生資材を利用した場合に記入して下さい）

再生資材利用量（Ｂ）
小数点第一位まで 小数点第一位まで

（注1）
ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

締めｍ3 締めｍ3 ％

締めｍ3 締めｍ3 ％

締めｍ3 締めｍ3 ％

ｍ3 ｍ3 ％

ｍ3 ｍ3 ％

ｍ3 ｍ3 ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

コード*5 コード*6 コード*7 コード*8 コード*9
コンクリートについて アスファルト混合物について 再生資材の供給元について 施工条件について コンクリートについて

1.生コン 2.無筋コンクリート二次製品 3.その他 1.表層 2.基層 1.現場内利用 1.再生材の利用の指示あり 1.再生生コン 2.再生無筋コンクリート二次製品 3.その他
コンクリート及び鉄から成る建設資材について 3.上層路盤 4.歩道 2.他の工事現場（陸上） 2.再生材の利用の指示なし コンクリート及び鉄から成る建設資材について

1.有筋コンクリート二次製品 2.その他 5.その他（駐車場舗装、敷地内舗装等） 3.他の工事現場（海上） 1.再生有筋コンクリート二次製品 2.その他
木材について 土砂について 4.再資源化施設 木材について アスファルト混合物等で、利用した

1.木材（ボード類を除く） 2.木質ボード 1.道路路体 2.路床 3.河川築堤 ・土質改良プラント 1.再生木材（ボード類を除く） 2.再生木質ボード 再生材（製品）の中に、新材が混入し
アスファルト混合物について 4.構造物等の裏込材、埋戻し用 5.ストックヤード アスファルト混合物について ている場合であっても、新材混入分を

1.粗粒度アスコン 2.密粒度アスコン 5.宅地造成用 6.水面埋立用 6.その他 1.再生粗粒度アスコン 2.再生密粒度アスコン 含んだ再生資材（製品）の利用量を
3.細粒度アスコン 4.開粒度アスコン 7.ほ場整備（農地整備） 3.再生細粒度アスコン 4.再生開粒度アスコン 記入して下さい。
5.改質アスコン 6.アスファルトモルタル 8.その他（具体的に記入） 5.再生改質アスコン 6.再生アスファルトモルタル
7.加熱アスファルト安定処理路盤材 8.その他 砕石について 7.再生加熱アスファルト安定処理路盤材 8.その他

土砂について 1.舗装の下層路盤材 土砂について
1.第一種建設発生土 2.第二種建設発生土 3.第三種建設発生土 2.舗装の上層路盤材 1.第一種建設発生土 2.第二種建設発生土 3.第三種建設発生土
4.第四種建設発生土 5.浚渫土 6.土質改良土 3.構造物の裏込材、基礎材 4.第四種建設発生土 5.浚渫土 6.土質改良土
7.建設汚泥改良土 8.再生コンクリート砂 4.その他（具体的に記入） 7.建設汚泥改良土 8.再生コンクリート砂
9.山砂、山土等の購入土、採取土 塩化ビニル管・継手について 砕石について

砕石について 1.水道（配水）用 2.下水道用 3.ｹｰﾌﾞﾙ用 1.再生クラッシャーラン 2.再生粒度調整砕石 3.鉱さい
1.クラッシャーラン 2.粒度調整砕石 3.鉱さい 4.単粒度砕石 4.農業用 5.設備用 6.その他 4.その他
5.ぐり石、割ぐり石、自然石6.その他 石膏ボードについて 塩化ビニル管・継手について

塩化ビニル管・継手について 1.壁 2.天井 3.その他 1.再生硬質塩化ビニル管 2.その他
1.硬質塩化ビニル管 2.その他 その他の建設資材について その他の建設資材について

石膏ボードについて （利用用途を具体的に記入して下さい） （利用量の多い上位２品目の再生資材名称を具体的に記入して下さい）

1.石膏ボード 2.シージング石膏ボード 3.強化石膏ボード
4.化粧石膏ボード 5.石膏ラスボード 6.その他

その他の建設資材について
（利用量の多い上位２品目を具体的に記入して下さい）

工 事 概 要 等

施工条件の内容

注：コード＊5～9は下記欄外のコード表より数字を選んで下さい。

合　　　計

コード*6

合　　　計

コンクリート

混合物

合　　　計

木　材

合　　　計

分　類 規　格

そ
の
他
の
建

設
資
材

小 分 類

合　　　計

塩化ビニル管

合　　　計

主な利用用途

特
定
建
設
資

材

コード＊5

コンクリート
及び鉄から
成る建設資

材

アスファルト

土　砂

合　　　計

合　　　計

合　　　計

砕　石

石膏ボード

建設資材

その他の

・継手

村 令和 年

再生資材の供給元施設、工事等の名称
コード*7 コード*8

種類

建　設　資　材　（新材を含む全体の利用状況）

受　注 会 社 名

建設業許可　または
解体工事業登録

号

TEL
FAX

利　用　量（A)

県 町

－

延 床 面 積再資源化等が完了した年月日

発 注 機 関 名

内容

日まで

日から

供給元 施工条件

工事施工場所
都 道 市

府

裏面にもご記入下さい

注1:再生資材利用量について

日

地下

構　造

使　途

再生資源

階　数

コード*9

地上

担当者
工事責任者

TEL ( ) 会 社 所 在 地 調査票記入者

㎡

0,000

1.工事概要
表面

月

工　事　名

発注担当者チェック欄

記入年月日 年

　　　 (　　　　　)
　　　 (　　　　　)

請負金額

日

B/A×100*4

月

※住所情報は、国の施策立案等において活用させていただきますので、番地
までご記載願います。

※解体工事については、建築面積をご記入いただかなくても結構です。

建 築 面 積
階

再生資材の名称

階

利用率住所コード再生資材の供給元場所住所
※

令和 年

区

㎡月

灰色の部分は、記入する必要がありません。

月年

左記金額のうち特定建設資材廃棄物の再資源化等に要した費用

0,000
工　期

令和

-1
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再生資源利用促進計画書（実施書）　－建設副産物搬出工事用－
建築工事において、解体と新築工事を一体的に施工する場合は、解体分と

1.工事概要 表面（様式１）に必ずご記入下さい 新築分の数量を区分し、それぞれ別に様式を作成して下さい。

2.建設副産物搬出計画（実施） 現場内利用の欄には、発生量のうち、現場内で利用したものについてご記入下さい。 コード*14（コード*13で「8.建設発生土受入地」を選択した場合のみ記入）

1.山砂利等採取跡地 2.池沼等の水面埋立 3.谷地埋立 4.農地受入 5.その他

搬出先 受入地
の種類 の用途

ｺｰﾄﾞ ｺｰﾄﾞ 2ヶ所まで記入できます。3ヶ所以上に どちらかに○を ｺｰﾄﾞ ｺｰﾄﾞ ②+③+⑤
*10 *11 わたる時は、用紙を換えて下さい。 付けて下さい 千 百 十 一 *13 *14 （注２）

km トン トン

トン トン トン km トン トン トン ％

km トン

トン トン トン トン km トン トン ％

km トン トン

トン トン トン km トン トン トン ％

km トン

トン トン km トン トン ％

km トン

トン トン トン トン km トン トン ％

km トン トン

トン トン トン トン km トン トン トン ％

km トン トン

トン トン トン トン km トン トン トン ％

km トン

トン km トン トン ％

km トン

トン km トン トン ％

km トン

トン km トン トン ％

km トン

トン km トン トン ％

km トン

トン トン km トン トン ％

km トン

トン km トン トン ％

km トン

トン km トン トン ％

km トン

トン km トン トン ％

km 地山ｍ3 地山ｍ3

地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 km 地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 ％

km 地山ｍ3 地山ｍ3

地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 km 地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 ％

km 地山ｍ3 地山ｍ3

地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 km 地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 ％

km 地山ｍ3 地山ｍ3

地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 km 地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 ％

km 地山ｍ3 地山ｍ3

地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 km 地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 ％

地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 ％

コード*10 コード*11 コード*12 コード*13（詳細は「表１１」参照のこと）
1.路盤材 2.裏込材 1.焼却 2.脱水 施工条件について
3.埋戻し材 3.天日乾燥 1.Ａ指定処分
4.その他（具体的に記入） 4.その他（具体的に記入） （発注時に指定されたもの） 1.他の工事現場（内陸：公共、民間を含む） 6.最終処分場（海面処分場） 現場外搬出量④のうち、搬出先の種類

2.Ｂ指定処分（もしくは準指定処分） 2.中間処理施設（焼却以外）・土質改良プラント 7.最終処分場（内陸処分場） （コード*13）が1.～5.の合計
（発注時には指定されていないが、 3.売却（工事請負会社が建設副産物を売却し、 8.建設発生土受入地
発注後に設計変更し指定処分とされたもの） 代金を得た場合） 9.建設発生土ストックヤード（再利用工事未定）

3.自由処分 4.建設発生土ストックヤード（再利用工事が決まっている 10.中間処理施設（焼却）
場合） 11．その他（具体的に記入）

5.他の工事現場（海面埋立、海岸、海浜事業含む）

第　一　種

小数点第一位まで 小数点第一位まで小数点第一位まで

（木材が廃棄物に

なったもの）

コンクリート塊 搬出先1

公共　民間

公共　民間

（ ）

用途

場外搬出量の多い上位２品目を具体的に記入して下さい

その他の分別
された廃棄物

設

発

合　計

第　二　種

建設発生土

搬出先2

場外搬出時

小数点第一位まで小数点第一位まで 小数点第一位まで

うち現場内
減量法

③減量化量②利用量

（伐木材、除根材

など）

その他の分別
された廃棄物

（ ）

廃塩化ビニ
ル管・継手

廃石膏ボード

建設発生木材

ｱｽﾍﾞｽﾄ
（飛散性）

その他がれき類

建設汚泥

建設混合廃棄物

建設発生木材

特

定

建

設

資

材

廃

棄

物
アスファルト・
コンクリート塊

搬出先2

搬出先2 公共　民間

搬出先1 公共　民間

搬出先2
廃プラスチック
（廃塩化ビニル
管・継手を除く） 搬出先2

の　種　類

=②+③+④

（掘削等）

灰色の部分は、記入する必要がありません。

建 設 副 産 物 現場内利用・減量①発生量 現　場　外　搬　出　に　つ　い　て
減　量　化

の性状

搬出先2

現　場　内　利　用

搬出先1

浚渫土

区分

公共　民間

搬出先2 公共　民間

公共　民間

搬出先1

公共　民間

改良分

搬出先1

搬出先2

建 建設発生土

建設発生土

第　三　種

第　四　種

搬出先2

注2:再生資源利用促進量について再　生　資　源　利　用　促　進 最　終　処　分　場　・　そ　の　他

公共　民間

公共　民間

公共　民間

公共　民間

公共　民間

搬出先2 公共　民間

搬出先1 公共　民間

搬出先2

搬出先1 公共　民間

搬出先2 公共　民間

公共　民間

うち現場内

搬出先1

搬出先1 公共　民間

搬出先1 公共　民間

公共　民間

搬出先2

公共　民間

④現場外搬出量住所コード

搬出先1 公共　民間

公共　民間

搬出先1 公共　民間

搬出先2 公共　民間

公共　民間

裏面

搬出先1 公共　民間

搬出先2

搬出先1

搬出先2 公共　民間

搬出先1 公共　民間

公共　民間

公共　民間

再生資源利用

⑤再生資源 促　進　率

（％）①
利用促進量改良分

運搬距離

ｺｰﾄﾞ＊12

搬出先1

土 建設発生土

建
 

設
 

廃

 
棄
 

物

金属くず

紙くず

搬出先2

搬出先2

搬出先1

生

公共　民間

搬出先1 公共　民間

搬出先2 公共　民間

搬出先1

公共　民間

公共　民間

搬出先1

搬出先2

公共　民間

*4

※住所情報は、国の施策立案等において活用させていただきます
ので、番地までご記載願います。

搬出先場所住所
※

施工条件
の内容

公共　民間

公共　民間

搬出先名称

-1

158



  工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

 

台帳番号   

 

リサイクル関係報告書 
 

  年  月  日 

 

東京都北区長    殿 

 

                            住所 

受注者    

    氏名 

       

 

                 

現場代理人氏名            

 

 

以下の工事について、別紙のとおりリサイクル関係の報告書を提出します。           

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

 添付書類 

１.「建設リサイクル法に関する工事実施要領」に定める「再資源化等報告書」 

２．再生資源利用実施書 

３．再生資源利用促進実施書 

４．リサイクル阻害要因説明書 

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名  

 

注１）添付した書類番号に○を記載する。 

注２）「建設リサイクル法に関する工事実施要領」に定める「再資源化等報告書」は建設リサイクル法対象工事の

み作成し添付する。 

注３）再生資源利用実施書・再生資源利用促進実施書は、「建設副産物情報交換システム(COBRIS)」に搭載されて

いる「建設リサイクル総合データシステム(CREDAS)」に必要データを入力し作成した後、印刷したものを

添付する。 

注４）リサイクル阻害要因説明書は、特記仕様書に定める作成対象要因に該当した場合、作成し添付する。 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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建設発生土搬出のお知らせ 
 

  年  月  日 
             殿 
 

              会  社  名：          
 

              現場代理人氏名：          
 
 
 下記のとおり、貴区市町村内の受入れ先に建設発生土を搬出いたしますので、お知らせいたします。 
 

工 事 件 名  

工 事 場 所  

工 事 概 要 
 
 
 

工 事 発 注 機 関 名  

工 事 監 督 員 又 は 担 当 者 名  

連 絡 先 機 関 ・ 電 話 番 号              ＴＥＬ： 

工 事 受 注 業 者 名  

担 当 者 名 ・ 電 話 番 号 氏名：          ＴＥＬ： 

建 設 発 生 土 の 運 搬 業 者  

建 設 発 生 土 の 受 入 先 名 等  

住 所  

建 設 発 生 土 の 運 搬 経 路 （別添図面のとおり） 

建 設 発 生 土 の 搬 出 時 期   年  月  日 ～     年  月  日  

建 設 発 生 土 の 土 質 ・ 土 量 土質：         搬出量：       ㎥ 

※この書面は建設発生土の搬出が 100 ㎥以上の場合に用いる 
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建設発生土搬出のお知らせ 
 

令和○○年○○月○○日 
 ○○市○○部○○課  殿 
 

                        会  社  名： ○○建設㈱   
 

                        現場代理人氏名： ○○ ○○   
 
 
 下記のとおり、貴区市町村内の受入れ先に建設発生土を搬出いたしますので、お知らせいたします。 
 

工 事 件 名 ○○○○工事 

工 事 場 所 東京都北区○○地先 

工 事 概 要 
土工○○m3、舗装工○○m2、法面工○○m2、仮設工一式 
搬出：発生土○○m3 
搬入：ＡＳ合材○○ｔ、砕石○○m3 

工 事 発 注 機 関 名 東京都北区○○部○○課  

工 事 監 督 員 又 は 担 当 者 名 監督員 ○○ ○○ 

連 絡 先 機 関 ・ 電 話 番 号 北区○○部○○課○○係  ＴＥＬ：03-3908-○○○○ 

工 事 受 注 業 者 名 ○○建設㈱ 

担 当 者 名 ・ 電 話 番 号 氏名：○○ ○○  ＴＥＬ：03-○○○○-○○○○ 

建 設 発 生 土 の 運 搬 業 者 ○○興業㈱ 

建 設 発 生 土 の 受 入 先 名 等 ○○土地改良事業 

住 所 東京都北区○○－○○ 

建 設 発 生 土 の 運 搬 経 路 （別添図面のとおり） 

建 設 発 生 土 の 搬 出 時 期 令和○○年○○月○○日 ～ 令和○○年○○月○○日  

建 設 発 生 土 の 土 質 ・ 土 量 土質：砂質土        搬出量： ○○    ㎥ 

※この書面は建設発生土の搬出が 100 ㎥以上の場合に用いる 

（記入例） 
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工 事 等 主 管 課 

 課  長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

  

 

 

   

 

台帳番号   

 

搬入予定民間受入地届 
 

  年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

                     受注者 

氏名                  

 

 

 

                     現場代理人氏名                

 

 

 

 

 

下記の工事についてリサイクルガイドラインに基づき届け出ます。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

民 間 受 入 地 

（名称） 

（場所） 

建 設 発 生 土 の 

利 用 用 途 
 

 

添付書類      ・関係法令許可証の写し 

          ・運搬ルート図 

          ・受入地の状況写真 

 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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受入地の状況写真 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              受入地全景 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         許可条件を示す看板等 
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工 事 等 主 管 課 

 課  長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

  

 

 

   

 

台帳番号   

 

民間受入地搬入確認報告書 
 

  年  月  日 

 

  東 京 都 北 区 長  殿 

 

住所 

                     受注者 

氏名                  

 

 

 

                     現場代理人氏名                

 

 

 

 

 

下記の工事について建設発生土の搬出が完了したので報告します。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

 

 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 

164



 
 
 
 
 
 
 

              殿 
 
 
 

リサイクル証明書（建設発生土） 
 

 
建設発生土を下記に搬入したことを証明します。 

 
記 
 

 
 
 
 

１ 民間受入地名称 
 
２ 搬入場所 
 
３ 法令等の許可 
 

（１） 法令名称 
 

（２） 許可番号 
 

（３） 土の利用用途 
 

（４） 許可条件 
 

（跡地利用や復旧計画内容含む） 
 

 
 
 
 
 

  年  月  日 
 

受入地の責任者氏名 
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参考様式 

自重計計測記録表 
 
工事件名：               
受注者名：               
 

NO 月 日 計測 
時刻 車両番号 表示番号 

自重計製造事業者名及び形式 車両の 
最大積載量 
（ｋｇ） 

自重計 
計測値 
（ｋｇ） 

是正措置等 計測者 
氏 名 

備 考 
(計量票積 
載量等) 製造事業者名 形 式 

1            

2            

3            

4            

5            

6            

7            

8            

9            

10            

11            

12            

13            

14            

15            

16            

17            

18            

19            

20            

21            

22            

23            

24            

25            

 
※本記録表は、監督員に提出するものではなく、受注者が自重計による計測結果を管理するための参考様式となっているが、監督員から結果等に 

関する請求があった場合には直ちに提示しなければならない。 
なお、自重計等計測結果については、建設発生土再利用機関が発行する計量票等と関連付けて、比較・管理することが望ましい。 
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参考様式 

自重計計測記録表 
 
工事件名：○○○○築造工事     
受注者名：☆☆☆建設㈱       
 

NO 月 日 計測 
時刻 車両番号 表示番号 

自重計製造事業者名及び形式 車両の 
最大積載量 
（ｋｇ） 

自重計 
計測値 
（ｋｇ） 

是正措置等 計測者 
氏 名 

備 考 
(計量票積 
載量等) 製造事業者名 形 式 

1 ☆月★日 10：15 
練馬100 

は2345 

品川 建

23456 
×××会社 ○○－○○○ 9,800 9,200 なし 杉戸 

 

2 ◇月◆日 09：45 
川崎11 

に1245 

品川 石

34567 
△△自動車 ◇◇－▽▽▽ 9,500 12,000 減量を指示 有賀 

 

3            

4            

5            

6            

7            

8            

9            

10            

11            

12            

13            

14            

15            

・            

・            

・            

・            

・            

・            

・            

・            

・            

・            

 
※本記録表は、監督員に提出するものではなく、受注者が自重計による計測結果を管理するための参考様式となっているが、監督員から結果等に 

関する請求があった場合には直ちに提示しなければならない。 
なお、自重計等計測結果については、建設発生土再利用機関が発行する計量票等と関連付けて、比較・管理することが望ましい。 

 
 

 

記入例 
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様式 １ 

搬出車両記録表 
工事件名：               
受注者名：               
下請負者：               
搬出先名：               
 

NO 月 日 

搬出先 
への 
搬入 
時刻 

受付番号 
総重量 
(kg) 
(a) 

風袋重量 
(kg) 
(b) 

正味重量 
(kg) 

(c)=(a)-(b) 

最大積載量 
(kg) 

車検証データ 
(d） 

過積載量 
(kg) 

(e)=(c)-(d) 

積載率 
 

(f)=(c)/(d) 

搬入土量 

（㎥） 
車両番号 

積載量 
監視 
責任者 

備 考 

1              

2              

3              

4              

5              

6              

7              

8              

9              

10              

11              

12              

13              

14              

15              

16              

17              

18              

19              

20              

 

 
集   計 
 
搬出時期 
  
 ○○年○○月 
   ～ 
 ○○年○○月 
                                                                                     

かっこ内は、構成比（小数点以下四捨五入） 

搬出車両総数 
    （台） 

定量積載 
  （台） 

過積載 
（台） 

超過積載率別車両内訳（台）   （積載率＞1.0⇒過積載） 搬出土量 

総量(㎥) 
備 考 

1.1未満 1.1以上 1.2以上 1.3以上 1.4以上 1.5以上 

 
 
 

          

（１００） （   ） (      ) (     ) (     ) (     ) (     ) (     ) (     )   
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様式 １ 

搬出車両記録表 
工事件名：○○○○建設工事    
受注者名：△△建設株式会社    
下請負者：○×興業㈱       
搬出先名：城南島受入基地     
 

NO  月日 

搬出先 
への 
搬入 
時刻 

受付番号 
総重量 
(kg) 
(a) 

風袋重量 
(kg) 
(b) 

正味重量 
(kg) 

(c)=(a)-(b) 

最大積載量 
(kg) 

車検証データ 
(d） 

過積載量 
(kg) 

(e)=(c)-(d) 

積載率 
 

(f)=(c)/(d) 

搬入土量 

（㎥） 
車両番号 

積載量 
監視 
責任者 

備 考 

1 ○月○日 10：15 0012300-10 19,200 10,200 9,000 9,750 －750 0.92 5.0 
大宮 100

は1365 
石尾定雄 

 

2 ○月×日 09：45 0012345-12 21,900 10,300 11,600 9,700 1,900 1.20 6.4 
大宮 11 

き8694 
石尾定雄 

 

3              

4              

5              

6              

7              

8              

9              

10              

・              

・              

・              

・              

・              

・              

・              

・              

・              

・              

 

集   計 
 
搬出時期 
  
 令和○○年○○月 
     ～ 
 令和○○年○○月 
                                                                                     

かっこ内は、構成比（小数点以下四捨五入） 

搬出車両総数 
    （台） 

定量積載 
  （台） 

過積載 
（台） 

超過積載率別車両内訳（台）   （積載率＞1.0⇒過積載） 搬出土量 
総量(㎥) 

備 考 
1.1未満 1.1以上 1.2以上 1.3以上 1.4以上 1.5以上 

 
 
 

          

（１００） （   ） (      ) (     ) (     ) (     ) (     ) (     ) (     )   

 

記入例 
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様式 １の２ 

   工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

 

 

 

   

 

台帳番号  

 

搬出車両記録の報告書 
 

  年  月  日 

 

              殿 

 

住所 

受注者 

氏名 

 

 

 

現場代理人氏名              

 

 

 

 

 下記工事の過積載防止対策における搬出車両記録（平成○○年○○月分）を報告します。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

 

 報告内容 

 

  本工事における○○年○○月に搬出した土砂等の搬出車両記録については、下表のとおりです。 

 

   土砂等搬出先名称：                  

（○○年○○月実施分） 

車両総数 定量積載 過積載 
超過積載率別車両内訳(過積載＝積載率＞1.0) 

備 考 
1.1未満 1.1以上 1.2以上 1.3以上 1.4以上 1.5以上 

 

     台 

 

  台 

 

  台 

 

台 

 

台 

 

台 

 

  台 

 

  台 

   

台 

 

 

（100） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（  ） 

 

（  ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

（   ） 

 

                          カッコ内は構成比を記入（小数点以下四捨五入） 

 

 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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様式 ２ 

  工 事 等 主 管 課 

 課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

     

 

台帳番号   

 

改善報告書 
 

  年  月  日 

 

    （工事主管課長名）   殿 

 

 

 

 

 

（現場代理人名）       

 

 

 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

○○年○○月○○日に（指示・改善指示・改善命令）のあったことについて、下記の 

とおり改善したので報告します。 

１ 発生原因 

   （別添資料による説明も可） 

 

２ 改善内容 

   （別添資料による説明も可） 

 

  ＜添付資料＞ 

     （１）搬出車両記録表 

     （２）計量票 

     （３）施工体制図、下請契約書等 

     （４）その他（自動車検査証、土砂搬出記録写真等） 

 

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名  
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様式 ３ 

   工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

  

台帳番号  

 

過積載車両報告書 
 

  年  月  日 

              殿 

 

住所 

受注者 

氏名 

 

 

 

現場代理人氏名             

 

 下記工事において、工事間利用による搬入車両の一部に過積載を確認したので報告します。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

 報告内容 

   工事間利用により下記工事から搬入した土砂等運搬車両の一部に、過積載と疑わしい車両を 

確認したので報告します。 

 

  （相手工事に関する情報） 

    １ 工 事 件 名： 

    ２ 工 事 場 所： 

    ３ 工 事 発 注 者： 

       （監督員等連絡先含） 

    ４ 工 事 受 注 者：   

    ５ 車 両 情 報 等（別添資料による説明も可） 

（１） 搬入日時 

（２） 車両番号 

（３） 運搬業者名 

（４） 運転手氏名 

（５） 自重計等による計測値 

（６） その他（積載状況写真等） 

 

監理業務受託者 事務所名  担当者名  

 

法人の場合は名称 

及び代表者の氏名 
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発注者の作成する書類 
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発注者の作成する書類 
名 称 様 式 適 用 
監督員の通知について（工事） 別記様式第１０１号 １７５ 
監督員の通知について（工事） 別記様式第１０１号の２  １７６工事監督業務委託対象案件（コンサル）  

監督員の通知について（委託） 別記様式第１０２号 １７７ 
承諾書   別記様式第１０３号 １７８ 
指示書  別記様式第１０４号の１  １７９ 
改善指示書 別記様式第１０４号の２  １８０ 
改善命令書 別記様式第１０４号の３  １８１ 
改善命令書 別記様式第１０４号の４  １８２しゅん工検査時の不備に対して使用  
契約変更額回答書 別記様式第１０６号 １８３ 
休日等の工事施工指示書              別記様式第２０１号 １８４建設局工事施行規程実施細目 
工事の一時中止（更新）につい

て 
別記様式第２０２号 

１８５建設局工事施行規程実施細目 

工事の一時中止解除について 別記様式第２０３号 １８６建設局工事施行規程実施細目 
工事の設計変更について 別記様式第２０４号 １８７建設局工事施行規程実施細目 
作業完了確認簿 別記様式第３０１号 １８９ 
作業完了確認内訳書 別記様式第３０２号 １９０ 
指示記録簿 別記様式第３０３号 １９１ 
打合記録簿 別記様式第３０４号 １９３ 
調査結果通知書 別記様式第４０１号 １９５ 
過積載の再発防止について 別記様式第４０２号 １９６過積載防止要領 
注．１ 発注者が工事の施工に伴い作成する書類のうち主な様式を参考資料として 
    搭載した。 
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別記様式第 101 号 

○○北○○第○○○○号－○ 

   年  月  日 
 
  （受注者あて） 殿 
 

東京都北区長 
 ○ ○ ○ ○ ○ 印 

 
監督員の通知について 

 
 下記の工事について、契約約款第８条第１項に基づく監督員の職氏名を通知します。 
 
１．所   属    
 
２．職 氏 名    
          総括監督員： 
    
          主任監督員： 
 
          担当監督員： 
 

記 
 
１．契 約 番 号      第         号 
             
２．工 事 件 名    
 
３．工 事 場 所    
 
４．契 約 金 額   ￥  
 
５．契約年月日       年  月  日  
 
６．工   期       年  月  日 
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別記様式第 101 号の 2 

○○北○○第○○○○号－○ 

  年  月  日 
 
  （受注者あて） 殿 
 

東京都北区長 
 ○ ○ ○ ○ ○ 印 

 
監督員の通知について 

 
 下記の工事について、契約約款第８条第１項に基づく監督員の職氏名を通知します。 
 
１．所   属    
２．職 氏 名    
          総括監督員： 
          主任監督員： 

担当監督員： 
３．備   考    
       本工事では、下記により工事監督業務を委託しております。 

（１） 工事監督業務受注者 ○○コンサルタント㈱ 
（２） 管理技術者 ○○○○ 
（３） 工事監督業務技術者 ○○○○ 
（４） 業務委託内容 

① 本工事の契約の履行に必要な資料の作成 
② 本工事の施工状況の照合等 
③ その他必要な資料の作成、立会い等 

     
記 

 
１．契 約 番 号      第         号 
２．工 事 件 名    
３．工 事 場 所    
４．契 約 金 額   ￥  
５．契約年月日       年  月  日  
６．工 期       年  月  日 
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別記様式第 102 号 

○○北○○第○○○○号－○ 
     年  月  日 

   
（受注者あて） 殿 
 

東京都北区長 
 ○ ○ ○ ○ ○ 印 

 
監督員の通知について 

 
 下記の委託について、監督員の職氏名を通知します。 
 
１．所   属    
 
２．職 氏 名    
          総括監督員： 
    
          主任監督員： 
 
          担当監督員： 
 

記 
 
１．契 約 番 号      第         号 
             
２．件 名    
 
３．履 行 場 所    
 
４．契 約 金 額  ￥  
 
５．契約年月日      年  月  日  
 
６．委 託 期 間      年  月  日より     年  月  日まで 
 

177



別記様式第103号 

 

  

 

工 事 等 主 管 課 

課  長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

       

台帳番号  

 

承諾書 
 

  年  月  日 

 

（現場代理人） 殿 

 

                                （東京都北区○○部○○課） 

                                （担当監督員）（氏名） 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 
￥             － 

  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額  ￥        －） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工    期     年  月  日 

  

 

 

 

 

 

 

 

受 領 年 月 日     年  月  日 現場代理人氏名  

受 領 年 月 日     年  月  日 受 領 者 氏 名  

 

監 理 業 務 受 託 者 事 務 所 名  担 当 者 名  

 

注 １．この様式は、主として現場の施工に関する承諾等に使用する。 
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別記様式第104号の1   

 

工 事 等 主 管 課 

課  長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

    

 

   

台帳番号  

 

指示書 
 

  年  月  日 

 

（現場代理人） 殿 

 

                                （東京都北区○○部○○課） 

（担当監督員）（氏名） 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 
￥             － 

  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額  ￥        －） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工   期     年  月  日 

 

 

 

 

上記事項について○○月○○日までに改善されなかった場合は、改善指示書を交付し、工事成績

評定時に、当該項目について「不備」評価とします。△△年△△月△△日までに改善内容を「改善

報告書」にて報告してください。 

受 領 年 月 日     年  月  日 現場代理人氏名  

受 領 年 月 日     年  月  日 受 領 者 氏 名  

 

監 理 業 務 受 託 者 事 務 所 名  担 当 者 名  

 

注 １．この様式は、現場の施工に関して不良箇所等の改善指示、または条件等の伝達に使用する。 

  ２．条件等の伝達では、「改善報告書」による報告の記載は不要。 
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別記様式第104号の2   

 

工 事 等 主 管 課 

課  長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

       

台帳番号  

 

 改善指示書 
 

  年  月  日 

 

（現場代理人） 殿 

 

                                （東京都北区○○部○○課） 

                                （担当監督員）（氏名） 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 
 ￥             － 

  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額  ￥        －） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工  期     年  月  日 

 

下記事項について、○○月○○日に指示書を交付しましたが、□□月□□日現在改善されていないため、

△△月△△日までに改善するよう指示します。期日までに改善措置が行われなかった場合は、改善命令書

を交付し、工事成績評定時に減点します。 

なお、今回の改善指示書交付に基づき、工事成績評定時に当該項目について「不備」評価とします。 

 

 

 

令和△△年△△月△△日までに改善内容を「改善報告書」にて報告してください。 

受 領 年 月 日     年  月  日 現場代理人氏名  

受 領 年 月 日     年  月  日 受 領 者 氏 名  

 

監 理 業 務 受 託 者 事 務 所 名  担 当 者 名  
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別記様式第104号の3   

 

工 事 等 主 管 課 

課  長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

       

台帳番号  

 

 改善命令書 
 

  年  月  日 
 

（現場代理人） 殿 

 

                                （東京都北区○○部○○課） 

                                （総括監督員）（氏名） 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 
 ￥             － 

  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額  ￥        －） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工  期     年  月  日 

 

下記事項について、○○月○○日に改善指示書を交付しましたが、□□月□□日現在改善されていな

いため、改善命令書を交付します。 

 なお、今回の改善命令書交付に基づき、工事成績評定時に当該項目について減点します。 

 

 

 

 

△△年△△月△△日までに改善内容を「改善報告書」にて報告してください。 

受 領 年 月 日     年  月  日 現場代理人氏名  

受 領 年 月 日     年  月  日 受 領 者 氏 名  

 

監理業務受託者 事 務 所 名  担 当 者 名  
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別記様式第104号の4   

 

工 事 等 主 管 課 

課  長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

       

台帳番号  

 

改善命令書 
 

  年  月  日 

 

（現場代理人） 殿 

 

                                （東京都北区○○部○○課） 

                                （総括監督員）（氏名） 

                                  

契 約 番 号   

工 事 件 名   

工 事 場 所   

契 約 金 額  
 ￥             － 

  （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額  ￥        －） 

契 約 年 月 日       年   月   日 工 期      年   月   日 

□ しゅん工検査時において、現場代理人（もしくは主任技術者または監理技術者）が工事内容について

把握しておらず、主体的に説明を行なうことが出来なかった。 

  元請人が自ら総合的に企画、調整及び指導（施工計画の総合的な企画、工事全体の的確な施工を確保

するための工程管理及び安全管理、工事目的物、工事仮設物、工事使用材料等の品質管理、下請負人間

の施工調整、下請負人に対する技術指導、監督等）の全ての面において主体的な役割を果たしていると

は言えないことから、改善命令書を交付する。 

  なお、今回の改善命令書交付に基づき、工事成績評定時に当該項目について減点する。 

□ しゅん工検査時において、検査員より不適切箇所を指摘され手直しを指示した。 

  手直し期限日を示し、受注者との合意のもと手直しを指示したが、手直し期限までに手直しが完了し

なかったことから、改善命令書を交付する。 

  今回の改善命令書交付に基づき、工事成績評定時に当該項目について減点する。 

  なお、手直し工事が完了していないことから、契約約款第４２条第１項により違約金を支払い工事を

完了させる場合は、その旨申請書を提出すること。 

  また、手直し工事を完了させる意思がない場合、発注者は契約約款第４３条第１項（１）により契約

を解除する。その場合、前回完了検査を清算検査と見なし、清算手続きを行うものとする。 

受 領 年 月 日     年  月  日 現場代理人氏名  

受 領 年 月 日     年  月  日 受 領 者 氏 名  

 

監 理 業 務 受 託 者 事 務 所 名  担 当 者 名  
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別記様式第106号   工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

 

台帳番号   

 

○○北○○第○○○○号－○ 
  年  月  日 

 

 （受 注 者） 殿 

               

                                  北区○○部○○課長 

                                   （工事等主管課長）  印 

 

契約変更額回答書 
 

 

 

工事請負契約書第  条第 号に基づき、契約金額変更請求がありましたが、契約金額の変更対象とはなりま

せんので、その旨、通知します。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工   期     年  月  日 

備 考 
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別記様式第201号   工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

 

台帳番号   

 

○○北○○第○○○○号－○ 

  年  月  日 

 

（受 注 者）殿 

 

                                北区○○部○○課長 

                                  （工事等主管課長）  印 

 

休日等の工事施工指示書 
 

 

 

 

下記工事について、工期に含まれていない休日等の工事施工について指示する。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥             ） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工     期     年  月  日 

指

示

事

項 

月 日     年  月  日 箇     所  

理由及 

び工事 

内 容 

 

 

監 督 員 立会     有  無 立 会 職 員 氏 名  
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別記様式第202号   工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

 

台帳番号   

 

○○北○○第○○○○号－○ 

  年  月  日 

 

（受 注 者） 殿 

 

                                 北区○○部○○課長 

                                  （工事等主管課長）  印 

 

工事の一時中止（更新）について 
 

 

 

 

下記工事について、工事施行を一時中止したいので通知します。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥             ） 

契 約 年 月 日      年  月  日 工     期     年  月  日 

一

時

中

止

の

内

容 

中止年月日     年  月  日 

中 止 解 除 

見 込 、 確 定 

年  月  日 

    年  月  日 

中止 箇所  

理   由  

注：中止解除年月日を確定で処理した場合及び更新の場合は、解除通知は省略することができる。 
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別記様式第203号   工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

 

台帳番号   

 

○○北○○第○○○○号－○ 
  年  月  日 

 

（受 注 者）  殿 

                                 

                                北区○○部○○課長 

                                 （工事等主管課長）  印 

 

工事の一時中止解除について 
 

 

 

 

 年 月 日付、○○北○○第○○○○号－○で工事の一時中止を行った下記の工事について、一時中止を解

除したいので通知します。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日      年  月  日 工    期     年  月  日 

一時（一部）中止 

年   月   日 
 

中 止 解 除 

年 月 日 
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別記様式第204号   工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

 

台帳番号   

 

○○北○○第○○○○号－○ 
  年  月  日 

 

（受 注 者） 殿 

                                  

                                 北区○○部○○課長 

                                  （工事等主管課長）  印 

 

工事の設計変更について 
 

 

 

 

下記の工事について、別添のとおり設計変更する必要が生じたので、工事請負契約書（   ）に基づき措

置したいので協議します。 

なお、ご異議のないときは、承諾書を提出して下さい。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工 期     年  月  日 

変

更

内

容 

見込金額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

理  由 
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別記様式第204号 

［記載例］ 

  工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

 

台帳番号   

 

○○北○○第○○○○号－○ 
  年  月  日 

 

（受 注 者）  殿 

 

                                 北区○○部○○課長 

 （工事等主管課長）  印 

 

工事の設計変更について 
 

 

 

 

下記の工事について、別添のとおり設計変更する必要が生じたので、工事請負契約書（   ）に基づき措置

したいので協議します。 

なお、ご異議のないときは、承諾書を提出して下さい。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

契 約 金 額 

 

 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

契 約 年 月 日     年  月  日 工    期     年  月  日 

変

更

内

容 

見込金額 
 ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥             ） 

理  由 

○○○のため変更する。 

なお、本変更は東京都北区工事施行規程第21条2項に基づき工期末一括変更とする。 
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別記様式第 301 号 
 
 
 

作業完了確認簿 
 
 
 
１．件 名 
 
 
 
２．履 行 場 所 
 
 
 
３．契 約 金 額 
 
 
 
４．契 約 年 月 日     年  月  日 
 
 
 
５．履 行 期 間     年  月  日  ～    年  月  日 
 
 
 
               住  所 
６．受 注 者 
               氏  名 
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別記様式第 302 号 

 
 

作業完了確認内訳書 
 

 

（ 
 

 
作 業 種 別 
契 約 数 量 

 

 

） 
 

回

数 
作業完了 
年 月 日 

単

位 
作 業 累 計 残 数 量 

確  認 
年 月 日 

監督員氏名印 検査員氏名印 
検査主管 
課 長 印 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

注１． この様式は、作業委託の内容により必要があれば、変更することができる。 
注２． 監督員氏名印の欄は担当監督員とする。 
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別記様式第 303 号 
NO.1 

令和  年度 

指示記録簿 
 

件 名  受 注 者 
 

契 約 番 号 
      

工 期  年 月 日から 年 月 日 

番

号 
指 示 日 
指示期限 

指 示 箇 所 指 示 概 要 
指
示
者 

  確      認 
備 考 

課 長 担当者 受注者 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 備 考 受注者の確認は、代理人のサイン又は捺印とする。 
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別記様式第 303 号のつづき 
NO.２ 

番

号 
指 示 日 
指示期限 

指 示 箇 所 指 示 概 要 
指

示

者 

  確      認 
備 考 

課 長 担当者 受注者 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 
 

． ．  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
． ． 

 ． ．        
． ． 

 備 考 受注者の確認は、代理人のサイン又は捺印とする。 
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別記様式第 304 号 
NO.1 

令和  年度 

打合記録簿 
 

件 名  受 注 者 
 

契 約 番 号 
      

委 託 期 間    年  月  日から    年  月  日 

番

号 
打 合 日 
作業期限 

作 業 箇 所 作 業 概 要 
打
合
者 

  確      認 
備 考 

課 長 担当者 受注者 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 備 考 受注者の確認は、代理人のサイン又は捺印とする。 
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別記様式第 304 号のつづき 
NO.２ 

番

号 
打 合 日 
作業期限 

作 業 箇 所 作 業 概 要 
打

合

者 

  確      認 
備 考 

課 長 担当者 受注者 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 ． ．        
． ． 

 備 考 受注者の確認は、代理人のサイン又は捺印とする。 
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別記様式第401号  工 事 等 主 管 課 

課 長 区政情報管理責任者 係 長 担当者 

    

 

台帳番号   

                                     

○○北○○第○○○○号－○ 

  年  月  日 

 

（受 注 者）  殿 

 

          北区○○部○○課長 

           （工事等主管課長）  印 

 

調査結果通知書 
 

 

 

 

     年  月  日付で請求のあった件について、下記のとおり調査・検討の結果を通知いたします。 

なお、工事請負契約書第２２条、２３条の協議については別途行うので、念のため申し添えます。 

 

契 約 番 号  

工 事 件 名  

工 事 場 所  

 

契 約 金 額 

 

   ￥ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥        ） 

 

契 約 年 月 日 

 

 

  年  月  日 

 

工 期 

 

  年  月  日 

 

［調査・検討結果］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注．工事請負契約書第１７条第１項に基づき、確認請求がなされた場合、その調査結果を通知する際に使用す

る。なお、工事請負契約書第２２条及び２３条の協議は、別途行うものであり、本通知をもって、決定な

されるものではない。 
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別記様式第 402 号 
  ○○北○○第○○○○号－○ 

  年  月  日 
 
 （工事間利用相手工事発注者又は監督員等）殿 
 

北区○○部○○課長 
（工事等主管課長）  印 

 

過積載の再発防止について（通知） 
 
 当区発注工事の現場内において、貴職所管の工事から建設発生土の工事間利用により搬

入した土砂等運搬車両の一部について、過積載と疑わしい車両を確認しましたので下記の

とおりお知らせします。 
 過積載は道路交通法及び道路法等で厳しく禁止されており、その防止には、土砂等の搬

出側及び搬入側とが連携して過積載の撲減に向けて取り組んでいくことが必要です。 
 つきましては、貴職におかれましては、過積載防止の一層の徹底及び再発防止を図る上

から、工事関係者へ周知していただくとともに、改善に向けての取り組みを強化するなど、

ご協力いただきますよう、よろしくお取り計らい願います。 
 

記 
 
１ 搬出側工事（貴職所管工事） 
   工 事 件 名： 
   工 事 場 所： 
   元 請 業 者： 
 
２ 搬入側工事（当区発注工事） 
   工 事 件 名： 
   工 事 場 所： 
   元 請 業 者： 
 
３ 車両情報等 

① 搬入日時 
② 車両番号 
③ 運搬業者名 
④ 運転手氏名 
⑤ 自重計等による計測値 
⑥ その他 

（問合せ先） 
東京都北区○○部○○課 
担 当：○○○○ 

                           連絡先：○○○○－×××× 
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